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Ⅰ 教育学部・教育学研究科の研究目的と特徴 

 

1. 教員養成に関わる高度な学術研究の中核としての機能を高め、多様な教育課題に関す

る創造的な学術研究を積極的に推進すると共に、人間、社会、自然の諸科学を総合的

に深化させ、学際的な研究活動を行うことにより、学校教育及び地域社会の発展に寄

与することを目的とする。 

2. 人文科学系、自然科学系、社会科学系、芸術系・実技系など多岐にわたる専門分野に

よって構成されており、教員養成に関わる教職専門、教科教育、教科専門の研究とし

て、教育方法、教育制度、カリキュラム開発、教科指導等に関する理論的・実践的研

究を有機的・総合的に推進することを特徴としている。多岐にわたる学会での研究活

動による理論的・学術的貢献を行うと同時に、多数実施されている研究会、ワークシ

ョップ、演奏会、展示会を県・市町村教育委員会や学校現場関係者との連携・協働で

実施している。特に、養護教諭養成を九州圏内で唯一実施しており（日本全国では別

科による養成も含め国立大学系 12 機関でのみ）、特別支援教育も併せて養成している

ため、教員養成全般に対応した理論的・実践的研究を実施しているのが大きな特徴で

ある。 

3. 生涯スポーツ福祉課程における研究は、福祉、介護、スポーツ等の分野を取扱うと共

に、福祉に関する先端的・創造的な学術研究を行うことを目的とし、全国唯一の学科

として特色ある研究を担っている。 

4. 地域共生社会課程においては、現代社会の抱える高齢化、少子化、青少年犯罪、多文

化接触等の問題について地域と教育の視点から研究することを目的としており、現代

的な社会的諸課題に関する創造的な学術研究を遂行することが特徴である。 

5. ミッションの再定義においては、 

 附属学校等と協働して、論理的思考力・表現力の育成を目指し、教科間連携を通

して幼・小・中を貫く系統的カリキュラムを実施することにより、学校における

実践的課題解決に資する研究活動を推進する。 

 免許状更新講習の実施、教育委員会等が行う現職教員研修のプログラム開発、校

外研修への組織的な参画により、我が国の教員の資質能力向上に寄与するなど、

教員の研究活動等を通じて積極的な社会貢献活動を行う。 

としており、新学習指導要領シンポジウム（平成 22〜26 年度）や教員養成機能充実シ

ンポジウム（平成 24〜26 年度）、研究会、ワークショップ、演奏会、展示会といった

取組を熊本県市教育委員会や附属学校との連携・協働で実施することにより地域に積

極的に貢献しうる特色ある学部となっている。 

6. 第１期（平成 16〜19 年度）における教育学部・教育学研究科の研究水準の現況分析結

果は、研究活動の状況として、「期待される水準を上回る」、研究成果の状況として「期

待される水準にある」、質の向上度として「大きく改善、向上している、または、高い

質（水準）を維持している」とされ、第１期中期目標期間における判定として高い評

価を得ている。 
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[想定する関係者とその期待] 

県・市町村教育委員会、学校現場等の関係者を想定しており、新学習指導要領シンポジ

ウムと教員養成機能充実シンポジウムに実施したアンケート回答からも、教育委員会から

は学校教員としての実践的指導力の向上、学校現場からは今日的教育課題の改善・解決と

いう期待を受けている。 
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

観点 研究活動の状況 

(観点に係る状況)  

論文・著書等の刊行や研究発表の状況（資料・１－１－１）及びスポーツ・芸術系教員

の研究活動状況（資料・１－１－２）は１人あたり約４件程度である。 

科学研究費補助金受入件数は増加している（資料・１－１－３）。また、寄附金及び学内

競争的資金の状況は、それぞれ（資料・１－１－４、１－１－５）のとおりであり、安定

した財源確保を維持している。 

教員養成に関わる高度な学術研究の機能を高めるため、社会、経済、文化面で重点を置

く主な研究活動として、教育・心理系（７学会）、文系（８学会）、理系（13学会）、スポー

ツ・芸術系（６学会等）、特別支援・養教系（６学会）において、多様な教育課題に関する

創造的な学術研究を行っている（資料・１－１－６）。学会等の活動は、日本の学校教育や

教育内容・方法に関するものから、教育に関わる地域連携や国際協力に関するものまで幅

広い。 

また、学校教育及び地域社会の発展に寄与するため、学校教諭等が参加する研究会・シ

ンポジウム・ワークショップや、研究成果を広く社会に還元するための公開講座・演奏会・

展示会等を、教育・心理系（６件）、文系（11 件）、理系（52 件）、スポーツ・芸術系（50

件）、特別支援・養教系（26 件）、合計 145 件実施し、特に熊本県、熊本市、九州圏などの

地域と密着した教育関連の取組を行っている（資料・１－１－７）。さらに、研究成果発信

のために定期刊行物として教育学部紀要と教育実践研究（資料・１－１－８）を併せて毎

年約 60 件（教員１人あたり 0.6 件ほど）を発行し、他機関に送付しており、同時に機関リ

ポジトリとして公開している。 

教員養成の柱となる新学習指導要領に関する研究ならびに教員養成機能を充実する研究

に関して附属学校園との連携協働を実施している。これらについて学習指導要領シンポジ

ウム開催に係る附属学校園との連絡事業合同会議（資料・１－１－９）と教員養成機能充

実委員会（資料・１－１－10）を組織し、附属学校から協力・支援を得ている。これら組

織的取組は平成 22年度から５回に及ぶ学習指導要領シンポジウム（旧：新学習指導要領キ

ックオフシンポジウム）（資料・１－１－11～１－１－15）や平成 24 年度から３回の教員

養成機能充実シンポジウム（資料・１－１－16～１－１－18）を実施している。このよう

な取組は熊本県市教育委員会や附属学校との連携・協働で実施することにより地域に積極

的に貢献している。特に、新学習指導要領といった学校現場における喫緊の課題に対応し

た取組を実施している大学は他に見当たらない。 
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（資料・１－１－１） 教員の研究活動の状況（著書・論文・発表等） 

年度 
著書 

（件数） 

紀要 

（件数） 

学術雑誌（件数） 
学術講演・シンポジウム

等発表（件数） その他 

（件数） 

合計 

（件数） 
日本語 外国語 国内 国際 

H22 25 65 31 34 123 35 42 355 

H23 15 61 44 35 124 21 44 344 

H24 28 59 39 28 113 33 48 348 

H25 14 67 42 36 128 26 35 348 

H26 41 82 44 25 131 24 49 396 

H27 45 54 47 33 128 23 61 391 

（出典：教育学部評価ワーキンググループ調査に基づき作成） 

 

（資料・１－１－２） 教員の研究活動の状況（芸術・スポーツ活動等） 

年度 
芸術作品・演奏（件数） スポーツ活動（件数） その他 

（件数） 

合計 

（件数） 国内 国際 国内 国際 

H22 19 8 3 0 0 18 

H23 20 4 2 0 0 16 

H24 22 6 7 0 0 21 

H25 20 4 2 0 0 17 

H26 17 6 4 0 0 27 

H27 13 3 13 0 1 30 

（出典：教育学部評価ワーキンググループ調査に基づき作成） 

 

（資料・１－１－３） 科学研究費補助金 

年度 申請件数 内定件数 内定額 ( 千 円 ) 間接経費 ( 千 円 ) 

H22 76 27 20,960 6,288 

H23 62 36 38,300 11,490 

H24 51 38 37,700 10,650 

H25 58 40 39,650 11,895 

H26 65 41 47,250 14,175 

（出典：熊本大学データ集を基に作成） 

 

（資料・１－１－４） 寄附金 

年度  受入件数 受入金額(千円) 

H22 3 1,073 

H23 5 2,776 

H24 8 5,548 

H25 7 6,050 

H26 4 1,700 

（出典：熊本大学データ集を基に作成） 
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（資料・１－１－５） 学内競争的資金 

年度 計（千円） 

H22 2,100 

H23 3,500 

H24 2,100 

H25 3,960 

H26 4,272 

（出典：熊本大学データ集を基に作成） 

 

 

（資料・１－１－６） 研究活動の場 

教育・心理系（７件） 

日本教育方法学会 日本教育心理学会 

日本生徒指導学会 日本選択理論心理学会 

日本教育カウンセリング学会 九州心理学会 

日本質的心理学会  

文系（８件） 

日本国語教育学会 全国大学書道学会 

書学書道史学会 日本生活体験学習学会 

日本近代文学会 日本言語テスト学会 

社会経済史学会 日本社会科教育学会 

理系（13 件） 

日本数学会 日本産業技術教育学会 

全国数学教育学会 理科教育学会 

日本応用動物昆虫学会 日本物理学会 

日本生態学会 日本火山学会 

日本機械学会 国際木文化学会 

日本建築学会 精密工学会 

日本家政学会  

スポーツ・芸術系（６件） 

国際写真家協会 日本体育学会 

N 響 Music Tomorrow 日本運動生理学会 

日本武道学会 日本音楽コンクール 

特別支援・養教系（６件） 

日本特殊教育学会 日本学校保健学会 

日本 NO 学会 日本養護教諭教育学会 

日本 Cell Death 学会 日本健康相談活動学会 

（出典：教育学部評価ワーキンググループ調査に基づき作成） 

 

 

  



熊本大学教育学部・教育学研究科 分析項目Ⅰ 

－1-7－ 

（資料・１－１－７） 研究会・シンポジウム・ワークショップ・演奏会 ・展示会等の例 

教育・心理系（６件） 

１ 熊本県生活指導研究協議会 

２ 熊本市公民館運営審議会 

３ 男女共同参画推進審議会 

４ 熊本県地域防災計画検討委員会 

５ 道徳教育推進協議会  

６ 熊本県教育庁：平成 25 年度教育事務所長・指導課長及び指導主事等合同研修会 

文系（11 件） 

１ 国語教育湧水の会 

２ ワークショップ「篆刻を楽しむ」、アーティストト-ク 

３ 熊本県中学校国語科教育研究大会での指導助言（対象：学校教諭） 

４ 熊本県小学校国語科教育研究大会での指導助言（対象：学校教諭） 

５ 熊本大学拠点形成研究主催シンポジウム 

６ NPO くまもと 

７ 小中一貫教育の成果検証委員会 

８ 熊本市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

９ 特定非営利活動法人条例個別指定制度検討委員会 

10 文部科学省主催 平成 22 年度外国語指導助手中間期研修会 

11 熊本県教育委員会主催 英語集中講座 

 理系（52 件） 

１ 研究会「測地線及び関連する諸問題」 

２ 研究会「直観幾何学」 

３ 県算数教育研究会 

４ 教科等研究会 

５ 複式教育研修会 

６ 算数研究会研修会 

７ 九州数学教育会 

８ 夏休み自由研究相談教室 

９ 熊本生物研究会発表会 

10 熊本県中学校理科授業研究大会 

11 熊本県科学研究物展示会 

12 小中学校理科実験事故防止講習会 

13 熊本県高等学校理科研究発表会生物部門審査会 

14 適応支援教室講師 

15 熊本県環境影響評価審査会 

16 球磨村総合運動講演での地層観察会 

17 自然体験学習会 

18 くまもと県民カレッジ 

19 バイオ甲子園 

20 教育学部理科教育地域連携 

21 東本願寺阿弥陀堂の耐震調査研究 

22 森林審議会 

23 木文化国際シンポジウム 

24 世界木材の日の木育活動 
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25 日本産業技術教育学会 

26 手作りロボット講座 

27 日本を森林で元気にする国民運動総合対策事業 

28 木育の実践手法の開発 

29 木育サミット 

30 中学校学習指導要領実施状況調査結果分析委員会 

31 熊本県ウッドタッチ推進事業選定委員会 

32 くまもとの木製遊具推進事業 

33 くまもと県産木材アドバイザー活動支援事業 

34 熊本県技術教育研究会 

35 熊本ものづくり塾 

36 熊本大学教育学部情報教育研究会 

37 くまもとものづくりフェア 

38 環境ネットワークくまもと 

39 改正環境教育等推進法意見交換会 

40 低炭素な地域づくり戦略会議 

41 エコライフ・カフェ 

42 火の国ボランティアフェスティバル 

43 熊本市地球温暖化防止活動推進員スキルアップ研修会 

44 熊本県環境教育フォーラム 

45 女性が手がける河川環境活動 川のフォーラム&分科会 

46 中小企業トライアル支援事業 

47 熊本県公害審査会 

48 上天草市男女共同参画社会推進審議会 

49 熊本市男女共同参画センターはあもにい運営審議員 

50 くまもと市男女共同参画会議委員 

51 熊本大学テレビ放送公開講座 

52 高校生のための熊大ワクワク連続講義 

スポーツ・芸術系（50 件） 

１ 100 年前の音楽実行委員会 

２ リスト生誕 200 年記念コンサート 

３ コダーイ生誕 130 年記念コンサート 

４ ハンガリー音楽の夕べ 

５ 熊本大学音楽授業研究会 

６ 熊本大学フィルハーモニオーケストラ巡回演奏会 

７ 九州新幹線全線開通記念プレイベント風神雷神像プロジェクトチーム 

８ 九州新幹線全線開通記念加藤清正像プロジェクトチーム 

９ 森都心グランドオープン記念森都心モニュメント制作 

10 東北大震災救援活動 

11 春日町夏祭り 

12 衰退化する沖縄県離島地域（うるま市伊計島）のアートによる活性化事業 

13 くまもと若手芸術家海外チャレンジ事業 

14 国際美術家協会理事会 

15 モダンアート協会運営会議 

16 モダンアート展審査員 
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17 基礎造形０１９〜０２１ 

18 東京文化財研究所企画情報部研究会 

19 旧熊本市産業文化会館外周壁画制作 

20 熊本市中央区シンボルマーク選定 

21 ヒゴタイ高校生体験交流事業 

22 四丁分菅原神社絵馬修復 

23 長野菅原神社絵馬修復 

24 小原菅原神社絵馬修復 

25 引水菅原神社絵馬修復 

26 内牧温泉壁画制作 

27 親と子の運動遊び教室 

28 親子ふれあい教室 

29 熊本県ラグビーフットボール協会 

30 九州体育・スポーツ学会 

31 学校体育研究同志会九州ブロック研究集会 

32 熊本市城南社会教育施設建設検討委員会委員 

33 子ども体力向上実施委員会 

34 社会教育・社会体育事業サービス 

35 少年サッカークラブ運営 

36 知的障害者ソレッソサッカークラブの運営 

37 熊本市体育協会 

38 熊本市ｽﾎﾟｰﾂ振興会 

39 基金運営協議会 

40 熊本県ふれあいｽﾎﾟｰﾂの日 

41 陸上教室 

42 熊本県ﾊﾞｽｹｯﾄ協会 

43 日本ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙﾘｰｸﾞ戦大会企画運営 

44 体力向上推進委員会 

45 武道指導者養成講習会 

46 熊本県スポーツ指導者協議会 

47 熊本県武道振興会 

48 熊本県大学バレーボール連盟 

49 世界の社会保障制度研究会 

50 高齢者医療制度についての意見交換会 

特別支援・養教系（26 件） 

１ 広域特別支援教育連携協議会 

２ 障害者施策推進協議会委員 

３ 発達障がい者支援体制整備検討委員会 

４ 熊本県健康福祉部南部発達障がい者支援センター事業委託候補選考委員会 

５ 熊本市就学指導委員会 

６ 熊本県障害児審査委員会 

７ 熊本県社会福祉審議会 

８ 熊本市療育支援ネットワーク会議代表者会議及び分科会 

９ 熊本市療育支援ネットワーク会議 
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10 熊本市特別支援教育総合推進事業に係る特別支援連携協議会 

11 笑顔いきいき特別支援教育推進事業に係る特別支援連携協議会 

12 熊本県立特別支援学校整備推進協議会 

13 障害者施策推進審議会 

14 研究協力者会議 

15 熊本市教育委員会総合支援課教育相談室教育相談事例検討会 

16 熊本市特別支援教育専門委員 

17 八代市特別支援教育専門委員 

18 教育相談事例検討会 

19 特別支援教育専門委員会 

20 巡回相談会議 

21 日本健康相談活動学会 

22 くまもと養護教諭塾 

23 熊本県自殺対策連絡協議会 

24 熊本県学校保健会「児童生徒の心と体の健康づくり推進事業」推進委員会 

25 性に関する指導推進委員会 

26 熊本市エイズ総合対策推進委員会 

（出典：教育学部評価ワーキンググループ調査に基づき作成） 

 

 

（資料・１－１－８） 定期刊行物による研究成果の発信 

 教育学部紀要（件） 教育実践研究（件） 合計（件） 

H22 44 15 59 

H23 42 16 58 

H24 36 14 50 

H25 41 17 58 

H26 49 18 67 

H27 45 21 66 

（出典：熊本大学教育学部紀要および熊本大学教育実践研究より） 
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（資料・１－１－９） 学習指導要領シンポジウム開催に係る附属学校園との連絡事業合同

会議次第 

 

（出典：学習指導要領シンポジウム開催に係る附属学校園との連絡事業合同会議次第） 

 

（資料・１－１－10） 教員養成機能充実委員会次第 

 

  （出典：教員養成機能充実委員会次第） 
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（資料・１－１－11） 新学習指導要領キックオフシンポジウム（平成 22年度） 

 

  （出典：新学習指導要領キックオフシンポジウム報告書） 

 

（資料・１－１－12） 新学習指導要領キックオフシンポジウム第２弾（平成 23 年度） 

  

  （出典：新学習指導要領キックオフシンポジウム第２弾報告書） 
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（資料・１－１－13） 学習指導要領シンポジウム第３弾（平成 24年度） 

  

  （出典：学習指導要領シンポジウム第３弾報告書） 

 

（資料・１－１－14） 学習指導要領シンポジウム第４弾（平成 25年度） 

  

  （出典：学習指導要領シンポジウム第４弾報告書） 
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（資料・１－１－15） 学習指導要領シンポジウム第５弾（平成 26年度） 

  

  （出典：学習指導要領シンポジウム第５弾案内チラシ） 

 

（資料・１－１－16） 教員養成機能充実シンポジウム（平成 24 年度） 

 

  （出典：教員養成機能充実シンポジウム報告書） 
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（資料・１－１－17） 教員養成機能充実シンポジウム（平成 25 年度） 

  

  （出典：教員養成機能充実シンポジウム報告書） 

 

（資料・１－１－18） 教員養成機能充実シンポジウム（平成 26 年度） 

  

  （出典：教員養成機能充実シンポジウム報告書） 
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（資料・１－１－19） 平成 16年度から平成 27 年度までの研究等活動の状況 

 

（出典：平成 20 年度法人評価現況調査票と平成 27 年度教育学部評価ワーキンググループ

調査に基づき作成） 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

（資料・１－１－19）に第１期中期目標期間と第２期中期目標期間の研究活動の状況を

示す。第２期中期目標期間においても第１期中期目標期間と同様に研究活動が実施されて

いることがわかる。研究活動の状況に対する第１期中期目標期間の判定は「期待される水

準を上回る」であった。「研究活動の実施状況」のうち、研究の実施状況については、平成

19 年度の教員１人当たりの平均論文数は約４件で、第２期においても平均約４件である。

学術講演等（芸術・スポーツ活動を含む）の発表件数は教員１人あたり 1.8 件で、九州圏

内他大学の教員養成系学部・大学院教員１人あたり 0.5〜1.2 件に対して多く、研究活動を

広く発表している。 

研究資金の獲得状況については、第１期中期目標期間における平成 19年度の科学研究費

補助金の採択数(採択金額)が 33 件(3,445 万円)で、採択率は 44.6%となっていたが、第２

期においては平成 26 年度で採択数(採択金額)が 41 件(4,725 万円)、採択率は 63.1%と採択

金額も採択率も増加している。九州圏内他大学の教員養成系学部・大学院の科学研究費補

助金の採択率は約 30〜50% であることから、本学部・大学院での採択率は高い。 

また、第１期中期目標期間における平成 19年度の競争的外部資金の受入れ状況は、政府

の補助金１件、寄附金７件、受託研究１件で、金額は約 2,900 万円であることなどは、優
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れた成果であると評価された。第２期における競争的外部資金の受入れ状況は、平均で

1,715 万円、学内競争的資金 1,593 万円で、金額は合計約 3,300 万円で向上している。 

ミッションの再定義では、「附属学校等と協働して、論理的思考力・表現力の育成を目指

し、教科間連携を通して幼・小・中を貫く系統的カリキュラムを実施することにより、学

校における実践的課題解決に資する研究活動を推進する。」としており、学習指導要領シン

ポジウムや教員養成機能充実シンポジウム等の取組はミッションの再定義を踏まえたもの

で、県・市町村教育委員会や学校現場関係者との連携・協働で実施することで、論理的思

考力・表現力育成のためのカリキュラム開発や高度専門職業人としての力量ある教員養成

などの実践的研究課題に対する多くの要望に応えている。 

以上のことから、本学教育学部・教育学研究科における研究活動の状況は、期待される

水準を上回ると判断される。 

 

 

観点 大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認定された附置研
究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の実施状況  

(観点に係る状況) 

該当なし 

 

(水準) 該当なし 

(判断理由) 該当なし 
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

観点 研究成果の状況(大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認
定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の成
果の状況を含めること。) 

(観点に係る状況)  

教育学部・教育学研究科では、研究活動推進委員会を中心とした学部・研究科全体での

研究推進の取組みにより、社会、経済、文化面でも、それ以外の学術面でも優れた研究業

績を生み出している。その多くは、学部・研究科の目的にふさわしく、多様な教育課題に

関する学術研究の成果で、代表的な業績を全学的判断基準等に基づいて選定した（資料・

１－２－１～１－２－３）。これらの研究が学部・研究科で実施されることにより、学際的

な教育研究活動の場が創出され、そこで学ぶ教員志望者や学校教諭は次世代に伝えるべき

最先端の知や芸術に触れる機会を得ている。 

このように、社会、経済、文化面でも、また学術面でも優れた研究業績が多数生み出さ

れている。これらの研究業績はいずれも、教員養成に関わる高度な学術研究の中核として

の機能を高めることを目指す本学部・本研究科の目的にふさわしい。 

論理的思考力・表現力育成のためのカリキュラム開発をとりまとめた（資料・１－２－

４）書籍を作成している。附属学校園の貢献については、５回の学習指導要領シンポジウム

と３回の教員養機能充実シンポジウムの計８回のシンポジウムを附属学校園とともに実施し

た。同シンポジウム参加者へのアンケートでは高評価の意見が８割以上であり（資料・１－

２－５、１－２－６）、附属学校の貢献は大きい。 

 

 

（資料・１－２－１） 研究成果の状況（Sおよび SS判定） 

研究テーマ 学術的意義 
社会、経済、

文化的意義 

『中学校社会科の教育内容の開発と編成に関する研究―開かれた公共性

の形成―』 
SS  

Every point is critical SS  

阿蘇カルデラ周辺域における草原の歴史と成立要因の解明 SS  

音楽の学びにおけるスピリチュアリティの研究 SS  

音楽と質的研究方法に関する研究 SS  

音楽教育における楽器作りの研究 SS  

子どもの社会性・創造性に関する研究 SS  

ホリスティック教育に関する研究 SS  

音楽と自然に関する研究 SS  

緑色の単色光による統調化表現の研究 SS  

青色の単色光による動勢化表現の研究 SS  

緑色と青色の複数色によるライトグラム表現の研究 SS  

黄色と緑色の複数色によるルミノグラム表現の研究 SS  

寒冷刺激に対して血圧が過剰に反応する hyperreactor に関する研究 SS  
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微分方程式の振動理論 SS  

＜対話＞による説明的文章の学習指導―メタ認知の内面化の理論提案を

中心に― 
 S 

言語コミュニケーション能力を育てる 発達調査をふまえた国語教育実

践の開発 
 S 

壁画制作（熊本市旧産業文化会館壁画制作・指導）  S 

現代日本の森林問題における木育の意義に関する研究  S 

清代経済政策の研究 S  

数学教育における操作的証明（Operative proof）に関する研究 S  

情報通信の数理モデルに関連した組合せ符号の存在と構成に関する研究 S  

ヤスデ類における種分化 S  

ヤスデ類における交尾器進化 S  

放鷹の絵画化をめぐる基礎的研究―『鷹書』との関連を中心に― S  

Mirror neuron system に関する研究 S  

上肢と下肢の協調動作に関する研究 S  

保育による地域への介入過程に関する社会的研究―保育の「誕生」から全

域化まで― 
S S 

小胞体ストレスの分子機構と病態への関与機構の解明 S  

高校家庭科教科書の言説分析と教科再編への展望 S  

（出典：研究業績説明書） 
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（資料・１－２－２） 研究業績の判断基準 

 

（出典：平成 27年７月３日熊本大学大学評価会議資料１より） 
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（資料・１－２－３） 研究業績の判断区分 

 

区分 学術的意義 社会、経済、文化的意義 

SS 
当該分野において、 卓越した水準注 2)

にある 

社会、経済、文化への貢献が卓越注 3) 

している 

S 
当該分野において、 優秀な水準注 2)

にある 

社会、経済、文化への貢献が優秀注

3) である 

A 当該分野において、良好な水準にある 
社会、経済、文化への貢献が良好であ

る 

B 当該分野において、相応の水準にある 
社会、経済、文化への貢献が相応であ

る 

C 上記の段階に達していない 上記の段階に達していない 

注 1) 選定に際しては、第三者評価による評価結果や客観的指標等の根拠資料を基に、優

れた研究業績として判断されるものを厳選してください。その際、十分な根拠がな

いものを選定するなど、自己評価能力を問われることのないよう留意してくださ

い。 

注 2) 「卓越した水準(SS)」とは、研究業績の独創性、新規性、発展性、有用性、他分野

への貢献などの点において、客観的指標等から判断して、当該分野で学術的に最も

優れた研究の一つであると認められ、当該分野ないし関連する分野において極めて

重要な影響をもたらしている水準にあることを指します。「優秀な水準(S)」とは、

SS にまでは至らないが、当該分野で学術的に優れた研究の一つであると認められ、

当該分野ないし関連する分野において重要な影響をもたらしている水準にあるこ

とを指します。 

注 3) 「貢献が卓越(SS)」とは、以下の領域において、客観的指標等から判断して、極め

て重要な影響や極めて幅広い影響をもたらしている水準にあることを指します。

「貢献が優秀(S)」とは、SS にまでは至らないが、重要な影響や幅広い影響をもた

らしている水準にあることを指します。 

(領域例) 

地域社会への寄与、国際社会への寄与、政策形成への寄与、診療・福祉の改善

への寄与、生活基盤の強化、環境・資源の保全への寄与、知的財産・技術・製

品・製法等の創出あるいは改善への寄与、新産業基盤の創出、専門職の高度化

への寄与、新しい文化創造への寄与、学術的知識の普及・啓発等 

（出典：国立大学教育研究評価委員会（第 32 回）資料２−３より） 
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（資料・１－２－４） 論理的思考力・表現力育成のためのカリキュラム開発（平成 26年度） 

 

  （出典：論理的思考力・表現力育成のためのカリキュラム開発） 
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（資料・１－２－５） 新学習指導要領キックオフシンポジウムアンケート回答結果抜粋 

参加者の職業 
「シンポジウムの内容について全般的にいか

がでしたか。」に対する回答 

（出典：新学習指導要領キックオフシンポジウム報告書（平成 22 年度）の参加者アンケー

ト報告に基づき図を作成） 

 

（資料・１－２－６） 教員養機能充実シンポジウムアンケート回答結果抜粋 

  

参加者の職業 
「シンポジウムの開催時期・全般的な構成・

運営等はいかがでしたか。」に対する回答 

（出典：教員養機能充実シンポジウム報告書（平成 24 年度）の参加者アンケート報告に基

づき図を作成） 

 
 

 

 

 

 

 

教員82%

教員以外の
教育関係者

6%

学生11%
その他1%

総数=169

大変良かった3

良かった50%

無回答11%
良くなかった0%
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（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

第１期（平成 16〜19 年度）における教育学部・教育学研究科の研究水準の現況分析

結果の研究成果の状況として「期待される水準にある」で、教育・心理、特別支援教育

をはじめ、人文・社会、自然さらに保健・体育、芸術の各分野で相応の優れた成果を上

げていると評価された。 

第２期においても学術面では、研究業績説明書業績番号４「中学校社会科の教育内

容の開発と編成に関する研究―開かれた公共性の形成―」では３つの学会誌で書評を得

るなど、教科教育学における大きな貢献を果たしている。また、音楽教育においては、

業績番号 11～16 において国際音楽教育学会他の国際学会で高く評価されている。美術

教育においては、業績番号 17～20 で文部科学大臣賞や経済産業大臣賞などの賞を受賞

している。 

社会、経済、文化面では、研究業績説明書業績番号１と業績番号２で全国大学国語

教育学会の優秀論文や日本学術振興会助成を得ており、教育におけるコミュケーション

能力に関する臨床研究結果は社会的成果をあげるとともに、業績番号 25では新聞に掲

載されたことにより社会的意義は大きい。 

学部・研究科の研究に対する附属学校園の貢献に関しては、過去５年で４回の学習指導要

領シンポジウム、２回の教員養成機能充実シンポジウムを開催している点が優れている。 

ミッションの再定義では、「附属学校等と協働して、論理的思考力・表現力の育成を目指

し、教科間連携を通して幼・小・中を貫く系統的カリキュラムを実施することにより、学

校における実践的課題解決に資する研究活動を推進する。」と記述しており、教科間連携を

通して幼・小・中を貫く系統的カリキュラムについて協働することにより、学校現場が抱

える現代的な実践的課題解決に寄与するものである。このような取組では、文部科学省、

熊本県教育委員会、熊本市教育委員会、附属学校から後援があり、学校現場を含む地域お

よび教育関係者との密接な関係を構築し、地域密接型大学における高度専門職業人として

の力量ある教員の養成に貢献している。 

以上のことから、本学教育学部・教育学研究科における研究成果の状況は、期待される

水準を上回ると判断される。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

 

第１期中期計画中には、資料・１－３－１に示すように研究会・シンポジウム等の研究活

動は教科専門の要素をもったものが多い。しかしながら、第２期における学習指導要領シン

ポジウム（平成 22～26 年度）の開催（前掲資料・１－１－11～１－１－15、p12～14）では、

そのテーマとして「−論理的思考力・表現力育成のためのカリキュラム開発−教科間連携、

幼・小・中連携を視野に入れて」としており、教科間連携、幼・小・中連携を視野に入れ、

（資料・１－３－２）に示すように講演の他分科会を含むプログラムを開催した。平成 22

年度当初から分科会の数と講演者の数が多くなっており、質の向上が図られている。 

教員養成機能充実シンポジウム（平成 24、25、26 年度）の開催（前掲資料・１－１－16

～１－１－18、p14～15）では、教員養成に係る諸問題について議論の場となったもので、

３年間の間に（資料・１－３－３）に示すように高度専門職業人としての実践的内容につ

いて検討するようになっており、これらシンポジウムは前述したミッションの再定義を踏

まえた質的向上が図られている。以上から、重要な質の変化があったと判断される。 

 

（資料・１－３－１）第１期中期計画中の研究会・シンポジウム・ワークショップ・演奏会・

展示会等 
ＧＰ関連 

不登校の改善・解決に資する教育力の養成に関するシンポジウム（対象：学校教諭・保護者） 
心の健康教育講演会とワークショップ―全ての教員に一次予防力を―（対象：大学教員、学

校教諭） 
教職・心理系 

日中教師教育国際シンポジウムの企画・運営（対象：教員養成系大学教員） 
九州民間教育研究団体連絡協議会の企画・運営（対象：学校教諭・保護者） 
熊本県「大学と連携した接続期の研究」連絡協議会での助言指導（対象：学校教諭・教育委

員会） 
熊大サマースクール「学校管理職講座」（対象：学校管理職） 
公開講座「カウンセリング講座」（対象：学校教諭・保育士・適応指導員） 
公開講座「リーダーシップ・トレーニング」（対象：組織・団体のリーダー） 

文系 
日本国語教育学会全国大会での公開授業（対象：学校教諭・一般） 
熊本県中学校国語科教育研究大会での指導助言（対象：学校教諭） 
熊本県小学校国語科教育研究大会での指導助言（対象：学校教諭） 
シンポジア「中世ブリテン島の歴史的諸相」（連続する５つの国際シンポジウム）の企画・

運営（対象：歴史研究者） 
九州ウェブサイト大賞審査委員長（対象：一般） 
九州英語教育研究大会での指導助言（対象：学校教諭） 
スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクール（SELHi）の運営・指導（対象：学

校教諭） 
英語授業学研究会 PIGATE（ピガティ）の運営・指導（対象：学校教諭） 

理系 
International Workshop for Designing the Substantial Learning Environments in Kumamoto の企
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画・運営（対象：学校教諭） 
算数・数学の学習環境デザインワークショップの企画・運営（対象：学校教諭） 
青少年のための科学の祭典の企画・運営（対象：小学生～高校生・学校教諭・一般） 
「産業技術教育」のための国際教育協力シンポジウムの開催（対象：産業技術教育関係者） 
全国中学生ものづくり競技大会審査員（対象：中学生） 
熊本県ものづくりフェアの企画・運営（対象：小中学生・学校教諭・保護者） 
熊本県中学校ロボットコンテスト審査員（対象：中学生・学校教諭・保護者） 
情報教育研究会の運営・指導（対象：学校教諭・一般） 
九州地区中学校技術・家庭科教育研究大会での指導助言（対象：技術・学校教諭） 
九州地区小学校家庭科教育研究大会での指導助言（対象：学校教諭） 
熊本県中学校技術・家庭科教育研究大会での指導助言（対象：学校教諭） 
熊本県小学校家庭科教育研究大会での指導助言（対象：学校教諭） 

スポーツ・芸術系 
N 響 Music Tomorrow での委嘱作品「地上の平和」初演（対象：一般） 
日本大学カザルスホールでのピアノ・リサイタル（対象：一般） 
全日本ピアノ指導者協会主催コンペティション審査員（対象：ピアノ学習者） 
全国高校文化祭・音楽（合唱）審査員（対象：高校生） 
九州高校音楽コンクール審査員（対象：高校生・学校教諭） 
九州合唱音楽コンクール審査員（対象：中学生～大学生・学校教諭・一般） 
国際交流作品展（韓国）での作品展示（対象：一般） 
日本伝統工芸展での作品展示（対象：一般） 
モダンアート展（東京都立美術館等）での作品展示（対象：一般） 
全国図画工作・美術教育研究大会での指導助言（対象：学校教諭） 
熊本県図画工作・美術教育研究大会での指導助言（対象：学校教諭） 
文部科学省委託『子どもの体力向上実践事業』指定校での指導（対象：学校教諭・教育委員

会） 
熊本県体力・運動能力調査報告書作成（対象：教育委員会） 
全国教員柔道大会での指導（対象：学校教諭） 
全日本学生柔道優勝大会での指導（対象：学生） 
ライフスキル教育ワークショップ（対象：学校教諭） 

特別支援・養教系 
Teacher Training Towards Inclusive Education: Sri Lanka-Japan Research Conference の企画・運営

（対象：教員） 
公開講座「障害児教育の教育実践的課題」（対象：特別支援教育関係者） 
公開講座「特別支援教育・はじめの一歩」（対象：特別支援教育関係者） 
公開講座「特別支援教育・Step by Step」（対象：特別支援教育関係者） 
日本学校保健学会でのワークショップ「養護教諭のためのフィジカルアセスメントの実際」

（対象：学校教諭） 
 附属学校園関係 

熊本大学教育学部附属小学校研究発表会での指導助言（対象：学校教諭） 
熊本大学教育学部附属中学校研究発表会での指導助言（対象：学校教諭） 
熊本大学教育学部附属特別支援学校研究発表会での指導助言（対象：学校教諭） 
熊本大学教育学部附属幼稚園研究発表会での指導助言（対象：学校教諭） 

 （出典：教育学部第１期中期計画現況調査表作成ワーキンググループ調査に基づき作成） 
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（資料・１－３－２） 学習指導要領シンポジウムの概要 

年度 テーマ プログラム概要 

H22 

−論理的思考力・表現力育成

のためのカリキュラム開発

−教科間連携、幼・小・中連

携を視野に入れて 

９分科会、熊本県教育委員会講演、熊本市教育委

員会講演、文部科学省講演 

H23 同上 13 分科会、京都大学大学院教育学研究科教授講演 

H24 同上 

14 分科会、ディスカッション（熊本県教育庁、熊

本市教育委員会、熊本大学教育学部教員、附属小

学校教諭、附属中学校教諭）、筑波大学幹事講演 

H25 同上 

14 分科会、ディスカッション（熊本県教育委員会、

熊本市教育委員会、熊本大学教育学部教員、附属

小学校教諭、附属中学校教諭、附属特別支援学校

教諭）、九州大学副学長講演 

H26 同上 
14 分科会、熊本市教育委員会講演、熊本県教育委

員会講演、文部科学省初等中等教育局講演 

（出典：平成 22 年度〜平成 26年度学習指導要領シンポジウム報告書） 

 

 

（資料・１－３－３） 教員養成機能充実シンポジウムの概要 

年度 テーマ プログラム概要 

H24 

これからの教員養成に求め

られるもの〜熊本大学教育

学部からの発信〜 

文部科学省高等教育局講演、パネルディスカッシ

ョン（熊本大学教育学部教員、熊本県立教育セン

ター、熊本市教育センター、附属小学校、教育学

研究科学生） 

H25 

「地域密接型大学」におけ

る高等専門職業人としての

力量ある教員の養成戦略 

文部科学省高等教育局講演、シンポジウム（熊本

大学教育学部教員、熊本県教育委員会、熊本市教

育センター、附属中学校、教育学部学生） 

H26 

高度専門職業人としての力

量ある教員養成を目指した

『実践的カリキュラム』と

『体験型学習』の取り組み 

文部科学省高等教育局講演、事例発表（熊本大学

教育学部教員、教育学部学生） 

（出典：平成 24 年度〜平成 26年度教員養成機能充実シンポジウム報告書） 
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（２）分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

 

第１期（平成 16〜19 年度）における教育学部・教育学研究科の研究水準の現況分析結果

の質の向上度として「大きく改善、向上している、または、高い質（水準）を維持してい

る」とされた。第１期中期計画目標終了時点の判定状況（資料・１－３－４）では、SS 判

定７件、S判定８件の申請であったものが、第 2期時点での研究等活動（資料・１－３－５）

では SS 判定 15 件、S 判定 15 件となり、質は向上しているものと判断できる。また、研究

業績説明書業績番号４「中学校社会科の教育内容の開発と編成に関する研究―開かれた公

共性の形成―」では、教科教育学における大きな貢献を果たし、業績番号 10「阿蘇カルデ

ラ周辺域における草原の歴史と成立要因の解明」では、国際的に認められた学術成果であ

ると同時に、阿蘇地域は世界農業遺産や世界ジオパークに認定されており、阿蘇草原の歴

史を科学的に実証した本研究の社会的・文化的意義は大きい。また、学習指導要領シンポジ

ウム（平成 22～26 年度）から得られた成果を書籍「論理的思考力・表現力育成のためのカ

リキュラム開発」（前掲資料・１－２－４、p22）としてまとめており、前述したミッション

の再定義を踏まえた質的向上が図られている。以上から、重要な質の変化があったと判断

される。 

 

 

（資料・１－３－４） 第１期中期計画目標終了時点の研究成果の状況（Sおよび SS 判定） 

研究テーマ 学術的意義 
社会、経済、

文化的意義 

ソプラノ、ハープ、オーケストラのための「地上の平和」  SS 

日本の高校生における危険行動の実態及び危険行動間の関連  SS 

阿蘇火山における更新世紀末期、AT 火山灰以降のテラ層序 SS  

黒柿拭漆象嵌箱 SS  

蠱惑の世界 SS  

赤色の単色光による光跡化表現の研究 SS  

教育者ラフカディオ・ハーンの研究  S 

算数・数学科における「本質的学習環境」の開発に関する生命論的研究  S 

スリランカにおけるインクルーシブ教育を組みこんだ初等中等教育教員養

成モデルの構築 
 S 

生態学的自己の発達と障害に関する研究 S  

若手研究者が読む『家政学原論』 S  

曲面の鋭角三角形分割 S  

特別支援教育を担う教師のトレーニングプログラム開発に関する研究 S  

（出典：平成 20 年度法人評価現況調査票） 
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（資料・１－３－５） 第２期中期計画時点の研究成果の状況（Sおよび SS 判定） 

研究テーマ 学術的意義 
社会、経済、

文化的意義 

中学校社会科の教育内容の開発と編成に関する研究―開かれた公共性の形

成― 
SS  

Every point is critical SS  

音楽の学びにおけるスピリチュアリティの研究 SS  

音楽と質的研究方法に関する研究 SS  

音楽教育における楽器作りの研究 SS  

子どもの社会性・創造性に関する研究 SS  

ホリスティック教育に関する研究 SS  

音楽と自然に関する研究 SS  

緑色の単色光による統調化表現の研究 SS  

青色の単色光による動勢化表現の研究 SS  

緑色と青色の複数色によるライトグラム表現の研究 SS  

黄色と緑色の複数色によるルミノグラム表現の研究 SS  

寒冷刺激に対して血圧が過剰に反応する hyperreactor に関する研究 SS  

微分方程式の振動理論 SS  

阿蘇カルデラ周辺域における草原の歴史と成立要因の解明 SS A 

＜対話＞による説明的文章の学習指導―メタ認知の内面化の理論提案を中

心に― 
 S 

言語コミュニケーション能力を育てる 発達調査をふまえた国語教育実践

の開発 
 S 

現代日本の森林問題における木育の意義に関する研究  S 

数学教育における操作的証明（Operative proof）に関する研究 S  

放鷹の絵画化をめぐる基礎的研究―『鷹書』との関連を中心に― S  

Mirror neuron system に関する研究 S  

上肢と下肢の協調動作に関する研究 S  

小胞体ストレスの分子機構と病態への関与機構の解明 S  

（出典：研究業績説明書） 
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Ⅰ 文学部の研究目的と特徴 

 

１．熊本市という地方中核都市に位置する伝統ある総合大学の人文系学部として、様々な領

域に渡る教員の研究を通して、わが国における人文社会科学分野の普遍的役割、熊本県

を中心とした九州地域における課題解決、さらに地域文化の継承かつ発展に貢献するこ

とを目指している。 

２．それを踏まえ、人間の営みに関する多様で創造的な研究、地域的かつ国際的視点に立っ

た研究、社会と時代に関する通時的・共時的研究を通して、人文社会科学分野への知的

貢献及び現代社会の諸課題に対処する仕組みの提供を行い、地域社会及び国際社会に貢

献することを目的としている。 

３．また、当学部の研究拠点である附属「永青文庫研究センター」も、教育・学術文化にお

ける地域連携と社会貢献を目的とし、高度な学術研究活動を通してその知的資源を地域

社会に還元するとともに、専門家及び研究者の育成を目指している。 

４．研究の特徴は各学科の強みを生かした点にある。日本及び海外諸国を対象とした哲学、

芸術、心理、倫理、社会、文化人類、民族、地域、地理空間など、実験やフィールドワ

ークを含む研究、特に、心と知覚のメカニズムとその発達・可塑性に関する国際的に評

価の高い先進的研究、グローバルに展開するアフリカ研究、独自の集落点検法を用いて

農村・集落の喫緊の問題解決策を提案する独創的研究を特色とする研究（総合人間学科）、

日本、アジア、西洋を対象とした歴史、文化、考古などの研究、特に、地域と関係の深

い史資料や古文書の解読・研究、独創的な視座で学界をリードする遺跡発掘調査研究、

水俣病問題ほか社会的・思想的研究を特色とする研究（歴史学科）、日本、中国、韓国、

欧米の言語や文学作品を対象とした語学的・批評的研究、インド及びアジア諸国の言語

研究、特に、日本及び英米の俳句に関する国際的研究、熊本および旧制五高と結びつき

の深い漱石・ハーン研究、東アジア及びヨーロッパを対象とする文学・文化比較研究を

特色とする研究（文学科）、英語コミュニケーション、メディア、ITリテラシー、マーケ

ティング調査などの研究、特に、情報社会に積極的に対応する実践的研究、国際的教育

学研究、地域社会に密着した課題研究を特色とする研究（コミュニケーション情報学科）

など、４学科の専門性に基づく文献的研究から、実験、フィールドワークをも取り入れ

た広範囲に渡る研究を特徴としており、静的イメージの文学部像を越えたダイナミック

な研究が活発に行われている。 
５．加えて、永青文庫研究センターの研究として、センターに寄託された細川家所有の質・

量ともに国内トップクラスの史資料約６万点に関する研究がある。その膨大な貴重資料

のアーカイブ化、総目録の作成、学術的研究がたゆむことなくなされ、数多くの研究成

果が、地域、全国、海外に向けて発信されている。 

 

 

[想定する関係者とその期待] 

 

在学生、卒業生、関係領域の学会、地域社会、国際社会を主要な関係者として想定し、文

学部の研究活動及び研究成果を通して、教育面、学術面、地域及び社会の課題解決の面で、

また地域文化の継承及び発展のために、相互の連携を通して貢献するよう期待されている。 
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

観点 研究活動の状況 

(観点に係る状況) 

 

 第２期中期目標期間における学部全教員（約 60名）による業績総数は論文 396 本（年度

平均 66 本）、著書 207 冊（年度平均 35冊）ほか、総計 958 件（年度平均 160 件）にのぼり

（資料・１－１－１）、活発な状況にある。学会や研究会における研究成果の公表も、国際

学会・研究会において計 121 件（年度平均 20件）、国内学会・研究会において計 362 件（年

度平均 60件）の計 483 件と活発で、公表の義務とともに学会への貢献が十分に果たされて

いる（資料・１－１－２）。また、学会や研究会の主催が計 292 件（年度平均 49件）（資料・

１－１－３）、フォーラムや種々の公開講座開催が計 30件（年度平均５件）にのぼり、現代

社会特有の犯罪や東日本大震災の問題などまさに現在進行中の社会的課題や、漱石・ハーン

と熊本の関係、また欧米の文化についての新たな知見、地域的・社会的課題の問題点と解決

方策、地域文化の継承と発展等について提議する場を提供し、学会及び地域社会への研究上

の貢献を果たしている（資料・１－１－４）。さらに、地域の遺跡の保存、水俣病問題、東

アジア問題、アフリカ問題、町おこしの問題など、地域及び国際社会と連携した種々の任務

を当学部教員が担い、研究の還元・貢献も行っている（資料・１－１－５）。この種の地域・

社会連携活動の幅広さを示す一例として、総合人間学科教員の国内・国外に及ぶ活動の一部

を（資料・１－１－６）に挙げる。 

第２期中期目標期間における研究助成金の獲得は、①外部助成金 276 件/約４億 6,700万

円（科学研究費補助金 239 件/約３億 3,300 万円、受託・共同研究・寄付金 37 件/約１億

3,400 万円）、②学内助成金 41件/約 4,700 万円（拠点形成研究 A・B８件/約 2,450 万円、学

術出版助成 17件/約 1,460 万円、国際共同研究スタートアップ支援５件/約 220 万円、科研

費インセンティブ３件/約 190 万円、若手研究者支援制度インセンティブ８件/約 350 万円）

で、その総計は約５億 1,400 万円にのぼる（資料・１－１－７）。この数値は学部の研究活

動の指標であり、また外部からの評価の高さを裏付けるものである。 

これらの助成金獲得に特に貢献している、学部を代表する研究として、積山薫教授の「コ

ミュニケーション基盤の発達と脳機能の特殊化・可塑性」及び「認知の生涯発達と神経可塑

性」の研究、小畑弘己教授の「極東地域における先史時代の植物栽培化」及び「東アジアに

おける農耕伝播と受容」の研究、慶田勝彦教授の「ケニア海岸地方のスピリチュアリティ及

び宗教性に関する人類学的研究」、木下尚子教授の「琉球列島先史時代後半期における生業

と交易」に関する研究、Richard Gilbert 教授の「日本現代俳句と英語俳句の比較研究」及

び「日本現代俳句研究の国際化と英語教育における活用」の研究、杉井健准教授の「有明海・

八代海沿岸地域における古墳時代首長墓の展開と在地墓制の相関関係」及び「阿蘇地域を中

心とした古墳時代の九州島における情報伝達・文物交流」の研究等がある（永青文庫研究セ

ンターについては後述）。ほかに、助成金獲得とは別に、当学部の特筆すべき研究として、

徳野貞雄教授の「『T 型集落点検法』による農村・集落の課題解決」及び「フィールドワー

クに基づく農村社会論・地域社会論・地域振興論」の研究がある。第２期中期目標期間の当

学部全体の業績（資料・１－１－１）のうちの論文 131 本、著書 11冊、翻訳７本、その他

20 件は、（資料・１－１－７）の助成金を基にした研究活動・業績であり、助成金は活発に

運用されている。 

それらの助成金（資料・１－１－７）のうち、永青文庫研究センターが約 1億 7,000 万円

（科研費 3,700 万円、熊本県からの受託研究費１億 700 万円、寄附金 260 万円、学内資金と

して拠点形成研究費 A・B 2,350 万円）を獲得しており、内外からの期待の大きさを裏付け

ている。同センターでは、これらの助成金を活用し、研究プロジェクトとして「永青文庫細

川家資料の総合的解析による大名家資料学の構築」と「永青文庫史資料の総合目録作成」を

掲げ、H22～26 年度の５年をかけて『永青文庫叢書』全５巻を完成させ、H25 年度には『細

川家の歴史資料と書籍 永青文庫資料論』を刊行することで「永青文庫細川家資料」研究の
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一つの到達点を学会に提示し、さらに H27 年 12 月、センター発足以来６年半に渡って職員

が一丸となって携わってきた『熊本大学寄託永青文庫資料総目録』全４巻（総目録数 58,000

点）を完成させた。これらの業績を含め、第２期６年間における同センターの全業績は著書

37 冊、論文 55 本、その他 47 件の計 139 件（年度平均 23 件）にのぼる（資料・１－１－

８）。『総目録』の完成は、熊本県庁での会見、熊本日日新聞での紹介など、県を上げて大々

的に報じられた。「ミッションの再定義」の「日本史学や考古学など人文社会科学分野にお

ける研究実績を活かし、永青文庫研究センターを設置し、細川家文書などの大名家文書の目

録作成やアーカイブ化に取り組む」が十分に実現されている。また、印刷物あるいは出版物

としての業績のほか、講演、シンポジウム開催・参加、セミナー開催・参加、研究発表、資

料の公開展示など多岐に渡った活動を継続的に行っており（計 153 件、年度平均 26 件）（資

料・１－１－９）、地域社会への貢献度も高い。県立美術館で開催された公開展示「細川コ

レクション『信長からの手紙』」（H26 年度）、また日本テレビの「くりぃむしちゅーの歴史

新発見 信長 59 通の手紙を解読せよ！」（H27 年２月）は大きな反響を呼んだ。 

第２期中期目標期間における当学部の研究助成制度（「学術研究推進経費」「国際学会発表

助成」「海外研究助成」、H23 年度開始の「サバティカル研修制度」）の利用件数は計 65 件

（年度平均約 11 件）と活発で（資料・１－１－10）、「国際学会発表助成」は海外での研究

発表を促す要因ともなっている。また、学部の教員同士で、また外部から評者を招待し、互

いの研究について意見交換するピア・レヴューも９回実施され、さらに、欧米・アジアから

７名の研究者（アメリカ２、ドイツ２、中国１、韓国１、タイ１）を受け入れ、研究の質の

向上を図っている。 

 

（資料・１－１－１）：第２期中期目標期間における文学部教員による研究業績 

 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 計 

論文 66 55 57 109 59 50 396 

著書 31 28 38 53 29 28 207 

翻訳 5 8 8 9 11 10 51 

新聞・雑誌投稿 62 35 29 64 22 9 221 

その他（研究ノート・辞書・報告

書、他） 
6 12 16 21 17 11 83 

計 170 138 148 256 138 108 958 

（参考）第１期：論文（年度平均 58 件）、著書（年度平均 33 冊） 

（出典：文学部自己評価委員会資料：「各学科収集資料」を基に作成） 

 

（資料・１－１－２）：学会・研究会発表 

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 計 

国際学会・研究会 15 11 22 33 23 17 121 

国内学会・研究会 61 62 58 84 45 52 362 

    計 76 73 80 117 68 69 483 

（参考）第１期 H16～19 年度：国際学会発表 20 件（年度平均 5件）、国内学会発表 142 件（年度平均 35.5 件） 

（出典：文学部自己評価委員会資料：「各学科収集資料」を基に作成） 
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（資料・１－１－３）：文学部教員主催の学会及び研究会 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 計 

49 59 60 74 23 27 292 

（出典：文学部自己評価委員会資料：「各学科収集資料」を基に作成） 

 

（資料・１－１－４）：フォーラム・公開講座等の開催数 

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 計 

フォーラム 1 1 1 1 1 1 6 

市民講座 ― ― ― ― ― 1 1 

公開講座 1 2 2 2 1 1 9 

テレビ・ラジ

オ公開講座 
2 2 2 2 1 1 10 

その他 TV・ラ

ジオ出演 
1 0 2 1 0 0 4 

計 5 5 7 6 3 4 30 

＜内容例＞ 

【21 世紀文学部フォーラム】「犯罪へのまなざし」/「東日本大震災は社会をどう変えた

か？」/「越境する世界文学」/「人文学の最前線」ほか//【市民講座】旅人としての漱石・

ハーン//【公開講座】「ワーグナー芸術への招待」/「宗教と思想から見た「生」と「死」」

/「世界の宗教と思想からみる「病」と「癒し」」ほか//【テレビ・ラジオ公開講座】「私

はここで輝く。～熊大の女性プロフェッサーたち～」/「過去の扉を開く～発掘調査現場

で学ぶ～」/「夏目漱石来熊物語」ほか//【テレビ・ラジオ出演】「とまどう農家と中国人

研修生・検証：外国人研修技能実習制度」（NHK 熊本）/文化講演「徳野塾収録」（NHK 第

2）/「復興サポート“限界集落”を未来につなぐ～石巻市・北上町相川～」（NHK 総合）

ほか 

（出典：研究推進・地域連携委員会資料、文学部「市民講座」開講チーム資料、政策創造研

究教育センター：生涯学習教育部門資料を基に作成） 

 

（資料・１－１－５）：委員・調査員・講師等活動（平成 24年度例） 

国指定史跡「大野窟古墳」範囲内容確認調査会議委員/国指定史跡「大村横穴群」保存修

理委員会委員/熊本大学水俣病学術資料研究推進室構成員/熊本大学水俣病学術資料研究

推進室による特別公開講演/「水俣市『愛林館』の機能変容と地域役割」/「アフリカの子

どもの日 in Kumamoto」における分科会講師/明治大学黒耀石研究センター運営委員/東ア

ジア比較文化国際会議日本支部理事/福岡市市史編纂委員会、考古部会副委員長/「熊本県

多良木町槻木地区地域社会調査」/「福岡県八女市白木地区地域社会調査」/アフリカ人類

学セミナー/高齢者向け情報利活用セミナー/子飼商店街・高齢者施設等における音楽療

法実施/熊本大学学術資料調査研究推進室公開講演会、など 

（出典：文学部研究推進・地域連携委員会資料：「文学部の地域連携活動について」2012 年

11 月 30 日付） 
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（資料・１－１－６）：総合人間学科教員による地域・社会連携活動例（平成 22年度例） 

４月：韓国合鴨水稲会会員研修会（大木町くるるん）；５月：『かがり火』（東京・明治大

学）/西日本社会学会（福岡県大）/福岡市毎日新聞本社/全国環境自治体会議（大木町/第

８回全国社会福祉学会（九大）；６月：宮城県農業会議（仙台市）/全国町村会基調講演（東

京・麹町）；８月：第 20回合鴨水稲会全国大会（博多→桂川）/紀ノ川環境保全型農業研

究会（和歌山・南部）/北海道道庁・農林部・農村計画課（札幌→室蘭）；９月：IRSA アジ

ア農村社会学会（フィリピン）；10 月熊本県林業振興課（菊池）；11月：熊日シンポジウ

ム/村落研究会（長野）/国土交通省（広島）；12 月：ネパール農村・集落訪問/日本分析

学会（宮崎大）/番頭さんの会/ほんわかネット；１月：小国（ツーリズム大）/小豆島（過

疎逆）/国土交通省（博多）/河内公民館（お米と野菜ソムリエ）/時間学会（九大）；２月：

熊本農協県中/ダム水源（広島）/環境塾（星野村）/内山節セミナー（川内市）；３月バン

グラディッシュ農村・集落訪問/NPO100 万人ふるさと回帰循環運動推進支援センター（人

吉）/徳之島（農ネット 21）/さんさんクラブ北九州、ほか。 

（出典：文学部自己評価委員会資料：「学科収集資料」を基に作成） 

 

（資料・１－１－７）：外部資金・学内資金獲得件数及び金額 

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 計 (千円) 

科研費（各種） 35 39 37 37 40 51 239 (333,364) 

受託研究 1 3 2 1 2 2 11 (110,668) 

共同研究 1 1 1    3 (    600) 

寄附金 4 8 3 5 2 1 23 ( 22,772)  

小計（外部） 41 51 43 43 44 54 276（467,404) 

拠点形成 A     1 1 2 ( 10,000) 

拠点形成 B 1 1 1 1 1 1 6 ( 14,500) 

学術出版助成 3 4 4 2 3 1 17 ( 14,566) 

国際共同 SU 支援  1 1  2 1 5 (  2,244)  

科研費インセンティブ 3      3 (  1,860) 

若手支援インセンティブ 2 1  2 2 1 8 (  3,480) 

小計（学内） 9 7 6 5 9 5 41 ( 46,650)  

総計 50 58 49 48 53 59 317（514,054) 

（参考）H21 年度：科研費（各種）37 件/63,469(千円)、受託研究 1 件/16,200（千円）、寄附金 3 件/1,896（千円）（外部資金の計 41

件/81,565（千円））；拠点形成 B 1 件/3,000（千円）、学術出版助成 5 件/3,550（千円）（学内資金の計 6 件/6,550（千円）） 

 

＜各種科学研究費補助金内訳＞                （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：科学研究費管理システム「執行状況表」、人文社会科学系事務ユニット資料を基に作成） 

 

 

 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

基盤研究(A) 9 29,550 11 31,627 11 32,400 11 37,385 11 27,768 12 23,956 65 182,686

基盤研究(B) 9 8,853 7 5,320 7 4,155 8 8,610 7 7,400 14 15,050 52 49,388

基盤研究(C) 13 9,550 12 7,760 15 11,970 16 12,750 14 11,350 15 13,440 85 66,820

若手研究(A) 1 4,400 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4,400

若手研究(B) 2 1,300 4 2,800 2 1,600 2 1,400 4 2,700 3 2,600 17 12,400

挑戦的萌芽研究 1 600 3 2,100 1 70 0 0 3 2,800 5 6,200 13 11,770

特別研究員奨励費 0 0 2 1,400 1 600 0 0 1 1,000 1 1,000 5 4,000
研究成果公開促進費（学術図書） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1,900 1 1,900

計 35 54,253 39 51,007 37 50,795 37 60,145 40 53,018 51 64,146 239 333,364

計平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
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（資料・１－１－８）：附属永青文庫研究センターの研究業績 

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 計 

著書 9 7 9 7 3 2 37 

論文 15 6 8 5 10 11 55 

その他* 12 3 6 7 2 17 47 

計 36 16 23 19 15 30 139 

＊その他＝新聞・雑誌の記事、短いエッセイなど。 

 

＜同センターによる代表的著作＞ 

『永青文庫叢書 細川家文書 中世編』（吉川弘文館、2010） 

『細川幽斎 戦塵の中の学芸』（笠間書院、2010） 

『永青文庫叢書 細川家文書 絵画・地図・指図編 I』（吉川弘文館、2011） 

『永青文庫叢書 細川家文書 近世初期編』（吉川弘文館、2012） 

『細川家の歴史資料と書籍』（吉川弘文館、2013） 

『永青文庫叢書 細川家文書 絵図・地図・指図編Ⅱ』（吉川弘文館、2013） 

『細川家の歴史資料と書籍 永青文庫資料論』（吉川弘文館、2013） 

『永青文庫叢書 細川家文書 故実・武芸編』（吉川弘文館、2014） 

『日本近世の領国地域社会－熊本藩政の成立・改革・展開－』(吉川弘文館、2015)（「研

究業績説明書」業績番号４） 

『熊本大学寄託永青文庫資料 総目録』全 4巻（吉川弘文館、2015） 

（出典：「熊本大学附属永青文庫研究センター資料」より） 

 

（資料・１－１－９）：附属永青文庫研究センターによる研究活動・地域社会貢献活動 
 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 計 

講演 30 9 23 15 9 18 104 

シンポジウム開催・参加 0 1 4 0 0 2 7 

セミナー開催・参加 11 3 4 2 1 1 22 

研究発表 0 3 1 4 0 2 10 

資料公開展示 2 1 1 1 4 1 10 

計 43 17 33 22 14 24 153 

（出典：「熊本大学文学部附属永青文庫研究センター資料」を基に作成） 
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（資料・１－１－10）：学部内研究助成制度の活用状況（件数）  

  22 年度  23 年度  24 年度  25 年度  26 年度 27 年度 計  

学術研究推進経費  2  3  3  6  10 4 28 

国際学会発表助成  4  1  6  6  4 3 24 

海外研究助成  1  1  2 0  0 1 5 

サバティカル ―― 1 3 1 1 2 8 

計  7 6 14 13 15 10 65 

（参考）H21 年度：学術研究推進経費 2件、国際学会発表助成 0件、海外研究助成 1件 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料を基に作成） 

 

 

（水準） 

 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

 

各教員の多様で幅広い研究活動及び学部を代表する数々の研究活動の良好な状況（多く

の論文や著書その他の出版物・印刷物による発信）；国内外の学会や研究会での研究発表の

良好な状況；研究を通して地域社会になされている活発な貢献活動（フォーラム・公開講座

の開催、地域における委員・調査員・講師等の任務遂行等）；熊本県及び全国から注目され

る永青文庫研究センターの活発な研究活動・業績、及び地域社会への幅広い貢献活動；学部

全体及び永青文庫研究センターの各種研究助成金の良好な獲得状況、及び助成金を活用し

た活発な研究活動・業績；学部の研究支援制度の良好な利用状況等々、学部教員及び永青文

庫研究センター関係者の研究活動、地域社会への貢献活動は活発で良好な状況にあるとい

う理由から優れており、想定する関係者の期待を上回ると判断する。 

 

 

 

観点 大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認定された附置研究
所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の実施状況  

(観点に係る状況) 

該当なし 

 

(水準) 

 該当なし 

 

(判断理由) 

 該当なし 
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

観点 研究成果の状況(大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認
定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の成果
の状況を含めること。) 

(観点に係る状況) 

 

「『人と社会（社文系）の科学』に関する研究業績の判断基準」（資料・２－１－１）に従

い、当学部教員（永青文庫研究センターを含む）による研究業績（前掲資料・１－１－１、

p４）の中で特に質の高い業績と判断されるものを SS 及び S 業績として選定した。その結

果、SS と判断される業績は 12件（学術面８、社会・経済・文化面４）、Sと判断される業績

は 29 件（学術面 21、社会・経済・文化面８件）の計 41 件（年度平均約７件）が選定され

た（資料・２－１－２）。第１期中期目標期間の SS、S 業績は年度平均 4.5 件で、第２期中

期目標期間において大きく向上している。外部資金獲得、IF の高い国外雑誌での掲載、全

国レベル学会誌での掲載、国内外での学会賞の受賞等の評価を受けた業績の増加が数値を

押し上げている。これら 41 件の中からさらに上位の業績を選定し、（別表）「研究業績説明

書」（業績番号１～14）に掲載している。 

学術面では、実験心理学関係の研究（加齢と脳機能・認知機能・視覚機能の関係の研究で、

海外の IFの高い雑誌に多数掲載）（「研究業績説明書」業績番号２）、考古学関係の研究（縄

文時代の害虫や植物史の研究、及び弥生時代～古墳時代の装身具についての研究）（「研究業

績説明書」業績番号６・８）、社会学関係の研究（社会システムにおける時間性についての

理論的研究）（「研究業績説明書」業績番号３）等が代表的な業績で、社会・経済・文化面で

は、史資料学関係の研究（細川家「永青文庫」資料の総合的な研究）（「研究業績説明書」業

績番号４）、社会学関係の研究（独自の「T型集落点検法」による農村・集落の研究）（「研究

業績説明書」業績番号１）、英米文学関係の研究（日本語及び英語俳句についての言語的・

表現的研究）（「研究業績説明書」業績番号 10）、文化人類学・民俗学関係の研究（アフリカ

のケニアにおける先住民の政治的アイデンティティに関する研究）（「研究業績説明書」業績

番号 13）等が代表的な業績である。 

これらの業績の中の出版物５件、研究発表１件は、学会賞あるいは熊本大学研究業績表彰

（特別賞）を授与され（資料・２－１－３）、外部からの評価の高さを証明している。また、

H25 年には、永青文庫研究センターの調査・研究によって、同文庫の中世文書など 266 点が

国の重要文化財に指定され、『官報』号外第 128 号及び『月間文化財』６月号に掲載された。

さらに同センターの資料の整理や基礎的研究に長年携わり、熊本県の歴史文化研究に多大

な貢献をしてきた研究員の功績に対して「平成 23年度熊本市有功者賞」が授与された。そ

して、同センターによる「永青文庫」資料の研究成果『熊本大学寄託永青文庫資料総目録』

全４巻（吉川弘文館、2015）は熊本県内の市町村教育委員会や図書館約 150 ヶ所に配布さ

れ、さらに WEB 上で検索可能なデータ公開に向けて現在作業中である。 

 

（資料・２－１－１）：＜＜「人と社会（社文系）の科学」に関する研究業績の判断基準＞

＞ 

分科名  

（細目番号）  

情報学フロンティア（1303）、デザイン学（1651）、生活科学（1701～1703）、科学教

育・教育工学（1801～1802）、科学社会学・科学技術史（1901）、文化財科学・博物館

学（2001）、地理学（2101）、健康・スポーツ科学（2401～2403）、子ども学（2451）、地

域研究（2701）、ジェンダー（2801）、観光学（2851）、哲学（2901～2904）、芸術学

（3001～3003）、文学（3101～3105）、言語学（3201 ～3205）、史学（3301～3305）、

人文地理学（3401）、文化人類学（3501）、法学（3601～3607）、政治学（3701～

3702）、経済学（3801～3807）、経営学（3901～3903）、社会学（4001～4002）、心理

学（4101～4104）、教育学（4201～4204）、社会経済農学（7401～7402）  

区分  
左記区分と判断した根拠  

学術面  社会・経済・文化面  
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SS  

●タイプＡ：  

  論文を掲載した学術誌が、付表に示す「SS

の基準」を満たしている。  

●タイプＢ：  

  同学術誌が、付表に示す「S の基準」を満た

し、かつ下記の条件の２つを満たしている。  

・学会・国際会議等において、当該業績に関わ

る招待講演、基調講演を行った。  

・当該業績が科学研究費補助金等の採択に寄

与した。  

・当該業績の被引用回数が 10 回以上である。  

・当該業績が書評等において高く評価された。  

●タイプＣ：  

  同学術誌が、付表に示す「A の基準」を満た

し、かつ下記の条件を満たしている。  

・当該業績の被引用回数が 30 回以上である。  

●タイプＤ：  

   出版された学術的著書又は創造的作品にあっ

ては、書評等が複数の全国学会レベル以上

の学術誌に掲載され、いずれにおいても研究

業績が特に高く評価された。  

●タイプＥ：  

  論文、学術的著書又は創造的作品が、学士

院賞、卓越した水準の学会賞・学術賞・国際

賞等の受賞に寄与した。 

●タイプＫ：  

  人と社会（社文系）に関係する

分野において、当該業績の利

用・普及状況や地域、産業界で

の応用・活用状況、政策への

具体的な反映状況が卓越して

いる。  

●タイプＬ：  

  研究成果に関して国際的な

賞、大臣表彰等による顕彰が

なされている、又は、研究成果

が国内のメジャーなメディア及

び国外のメディアで報道されて

いる。  

●タイプＭ：  

  教科書・啓発書等が権威ある

書評などに取り上げられてい

る、長期にわたり広く利用され

ていることから、貢献が卓越し

ている。  

●タイプＮ：  

  研究成果による貢献が卓越し

ており、国際的な賞、大臣表彰

等による顕彰がなされている、

又は、研究成果が国内のメジャ

ーなメディア及び国外のメディ

アで報道されている。 

S  

●タイプＦ：  

  論文を掲載した学術誌が、付表に示す「S の

基準」を満たしている。  

●タイプＧ：  

  同学術誌が、付表に示す「A の基準」を満た

し、かつ下記の条件の２つを満たしている。  

・学会・国際会議等において、当該業績に関わ

る招待講演、基調講演を行った。  

・当該業績が科学研究費補助金等の採択に寄

与した。  

・当該業績の被引用回数が 10 回以上である。  

・当該業績が書評等において高く評価された。  

●タイプＨ：  

  同学術誌が、付表に示す「B の基準」を満た

し、かつ下記の条件を満たしている。  

・当該業績の被引用回数が 30 回以上である。  

 ●タイプＩ：  

出版された学術的著書又は創造的作品にあ

っては、書評等が全国学会レベル以上の学

術誌等に掲載され、研究業績が高く評価され

た。  

●タイプＪ：  

  論文、学術的著書又は創造的作品が、優秀

な水準の学会賞・学術賞等の受賞に寄与し

た。  

●タイプＯ：  

  人と社会（社文系）に関係する

分野において、当該業績の利

用・普及状況や地域、産業界で

の応用・活用状況、政策への

具体的な反映状況が優秀であ

る。  

●タイプＰ：  

  研究成果が関係者から表彰さ

れている、又は、研究成果が国

内のメジャーなメディアで報道

されている、又は、実用化研究

に必要な大型の競争的外部資

金の獲得に寄与している。  

●タイプＱ：  

  教科書・啓発書等が権威ある

書評などに取り上げられてい

る、長期にわたり広く利用され

ていることから、貢献が優秀で

ある。  
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付表 「人と社会(社文系)の科学」の学術誌の水準判断における Impact Factor の下限値  

系 

分野  分科  細目番号  

学術誌の水準判断における

Impact Factor（IF）の下限値  

SS  S  A  B  

総合・新領域

系 

情報学  情報学フロンティア  1303  2.0  1.2  0.6  0.3  

複合領域  

デザイン学  1651  1.0  0.6  0.3  0.15  

生活科学  1701～1703  2.0  1.2  0.6  0.3  

科学教育・教育工学  1801～1802  1.5  0.8  0.4  0.2  

科学社会学・科学技術史  1901  1.0  0.6  0.3  0.15  

文化財科学・博物館学  2001  2.0  1.2  0.6  0.3  

地理学  2101  2.0  1.2  0.6  0.3  

健康・スポーツ科学  2401～2403  2.5  1.5  0.8  0.4  

子ども学  2451  1.0  0.6  0.3  0.15  

人文社会系 

総合人文社会  

地域研究  2701  1.0  0.6  0.3  0.15  

ジェンダー  2801  1.0  0.6  0.3  0.15  

観光学  2851  1.0  0.6  0.3  0.15  

人文学  

哲学  2901～2904  1.0  0.6  0.3  0.15  

芸術学  3001～3003  1.0  0.6  0.3  0.15  

文学  3101～3105  1.0  0.6  0.3  0.15  

言語学  3201～3205  1.5  0.8  0.4  0.2  

史学  3301～3305  1.0  0.6  0.3  0.15  

人文地理学  3401  2.0  1.2  0.6  0.3  

文化人類学  3501  1.0  0.6  0.3  0.15  

社会科学  

法学  3601～3607  3.0  1.8  1.0  0.5  

政治学  3701～3702  1.5  0.8  0.4  0.2  

経済学  3801～3807  2.0  1.2  0.6  0.3  

経営学  3901～3903  2.0  1.2  0.6  0.3  

社会学  4001～4002  2.0  1.2  0.6  0.3  

心理学  4101～4104  3.0  1.8  1.0  0.5  

教育学  4201～4204  1.5  0.8  0.4  0.2  

生物系  
社会経済農学 

経営・経済農学  7401  2.0  1.2  0.6  0.3  

社会・開発農学  7402  2.0  1.2  0.6  0.3  

「B の基準」の追加条件  Impact Factor が無い場合にあっては、優秀な水準と認められる査読付学術

誌を区分 B とする。例えば西日本哲学会等、査読体制の整った学会誌等。 

「A の基準」の追加条件  

Impact Factor が無い場合にあっては、各研究領域において、特に優秀な水

準と認められる学術誌を区分 A とする。例えば、日本哲学会、日本倫理学

会、日本臨床心理学会、日本国語教育学会、日本家政学会等、各研究領

域において日本を代表する学会の機関誌等（公法研究、民商法雑誌、民事

訴訟雑誌等を含む）。  

「S の基準」の追加条件  

例えば、Bioethics, Philosophy and Public Affairs 等、著名な国際的学術誌。

Impact Factor が無い場合にあっては、各研究領域において、卓越した水

準と認められる学術誌を区分 S とする。  

「SS の基準」の追加条件  

例えば、Journal of Philosophy, Ethics, Nature 等、トップクラスの国際的学術

誌。Impact Factor が無い場合にあっては、各研究領域において、国際的に

定評のある学術誌を区分 SS とする。  

学術的著作・作品の追加条件  学術的著作の書評及び作品の評価の学術誌への掲載については、新聞な

どでの書評・紹介・引用、学術書等の文献目録での記載、他者の研究史・

学界動向論文等における言及を含む。  

（出典：平成 27 年度第２回大学評価会議資料） 
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（資料・２－１－２）：SS 及び S評価研究業績 

 学術面 社会・経済・文化面 計 

SS 8 4 12 

S 21 8 29 

計 29 12 41 

（出典：文学部自己評価委員会資料：「学科収集資料」を基に作成） 

 

（資料・２－１－３）：学会賞受賞業績 

・第 25回浜田青陵賞・第 6回九州考古学会賞・第 3回日本考古学協会奨励賞：小畑弘己『東

北アジア古民族植物学と縄文農耕』（同成社、2011） 

・第 12 回徳川賞：吉村豊雄『日本近世の行政と地域社会』（校倉書房、2013） 

・Touchstone 2011 Distinguished Book Award：Richard Gilbert, The Future of Haiku, 

an Interview with Kaneko Tohta (Red Moon Press, 2011) 

・Touchstone 2013 Distinguished Book Award・2014 Mildred Kanterman Memorial Book 

Award：Richard Gilbert, The Disjunctive Dragonfly, a New Approach to English-

Language Haiku (Red Moon Press, 2013) 

・第 11 回日本社会学史学会奨励賞・平成 25年度熊本大学研究業績表彰（特別賞）：多田光

宏『社会的世界の時間構成――社会学的現象学としての社会システム理論』（ハーベスト社、

2013） 

・第 30回日本植生史学会優秀発表賞：小畑弘己（真邉彩）「九州縄文時代のサンショウ属果

実とその利用について」（日本植生史学会、2015） 

（出典：文学部自己評価委員会資料） 

 

（水準） 

 

期待される水準を大きく上回る。 

 

（判断理由） 

 

学部教員による SS、S 基準業績の良好な件数；６件に及ぶ学会賞等受賞の業績；永青文庫

研究センターの調査・研究による中世文書など 266 点の重要文化財指定；同センターの研究

員への「熊本市有功者賞」の授与；同センターによる『総目録』全４巻の、熊本県内市町村

への配布等々、研究成果が活発に出されているという理由から優れており、想定する関係者

の期待を大きく上回ると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

 

第１期中期目標期間と比較して、第２期中期目標期間における当学部教員による論文・著

書数の上昇；国際学会・国内学会での研究発表件数の大幅な上昇；学内研究資金及び学部内

研究助成制度利用の上昇；永青文庫研究センターの活発な研究活動及びその結果としての

多くの著作物刊行；漱石記念年（H28・29 年）に向けての漱石研究プロジェクトの取り組み

（H27 年度「市民講座」開設）等、研究活動の状況に関して改善及び新たな取り組みがあっ

たことから、重要な質の変化があったと判断する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

 

第１期中期目標期間と比較して、第２期中期目標期間における当学部教員による SS、S相

当業績数の上昇；当学部教員による著書・研究発表の学会賞の良好な受賞状況；永青文庫研

究センターの調査・研究によって永青文庫資料 266 点が国の重要文化財に指定；同センター

研究員の「熊本市有功者賞」の受賞及び『総目録』完成に伴う地域還元等々、研究成果の状

況に関して顕著な成果があったことから、重要な質の変化があったと判断する。 



熊本大学法学部 

－3-1－ 

 

 

 

 

 

 

 

３．法学部 
 

 

 

Ⅰ 法学部の研究目的と特徴 ・・・・・・・３－２ 

Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 ・・・・・３－３ 

    分析項目Ⅰ 研究活動の状況 ・・・・・３－３ 

    分析項目Ⅱ 研究成果の状況 ・・・・・３－21 

Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・・・３－25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



熊本大学法学部 

－3-2－ 

 

 

Ⅰ 法学部の研究目的と特徴 

 

 

法学部は、教員の専門分野における創造性豊かな卓越した研究活動を推進するとともに、

各専門分野における研究成果の公表やその成果の還元を通じて、地域社会に限らず我が国

の社会全体の、さらには国際社会において発生する種々の課題や問題の解決に寄与するよ

うな研究の推進を目的としている。法学部における研究活動を推進するため、本学部内に法

学部教授会所属教員を主要な会員とする「熊本大学法学会」を設置し、法、政治、経済及び

政策等に関する理論並びに実際を研究し、その成果を発表し、他の学会と提携・連携して斯

学の発展と普及に寄与する活動を行っている。 

法学部では、各教員の専門分野における研究活動や学会活動のほかに、①地域的に固有な

問題意識に立った研究、すなわち地域社会が抱える課題についての研究活動、②熊本県弁護

士会を中心とした地元法曹界と本学部及び法科大学院教員で組織する「熊本法律研究会」を

開催し、判例研究や先端的な法律問題に関する共同の研究活動、③法学部教員等をメンバー

として各教員の専門分野について研究報告を行う、専門分野横断型の研究活動、などを行っ

ている。さらに、教員の研究活動を活性化するため、毎年度始めに当該年度の研究計画及び

前年度の研究実績を記載した研究計画書を提出し、冊子体にまとめたものを各教員に配布

し、研究シーズの共有を推進している。これらの特徴を有する活動を今後も継続していくこ

とにより、法学部が取り組む共同研究においてはより一層の組織的拡大強化、国際化並びに

学際化の推進のための制度整備、さらに社会貢献・地域貢献の観点から、地方自治体や地域

社会の法曹実務家や政策実務家とのさらなる研究連携に取り組み、研究活動の改善・向上を

図っている。 

 また中期計画「研究実施体制等の整備」に関する特徴として、女性教員の任用を促進し、

国立大学法学部のなかで唯一女性教員の構成比 30％超を実現している。 

 

[想定する関係者とその期待] 

以上の目的・特徴等に照らして本学部は、在学生、卒業生、卒業生の進路先（民間企業、

公的機関及び大学院）、地方団体、地域社会及び国際社会を想定する関係者とし、本学部の

研究成果が関係者の課題解決に貢献するという期待を受けている。 
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

観点 研究活動の状況 

(観点に係る状況) 

法学部は、教員の専門分野における創造性豊かな卓越した研究活動を推進するために、

本学部内に「熊本大学法学会」を設置し（資料・１－１－１）、法、政治、経済及び政策等

に関する理論並びに実際を研究し、その成果を発表し、他の学会と提携・連携して斯学の

発展と普及に寄与する活動を行っている（資料・１－１－２）。また、法学部編集委員会に

よる編集により熊本大学法学会が発行する学術雑誌『熊本法学』は査読制を採用し、投稿

規定も整備するなど質の向上が図られている。さらに、研究成果の発表を支援する目的で

「法学会叢書」を設けている。平成 22 年度以降発行された『熊本法学』は第 119 号から第

134 号であり（資料・１－１－３）、法学会叢書として出版した著書は４冊であった（資料・

１－１－４）。 

本学部における研究成果の状況は、専任教員が平成 22 年度から平成 27 年度の６年間で

発表した著書・論文数 196 点、その他学術的著述及び学会報告等 205 点であった（資料・

１－１－５）。単著書は計 11 編に上っている（資料・１－１－６）。また、学生や地域から

の参加にも配慮しつつ、国際的および学際的なシンポジウム等の企画を通じた研究交流も

取り組まれてきた（資料・１－１－７）。 

法学部では、各教員の専門分野における研究活動や学会活動（資料・１－１－８）をよ

り一層推進するために学部長裁量経費を設け、法学部研究活動推進委員会における審議に

基づいて申請経費を支給してきた。このような教員の個人の研究活動のほかに、①地域的

に固有な問題意識に立った研究、すなわち地域社会の専門家が抱える課題についての研究

活動、②熊本県弁護士会を中心とした地元法曹界と本学部及び法科大学院教員で組織する

「熊本法律研究会」を開催し、判例研究や先端的な法律問題に関する共同の研究活動（資

料・１－１－９）、③法学部教員等をメンバーとして各教員の専門分野について研究報告を

行う、専門分野横断型の研究活動（資料・１－１－10）などを行っている。さらに、教員

の研究活動を活性化するため、毎年度始めに当該年度の研究計画及び前年度の研究実績を

記載した研究計画書を提出し、冊子体にまとめたものを各教員に配布し、研究シーズの共

有を推進している。分野横断型の研究活動からは、経済学と法社会学の共著論文も生みだ

されている（資料・１－１－３、130 号８番、133 号６番）。 

科研費の申請率、採択総額の低下傾向への対応も兼ねて、平成 26 年度からは、学部長裁

量経費を組み込んだ「特別研究費」枠を創設し、①研究計画と経費の整合性、②若手教員

への支援、③過年度の研究費配分、④研究成果・実績、⑤科研費など外部研究費申請状況

を考慮した学部個人研究費の配分方式に改訂するなど（資料・１－１－11～１－１－15）、

実質的で効果的な研究支援活動を行っている。その結果、科研費の申請率の上昇と採択総

額の回復、研究活動の活性化に繋がっている（資料・１－１－８、１－１－12、１－１－

13）。 

研究実施体制等の整備に関して、教育研究能力に優れた人材の確保に努めるとともに、

特に、中期計画に基づき、女性教員の任用を促進し、国立大学法学部のなかで唯一女性教

員の構成比 30％超を実現している（資料・１－１－16～１－１－18）。 
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 研究成果を日頃の教育活動に反映させるとともに、社会的還元についても積極的に対応

し、地方自治体をはじめとした各種審議会等に参加するとともに、講演・研修講師派遣を

行ってきた（資料・１－１－19、１－１－20）。 

 

 

（資料・１－１－１） 熊本大学法学会会員数 

所 属 人 数 

法学部教員 33 

法曹養成研究科教員 8 

社会文化科学研究科教員 4 

合 計 45 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成）） 
 

（資料・１－１－２） 熊本大学法学会会則 
（名称） 
第１条 本会は、熊本大学法学会と称する。 
 （所在） 
第２条 本会の事務所は、熊本大学法学部内におく。 
 （目的） 
第３条 本会は､法､政治､経済および政策等に関する理論ならびに実際を研究し、その成果を発表

し、他の学会と提携・連絡して斯学の発展と普及に寄与することを目的とする。 
 （事業） 
第４条 本会は、次の事業を行う。 
（１）学術雑誌『熊本法学』の発行 
（２）学術雑誌『人文社会論集』の発行 
（３）研究会および講演会の開催 
（４）その他本会において適当と認めた事業 
２ 学術雑誌『熊本法学』および『人文社会論集』の投稿規定は別にこれを定める。 
 （会員） 
第５条 本会は、次の会員をもって組織する。 
（１）一般会員 

本学法学部・法学研究科の専任教員、法学部教授会に所属する大学院社会文化科学研究科の専
任教員、法学部教授会に所属する学内各研究センターの専任教員 

（２）個人会員 
  法科大学院の専任教員のうち希望する者 
（３）学生会員 

本学法学部および大学院法学研究科の学生 
（４）特別会員 

本学法学部の旧専任教員、法学部教授会に所属した大学院社会文化科学研究科及び学内各研究
センターの旧専任教員、本学法学部および法文学部法学科を卒業した者ならびに本学大学院法
学研究科を修了した者 

（５）賛助会員 
本会の趣旨に賛同する者 
 

 （役員） 
第６条 本会に、次の役員を置く。 
（１）会長 

本学法学部長をもって充てる。 
（２）評議員 

会則第５条第１号の一般会員および第 2 号の個人会員をもって充てる。 
（機関） 
第７条 本会に、次の機関を置く。 
（１）会長 

本会を代表し、評議員会を主宰する。 
（２）評議員会 

評議員によって構成し、会則の改正、会費の決定、予算の決定および決算の承認を行う。 
（３）編集委員会 

評議員の中から１名の編集委員長、２名の編集委員を選出し、学術雑誌『熊本法学』および『人
文社会論集』の編集および発行に係る業務を行う。 

（４）監事 
会計を監査する。 
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 （議事） 
第８条 評議員会は、構成員の３分の２以上の出席をもって成立し、その議事は、出席者の３分の２

以上の賛成をもって決する。 
２（削除） 
  
（会計） 
第９条 編集委員会は、評議員会に、予算案を提示し、決算の報告を行う。 
 （任期） 
第１０条 編集委員会および監事の任期は１年とする。 
 （会費） 
第１１条 会員は、所定の会費を納めることを要する。会費については、評議員会が別にこれを定め

る。 
 （『熊本法学』および『人文社会論集』の配布） 
第１２条 会員は学術雑誌『熊本法学』および『人文社会論集』の配布を受ける。 
 （会計年度） 
第１３条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
 （会計報告） 
第１４条 会計報告は、年度ごとに行う。 
 

（出典：熊本大学法学会会則） 
 

 
（資料・１－１－３） 熊本法学の発行状況（平成 22 年以降刊行分） 

号 発行年 執筆者 種別 タイトル 

119 平成 22 年 3 月 1  大日方信春 論説 暗号化と表現の自由 

退職記念号          －米国デジタル・ミレニアム著作権法を素材に 

（良永彌太郎教

授・ 
  2  田村耕一 論説 諸制度との比較に基づく相殺に関する覚書 

 林勝美教授）   3  吉田勇 論説 対話促進型調停の可能性と限界 

           －紛争当事者間の交渉力格差をめぐって 

    4  岩岡中正 論説 ことばと地域形成 

           －共同性の再構築へ向けて 

    5  中内哲 論説 
ドイツ真正貸借労働関係と従業員代表法制との結節点に

関する基礎的考察 

           －事業所所属性をめぐる裁判例を中心に 

    6  澁谷洋平 論説 イギリスにおける未遂法の現状と課題について（1） 

           －法律委員会による立法提案とその議論を中心として 

    7  岡田行雄 論説 累非行少年による重大事件における試験観察 

    8  鈴木桂樹 論説 「ジェンダー平等政策」ノート 

           －イタリア・Alessia Dona 論文を読む 

    9  多田望 論説 
国際知的財産権侵害における暫定措置としての証拠保全

序説 

          
 －明細録取（saisie description）と Tedesco 事件法務官

意見の検討を中心に 

    10  若曽根健治 論説 都市とラント平和裁判 

           －一四世紀後期の事例から 

120 平成 22 年 7 月 1  平田元 論説 ある第一審無罪・控訴審破棄差戻し事件の考察 

    2  山田秀 翻訳 アルトゥル・フリドリン・ウッツ『政治倫理学』（二） 

    3    
修士論文

要約 
平成二十一年度法学研究科修士論文要旨 

    4  渡部薫 資料 
文化政策研究会報告及び今後への展望：これからの熊本

の文化と文化政策 

           －ルネッサンス運動を中心に 

121 
平成 22 年 11

月 
1  吉田勇 論説 「法化」以前の社会規範と紛争調整の仕組み 

    2  山田秀 翻訳 アルトゥル・フリドリン・ウッツ『政治倫理学』（三） 

    3  苑田亜矢 資料 法の様々な区分についての論考（翻訳と解説） 

           －中世教会法学のアングロ・ノルマン学派による一作品 

    4  中内哲 判例研究 
家族の介護等を担う現地採用労働者に対する配転命令の

法的是非 

          
 －ネスレ日本（配転本訴）事件・大阪高判平 18.4.14 労判

915 号 60 頁 

    5  澁谷洋平 論説 イギリスにおける未遂法の現状と課題について（2・完） 

           －法律委員会による立法提案とその議論を中心として 

    6  葉陵陵 論説 市民の裁判参加に関する比較的考察（一） 

           －アメリカ、日本及び中国を中心に 

122 平成 23 年 3 月 1  水元宏典 論説 不動産所有権二重譲渡紛争の審理に関する一考察 

退職記念号         
 －狭義の一般条項と弁論主義・異なる手続原則の競合・

過剰主張 

（吉田勇教授）   2  松原弘信 論説 当事者論における当事者権の研究序説 

    3  山田秀 論説 人間本性と人権についての哲学的考察 

    4  大澤博明 論説 『征清用兵 隔壁聴談』と日清戦争研究 

    5  岩岡中正 論説 虚子における「自由」 

    6  伊藤洋典 論説 風景への帰属、あるいは帰属の風景 

    7  岩田奇志 論説 企業行動における主体と環境 

           －相互作用のダイナミズム  

    8  岡田行雄 論説 少年法における年齢超過逆送規定等の解釈について 
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           －少年事件の捜査・公訴提起遅延事案を契機として 

    9  若曽根健治 論説 ラントツヴィンガ－（Landzwinger）とはなにか 

           －ドイツ刑事法史の一断面 

123 平成 23 年 8 月 1  岩岡中正 論説 子規における近代性の構造 

    2  中内哲 判例研究 
私傷病の病状進行を契機とする担当業務変更・賃金減額

に関する労使合意の効力 

          
 －オリエンタルモーター（賃金減額）事件・東京高判平

19.4.26 労判 940 号 33 頁 

    3  渡部薫 資料 熊本の都市戦略と文化政策の展望： 

           －第 2 回文化政策研究会を振り返って 

    4  若色敦子 研究ノート 
非公開会社の内紛と「株主の権利の行使に関する」利益供

与 

           －東京高裁平成 22 年 3 月 24 日判決について 

    5  葉陵陵 論説 市民の裁判参加に関する比較的考察（二） 

           －アメリカ、日本及び中国を中心に 

124 
平成 23 年 11

月 
1  濵﨑録 論説 自己利用文書の保護法益について 

    2  伊藤洋典 論説 「高度成長期」の政治学における二つのパラダイム 

           －疎外論と政策論の展開と交差 

    3  大澤博明 論説 大鳥圭介公使の朝鮮帰任（一八九四年六月）について 

    4  山田秀 翻訳 アルトゥル・フリドリン・ウッツ『政治倫理学』（四） 

125 平成 24 年 3 月 1  山田秀 研究ノート 原理主義についての原理的・批判的考察 

    2  渡部薫 論説 創造都市の戦略的視点からの検討 

           －地方都市における実践に向けて 

    3  大日方信春 論説 特許と憲法 

           －表現の自由を中心に 

126 平成 24 年 8 月 1  大澤博明 論説 日本外交における信と不信 

           －一八五八～一八八二年 

    2  若曽根健治 論説 森林犯罪告発人制度管見（二） 

           －領邦国家と農村共同体 

    3  山田秀 翻訳 憲法の規範力 トマス・ヴュルテンベルガ― 

    4  葉陵陵 論説 市民の裁判参加に関する比較的考察（3・完） 

           －アメリカ、日本及び中国を中心に 

127 平成 25 年 3 月 1  鈴木桂樹 論説 イタリア外交安全保障政策ノート 

退職記念号          －政権交代による継続と変化に関する三つの論文 

（岩岡中正教授）   2  大澤博明 論説 朝鮮駐箚弁理公使大石正巳 

           －その任免と反響 

    3  大日方信春 論説 パブリシティ権と表現の自由 

    4  遠山聡 論説 
「第三者の保険事故招致と故意免責規定の適用に関する

一考察」 

    5  山崎広道 論説 所得税法二〇四条の源泉徴収義務者に関する一考察 

           －最高裁平成二三年一月一四日判決を素材として 

    6  山田秀 論説 メスナー自然法思想の方法の問題 

           －倫理学の課題と方法 

    7  苑田亜矢 論説 一二世紀後半イングランドにおける両剣論 

    8  若曽根健治 論説 フェーデ通告と通告状の一考察 

           －都市戦争時代のフランクフルトについて 

128 平成 25 年 8 月 1  葉陵陵 論説 
中国における行政強制法の制定と行政上の強制措置制度

の改革 

           －中国の行政行為に関する手続と法（三・完） 

    2  若曽根健治 論説 森林犯罪告発人制度管見（三・完） 

           －領邦国家と農村共同体 

    3  山田秀 翻訳 アルトゥル・フリドリン・ウッツ『政治倫理学』（五） 

    4  河野憲一郎 翻訳 クリストフ・トーレ「墓堀り人夫から救世主へ？ 

           －変遷する倒産文化と倒産法－」 

129 
平成 25 年 11

月 
1  岡田行雄 論説 子ども虐待への刑事法的介入 

    2  渡部薫 論説 音楽産業の地理的展開に関する考察 

           －地方都市への分散の可能性をめぐって 

    3  山田秀 翻訳 アルトゥル・フリドリン・ウッツ『政治倫理学』（六） 

    4  倉田賀世 判例研究 
社会福祉法人の不適正な介護報酬の受領に対する保険者

による返還を求める住民訴訟 

          
（最一小判平二三、七、一四（判時二一二九号三一頁）、大

阪高判平二一、七、二三 

          
（裁判所ウェブサイト）、大阪地判平二〇、一、三一（判例自

治三一一号六九頁）） 

          
 －裁判例に基づく介護保険契約における利用者保護法理

に関する一考察 

    5  岩岡中正 資料 〈思想史の旅〉法学部最終講義 

          危機の時代を考える－石牟礼道子の思想 

130 平成 26 年 3 月 1  山根聡恵 論説 オーストリアにおける消費貸借 

    2  三谷仁美 論説 風力発電施設における健康被害－低周波音の観点から 

    3  岡本友子 論説 
近時の裁判実務における年少女子の逸失利益の算定と男

女間格差について 

    4  田村耕一 論説 
譲渡担保権者による賃料債権への物上代位及び不当利益

返還請求権に関する序論 

    5  濵﨑録 論説 法的観点指摘義務と釈明義務の関係について 

    6  苑田亜矢 論説 
一二世紀イングランドにおける教会裁判手続と起訴陪審制

の成立 

    7  魚住弘久 論説 行政文書・文書管理・行政研究のクロスロード 

    8  池田康弘・森大輔 論説 ディカップリング制度の抑止効果 

           －懲罰的損害賠償の制度改革に関する経済分析 

    9  若曽根健治 論説 徴表と有罪の理論をめぐる一問題 

           －カロリーナにおける 

    10  朝田とも子 論説 アスベスト被害と国の責任 

    11  岡田行雄 論説 少年に対する有期自由刑の拡大について 
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    12  河野憲一郎 論説 債権者代位権をめぐる訴訟法上および倒産法上の問題点 

131 平成 26 年 8 月 1  山田秀 論説 孟子、共同善、洞見知 

    2  内藤大海 論説 おとり捜査の違法性判断を巡る欧州の動向（一） 

           －欧州人権裁判所の判例理論を参考にして－ 

    3  河野憲一郎 翻訳 ヴァルター・レヒベルガー「自白の拘束力のドグマ」 

    4  岡田行雄 翻訳 ヨアヒム バウアー（Joachim Bauer) 

          
「少年の攻撃や暴力の予防：司法は脳に関する研究から何

を学びうるのか？」 

132 
平成 26 年 12

月 
1  川嶋隆憲 論説 イギリスの Without Prejudice ルールについて 

    2  阿部悠貴 論説 ボスニア内戦に対するアメリカの政策決定 

           －介入をめぐるジレンマからＮＡＴＯの再構築へ－ 

    3  外川健一 論説 
自動車リサイクル法の二回目の「見直し」にあたっての予備

的考察 

    4  
魚住弘久・大黒太

郎 
論説 「過疎」はどのように論じられてきたのか（一） 

      東原正明    －五つの雑誌を通してみた「過疎問題」史－ 

    5  内藤大海 論説 おとり捜査の違法性判断を巡る欧州の動向（二・完） 

           －欧州人権裁判所の判例理論の分析を中心にして－ 

    6  
大日方信春・新井

誠 
資料 法学部シンポジウム 

      
木下和朗・横大道

聡 
  地域に学ぶ憲法 

133 平成 27 年 3 月 1  苑田亜矢 論説 
一二世紀イングランドにおけるヨーク大司教毒殺事件に関す

る一考察 

    2  岡田行雄 論説 少年司法における虐待被害 

    3  
魚住弘久・大黒太

郎 
論説 「過疎」はどのように論じられてきたのか（二） 

      東原正明    －五つの雑誌を通してみた「過疎問題」史－ 

    4  山田秀 翻訳 アルトゥル・フリドリン・ウッツ『政治倫理学』（七・完） 

    5  渡部薫 論説 
Self-Sustainability and Formation of the Public Sphere in 

Community 

          
 Development Movement : One perspective exploring the 

mechanism of 

            regional regeneration using a creative city policy 

    6  森大輔・池田康弘 論説 
損害賠償におけるディカップリング制度の抑止効果に関する

経済学実験 

134 平成 27 年 7 月 1  岡本洋一 論説 明治後期・帝国議会における団体・結社に対する 

           刑事立法の審議について（その一） 

    2  
魚住弘久・大黒太

郎 
論説 「過疎」はどのように論じられてきたのか（三） 

      東原正明    －五つの雑誌を通してみた「過疎問題」史－ 

    3  池田愛 判例研究 賃料増減額確認請求訴訟の確定判決の既判力の範囲 

          
（最高裁判所平成二六年九月二五日第一小法廷判決（平

成二五年（受） 

          
第一六四九号建物賃料増額確認請求事件）民集六八巻

七号六六一頁―破棄差戻し） 

135 平成 27 年 12 月 1 山田秀 論説 
家族、国家、共同善 

－経験科学と自然法論の架橋の試み－ 

  2 伊藤洋典 研究ノート 
地方議会はなぜ存在感がないのか 

－アンケートにみる地方議員の役割意識－ 

  3 山田秀 翻訳 
政治は倫理に基づかねばならない－今は亡き敬愛するわが

師アンネマリー・ブーフホルツ＝カイザーに捧げる－ 

  4 河野憲一郎 翻訳 
ヴォルフラム・ヘンケル「執行法と企業法の狭間の倒産法改

正」 

  5 山田秀 interviews 

„ … in Richtung auf mehr Menschlichkeit zu führen.“ 

Interview mit Prof. Dr. jur. Hideshi YAMADA 

・・・・・Interviewer  Joachim HÖFELE und Moritz NESTOR 

136 平成 28 年 3 月 1 德永達哉 論説 憲法と同調圧力 

  2 大日方信春 論説 商標と表現の自由（一） 

  3 岡田行雄 論説 
少年司法における諸機関連携の在り方についての序論的

考察（一） 

  4 内藤大海 論説 
総合的監視に関する予備的考察 

－ドイツの議論状況の概観を通じて－ 

  5 外川健一 論説 自動車リサイクル法の二回目の「見直し」に関する備忘録 

  6 渡部薫 論説 
地域政策としての創造産業政策のあり方についての考察 

－創造都市の再検討－ 

  7 森大輔 論説 
判例研究への質的比較分析（QCA）の応用の可能性 

－米国の弁護人依頼権に関する判例の分析を例に－ 

  8 若曽根健治 論説 
中世都市の裁判と「真実」の問題 

－シュトラースブルク都市法から－ 

（出典：法学部研究事務室資料） 
 

（資料・１－１－４） 法学会叢書の発行状況 
号 発行年 執筆者 タイトル 

10 平成 22 年 3 月 

山崎広道（編著）   

●執筆者：大日方信春、木下和朗   

 諏佐マリ、田村耕一、濵﨑録、   
 山崎広道、山田秀、山根聡恵、 法と政策をめぐる現代的変容 
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（出典：法学会叢書） 
 

（資料・１－１－５） 研究成果発表件数 

年 度 著書・論文 
その他学術的著述・ 

研究報告等 

H22 28 36 

H23 30 28 

H24 28 33 

H25 37 38 

H26 40 30 

H27 33 40 

（出典：各年度研究計画書より集計） 

 

（資料・１－１－６） 単著書として出版された業績 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

（出典：各著作より作成） 
 

 

（資料・１－１－７） 法学部教員によるシンポジウム等の企画 

企画名 主催・開催日時・場所 主な登壇者 企画者 

法学部 GP ワークシ

ョップ「行政の役割

と市民活動」 

熊本大学法学部 GP 

2010 年 5 月 12 日 

熊本大学くすの木会館 

Steven K Sano（テキサス大学）小

林華弥子（由布市議会議員）  

吉住修（熊本市役所） 

伊藤洋典（熊

本 大 学 法 学

部） 

大学に求められる

人材育成とは 

熊本大学法学部 GP 

2011 年 1 月 8 日 

熊本大学法学部 A1 教室 

鈴木寛（文部科学副大臣）岩永祥三

（地域流通経済研究所）菅原明彦

（日立製作所人材開発部長）山崎

広道（法学部長） 

伊藤洋典（熊

本 大 学 法 学

部） 

マンスフィールド

財団タスクフォー

マンスフィールド財団主

催・熊本大学共催 

デービット・ボーリング（財団副所

長）清水薫（コロンビア大学）ミレ

伊藤洋典（熊

本 大 学 法 学

 山中至、吉田勇、若曽根健治  －熊本大学法学部創立３０周年記念－ 

 秋吉貴雄、岩岡中正、岩田奇志、  

 上野眞也、外川健一、渡部薫  

11 平成 23 年 3 月 吉田勇 対話促進型調停論の試み 

12 平成 23 年 9 月 稲田隆司 イギリスの自白排除法則 

13 平成 26 年 3 月 山田秀 ヨハネス・メスナーの自然法思想 

書名  著者  出版社  出版年  
韓国の工業化と半導体産業  吉岡英美  有斐閣  ２０１０  
虚子と現代  岩岡中正  角川書店  ２０１０  
著作権と憲法理論  大日方信春  信山社  ２０１１  
イギリスの自白排除法則  稲田隆司  成文堂  ２０１１  
少年司法における科学主義  岡田行雄  日本評論社  ２０１２  
〈共同体〉をめぐる政治学  伊藤洋典  ナカニシヤ出版  ２０１３  
子規と現代  岩岡中正  ふらんす堂  ２０１３  
憲法Ⅱ  基本権論  大日方信春  有信堂  ２０１４  
ヨハネス・メスナーの自然法思想  山田秀  成文堂  ２０１４  
児玉源太郎  大澤博明  山川出版  ２０１４  
憲法Ⅰ  総論・統治機構論  大日方信春  有信堂  ２０１５  
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ス：進化と繁栄を共

有するための現代

日米ビジョンの構

築 

2012 年 12 月 5 日 

熊本大学工学部百年記念

館 

ヤ・ソーリス（ブルッキングス研究

所）伊藤洋典（熊本大学法学部） 

部） 

日韓における最近

の憲法問題 

韓南大学校・熊本大学法

学部 

2013 年 5 月 28 日 

熊本大学法学部 A1 教室 

大日方信春（熊本大学法学部）山本

悦夫（熊本大学法曹養成研究科）鄭

相翼（韓南大学校） 

韓南大学校・

熊本大学法学

部 

International 

Seminar

“ Possibility of 

collaboration in 

Japan” 

大学院先導機構 

2014 年 3 月 5 日 

熊本大学事務局中会議室 

Adam Sutkus(CCP) David 

Ceppos(CCP) 土肥勲嗣（九州大学）

今村浩（熊本日日新聞）石原明子

（熊本大学） 

伊藤洋典（熊

本 大 学 法 学

部） 

地域に学ぶ憲法 熊本大学法学部 

2014 年 6 月 17 日 

熊本大学法学部 B1 教室 

新井誠（広島大学）木下和朗（北海

学園大学）横大道聡（鹿児島大学） 

大 日 方 信 春

（熊本大学法

学部） 

冷戦後の日本にお

ける外交政策の変

化 

人文社会科学系国際共同

研究拠点 

2014 年 7 月 18 日 

熊本大学くすの木会館 

Bhubhindar Singh(Nanyang 

Technological University) 

阿部悠貴（熊

本 大 学 法 学

部） 

韓国と日本の刑事

法上の現状と問題

点 

韓南大学校・熊本大学法

学部 

2014 年 9 月 22 日 

韓南大学校（韓国太田市） 

岡田行雄（熊本大学法学部）李振櫂

（韓南大学校） 

韓南大学校・

熊本大学法学

部 

男女共同参画社会

の実現に向けた日

独韓からの提言 

人文社会科学系国際共同

研究拠点・男女共同参画

推進室（共催） 

2014 年 9 月 27 日 

熊本大学くすの木会館 

ゲジーネ・フォリヤンティ＝ヨー

スト（マルティン・ルター大学)古

橋エツ子（花園大学）大澤喜美子

（延世大学）倉田賀世（熊本大学） 

倉田賀世（熊

本 大 学 法 学

部） 

刑法犯例に登場す

る事実の形成過程

と刑法的処理 

熊本大学法学部 

2015 年 12 月 14 日 

熊本大学法学部 A1 教室 

遠山大輔（京都弁護士会）本庄武

（一橋大学） 

岡田行雄（熊

本 大 学 法 学

部） 

（出典：人文社会科学系事務ユニットおよび大学院先導機構所蔵資料から作成） 
 

 

（資料・１－１－８） 研究目的による出張件数 
年 度 件 数 

H22 147 

H23 148 

H24 156 

H25 127 

H26 227 

H27 238 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
 

（資料・１－１－９） 地元法曹界との共同の研究活動の状況 
 
第 70 回［平成 22 年 7 月 31 日(土)午後 2 時～午後 5 時］ 
・山口幸代（熊本大学法学部） 
「役員は従業員に対して会社法上の責任を負うのか」 
・三藤省三（熊本県弁護士会）「法曹人口論をめぐる日弁連の動き」 
【参加者（教員および弁護士）13 名】 
 
第 71 回［平成 23 年 7 月 23 日(土)午後 2 時～午後 5 時］ 於熊本大学法学部共用会議室 
・千葉康博・野口恵子（熊本県弁護士会） 
「株主総会の実務～会社側弁護士と株主側弁護士の戦い・上場企業におけるプロキシー 
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ファイ トと非上場企業における経営権争奪戦～」 
・由井照二・林誠（熊本県弁護士会） 
「高齢社会における信託の活用と後見制度の限界」 
【参加者（教員および弁護士）約 30 名】 
 
第 72 回［平成 24 年 12 月 22 日(土)午後 2 時～午後 5 時］ 於熊本大学法学部研究会室 2 
・佐藤陽子（熊本大学大学院法曹養成研究科） 
「法秩序の一致の要請」に関する一考察」 
・松原弘信（熊本大学大学院法曹養成研究科） 
「仮執行の宣言の理論と実務について」 
【参加者（教員および弁護士）9 名】 
 
第 73 回［平成 26 年 6 月 14 日(土)午後 2 時～午後 5 時］ 
・徳永達哉（熊本大学大学院法曹養成研究科） 
「多様化する表現媒体とアメリカの表現の自由」 
・千葉康博（熊本県弁護士会） 
「アジア法務サポートセンターの使命と今後の展望について」 

 
（出典：熊本法律研究会資料） 

 
（資料・１－１－10） 法学部研究会の活動 

回数 日程 報告者 テーマ 

第１回  H25.1.23 深町公信 教授  「公海漁業の規制」  

第２回 H25.4.24 
池田康弘 准教授 

森 大輔 准教授 

「懲罰的損害賠償の経済分析 -懲罰賠償における「たなぼ

た」防止が与えるインパクト-」 

第３回 H25.7.24 阿部悠貴 准教授 
「規範の衝突から国際機構の発展へ： ボスニア内戦と北大

西洋条約機構（NATO）の再構築」  

第４回 H25.9.25 大脇成昭 准教授  
「大規模災害時における民間組織等による公共サービスの

提供」   

第５回 H25.11.27 内藤大海 准教授 「おとり捜査の違法性判断について」 

第６回 H26.4.23 濱田絵美 講師 「信用保証協会の保証契約と錯誤」 

会場は第 5 回（法学部研究会室２）を除き、いずれも法学部研究会室１ 

（出典：法学部研究会資料） 
 

（資料・１－１－11） 個人研究費配分方法の改定案 
平成 26 年度以降の個人研究費・旅費配分原則 

平成 25 年 9 月 18 日 
 

１．個人研究費は年間３０万円程度とする 
(1)研究費・旅費の区分は撤廃する 
(2)研究費の図書費充当義務は撤廃する 
(3)本学図書館所蔵の図書に限り、図書の物品（消耗品）扱いでの購入を認める 

    
２．書籍・物品、出張申込み締切日を 12 月下旬に設定する 

(1)合理的な理由のないものは後の執行を認めない 
(2)研究費の残額は共通経費に算入する 
(3)締切日以降の申込み分については、次年度の個人研究費から控除する 
(4)申込時に価格が確定していないものについては、概算で処理し、購入金額が概算額を上回る
場合は、超過する額を次年度個人研究費から控除する 

 
３．特別研究費を新設する 

(1)当該年度の研究計画書提出時に、特別な支出を伴う経費の申請を行う 
(2)特別研究費は 25 万円程度を限度とする 
(3)申請時期は当該年度 4 月下旬とする 
(4)審査および配分額の決定は、6 月下旬までに研究推進委員会が行う 
(5)採択者は、次年度の研究計画書（前年度実績報告）提出時に、研究費支出報告書を提出する 
(6)予算執行は認められた費目の範囲内で行うものとし、他費目への流用は認めない 
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(7)特別の事由がある場合には、年度途中での申請を認める 
(8)図書（紙媒体のもの）に限って、前年度の執行締切日以降の控除額を予算に組み込むことを
認める 
(9)平成 25 年度までの学部長裁量経費は、この枠組みに組み込む 
(10)申請書の記載事項、書式は、平成 25 年度末までに教授会で決定する 

 
４．前年度科研費申請を行った者に対して申請経費を支給する（10 万円程度） 

(1)科研費採択者は支給対象から除外する 
 

５．新任教員経費を支給する（10 万円程度） 
(1)新任教員経費を支給された者は、科研費申請経費の対象者としない 

 
６．研究費、経費の額は、全学からの予算配分額、共通経費支出額に応じて、各年度ごとに教授会に
おいて決定する 

 
 （出典：法学部教授会資料） 
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（資料・１－１－12） 科研費申請率・採択件数 

 

（出典：部局長等連絡調整会議資料より作成） 

 

 

（資料・１－１－13） 科研費獲得金額 

 

（出典：科研管理システムより作成） 

 

（資料・１－１－14） 寄付金の受入状況 
年度 寄付金額 寄付者 受入者 

H22 500,000  
未来税務会計事務所 法学部教授 山崎広道 

H23 500,000  

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
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（資料・１－１－15） 共同研究の受入状況 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
 

（資料・１－１－16） 新規採用の教員構成比 

 
（出典：各年度法学部人事委員会資料より作成） 

 
（資料・１－１－17） 国立大学法学系部局教員（教授・准教授・講師）構成 

 
※は当該大学が公表している統計。その他は当該部局がウェブサイトで公表している教員一覧から試算。

教員一覧の作成年月が明示されていないものについてはウェブサイト閲覧日。  
 （出典：各大学公表資料より作成） 
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（資料・１－１－18） 教員構成の推移 

 
（出典：各年度法学部人事委員会資料より作成） 

 

（資料・１－１－19） 法学部教員の自治体審議会等への参画状況（新規のみ） 

年度 件数 兼業先 主な内容 

H22 16 

県 

熊本県宅地建物取引業審議会委員 

熊本県介護保険審査会委員 

熊本県男女共同参画審議会委員 

熊本県収用委員会委員 

熊本県政府調達苦情検討委員会委員 

佐賀県消費生活審議会委員 

熊本県環境審議会特別委員 

熊本県情報公開審査会委員 

市町村 

人吉市情報公開等審査会審査委員 

熊本市消費生活条例（仮称）検討懇話会委員 

奈良県後期高齢者医療広域連合奈良長寿医療制度懇話会委員 

熊本市下水汚泥固形燃料化事業総合評価審査委員会委員 

福岡市市民公益活動推進審議会委員 

天草市景観審議会委員 

その他（地

域貢献を目

的としたも

の） 

NPO 法人環境コア「九州のバイオマスタウンにおけるビジネス

構築支援調査」事業専門委員 

H23 12 

県 

熊本県介護保険審査会委員〈公益代表委員） 

熊本県消費生活審議会委員 

熊本県個人情報保護審査会委員 

熊本県宅地建物取引業審査会委員 

福岡県労働政策審議会委員 

熊本県社会福祉審議会臨時委員 

市町村 

古賀市情報公開・個人情報保護運営審議会委員 

熊本市建築審査会委員 

熊本市くまもと市男女共同参画会議委員 

熊本市政治倫理審査会委員 

熊本市景観審議会委員 

その他（地

域貢献を目
財団法人九州経済調査協会研究委員 
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的としたも

の） 

H24 15 

県 

熊本県くまもと農山漁村男女共同参画推進会議委員 

熊本県「無らい県運動」検証委員会協力員 

熊本県政府調達苦情検討委員会委員 

熊本県幸せ実感くまもと４カ年戦略委員会委員 

佐賀県消費生活審議会委員 

熊本県環境審議会特別委員 

市町村 

人吉市情報公開等審査会審査委員 

天草市建築審査会委員 

直方市個人情報保護審議会委員 

嘉島町教育委員会委員 

熊本市人権教育・啓発基本計画見直しに関する懇談会委員 

天草市景観審議会委員 

その他（地

域貢献を目

的としたも

の） 

熊本県国民健康保険団体連合会介護サービス苦情処理委員 

NPO 法人チェンジライフ熊本「地域における男女共同参画連携

支援事業」に係る検討委員会委員 

熊本県医師会母体保護法不服審査委員会委員 

H25 18 

県 

熊本県介護保険審査会委員（公益代表） 

熊本県「無らい県運動」検証委員会協力員 

熊本県収用委員会委員 

熊本県個人情報保護審査会委員 

熊本県宅地建物取引業審議会委員 

福岡県労働政策審議会委員 

熊本県本人確認情報保護審議会委員 

市町村 

熊本市建築審査会委員 

熊本市くまもと市男女共同参画会議委員 

熊本市政治倫理審査会委員 

熊本市景観審議会委員 

人吉下球磨消防組合第三者委員会委員 

熊本市男女共同参画に関する市民意識調査に係る有識者考察

執筆者 

その他（地

域貢献を目

的としたも

の） 

公益財団法人熊本県市町村振興協会評議員 

財団法人九州経済調査協会研究委員 

社会福祉法人熊本県共同募金会配分委員会委員 

公益財団法人くまもと産業支援財団プライバシーマーク審査

会委員 

特定非営利活動法人しぜん あそ・まなくらぶ 青少年安心ネ

ット・ワークショップ実行委員会委員 

H26 18 

県 

熊本県政府調達苦情検討委員会委員                          

熊本県社会福祉審議会臨時委員 

熊本県環境審議会特別委員 

熊本県労働審議会委員 

佐賀県消費生活審議会委員 

熊本県建築士審査会委員 

市町村 

熊本市人権教育・啓発基本計画推進会議委員 

熊本市環境審議会委員                      

人吉市情報公開等審査会審査委員 

天草市景観審議会委員 

天草市建築審査会委員 

高森町個人情報保護審議会委員 

益城町総合計画審議会委員 
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その他（地

域貢献を目

的としたも

の） 

熊本県市町村合併に関する有識者会議委員 

熊本県医師会母体保護法不服審査委員会委員 

熊本県国民健康保険団体連合会介護サービス苦情処理委員 

特定非営利活動法人しぜん あそ・まなくらぶ 青少年が考

えるスマホ安心活用ワークショップ実行委員会委員  

H27 12 

県 

熊本県消費生活審議会委員 

熊本県消費者苦情処理委員会委員 

熊本県本人確認情報保護審議会委員 

市町村 

熊本市総合計画審議会及び熊本市まち・ひと・しごと創生総

合戦略等作成委員 

熊本市政治倫理審査会委員                            

熊本市建築審査会委員 

熊本市景観審議会委員 

熊本市「（仮称）子育て優良企業」認定基準に関する検討会

委員                         

菊池市男女共同参画審議会委員 

益城町まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会委員 

人吉下球磨消防組合第三者委員会委員 

その他（地

域貢献を目

的としたも

の） 

公益財団法人くまもと産業支援財団プライバシーマーク審査

会委員 

（出典：人文社会科学系事務ユニット「長期兼業」データから作成） 

 

（資料・１－１－20） 法学部教員の研修講師等の状況 

年度 兼業先 業務 

H22 

財団法人国際資源大学校 課題発表等（国内鉱業人材育成事業） 

（社）日本青年会議所九州地区熊

本ブロック協議会 
タウンミーティング講師・コーディネータ 

財団法人山口県ひとづくり財団 研修講師（係長級課程研修） 

熊本県立宇土中学校 講座講師（宇土未来探求講座） 

くまもと県民交流館 男女共同参画地域リーダー育成事業講師 

熊本県土木部用地対策課 研修講師 

南九州税理士会宇土支部 記念講演講師 

日本労使関係研究会 研修講師 

名古屋大学大学院法学研究科 研究会出席 

TCR グループ研修会講演 研修会講師（リサイクルビジネスの現状と課題） 

熊本市第１回男女共同参画地域推

進員研修会講師 
研修会講師 

熊本県民テレビ 番組出演・解説（ローカル放送部分） 

くまもと県民交流館 男女共同参画講演会講師 

社団法人日本看護協会神戸研修セ

ンター 
講義講師 

北九州市 職員研修講師 

福岡県福祉労働部 「久留米労働経営講座」講師 

熊本県司法書士会 非常勤講師 

公正取引委員会事務総局 講演会講師 

熊本市  男女共同参画セミナー講師 

九州地区リポジトリ編集委員会

（長崎大学附属図書館） 
論文査読 

北海道大学大学院法学研究科 講演会講師 

熊本学園大学 科研費説明会講師 

南九州税理士会 研修講師 
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熊本労働局 研修講師 

NHK 番組出演 

熊本市 男女共同参画全国都市会議講師 

九州農政局 研修講師（男女共同参画） 

熊本市富合まちづくり交流室長 講演会講師（男女共同参画） 

（財）くまもとテクノ産業財団 KPJC 審査員研修会講師 

熊本県民交流館 男女共同参画交流会議講師 

熊本市男女共同参画はあもにい 講座講師 

日本医学シミュレーション学会 セミナー講師 

熊本シティ FM 番組出演（九州新幹線・政令指定都市） 

NPO 法人青年協議会 公開討論会講師 

熊本県農林水産部 くまもと農山漁村男女共同参画推進会議委員 

H23 

（財）山口県ひとづくり財団       係長級研修講師 

北九州市                    新任係長研修講師 

菊池市教育委員会             講演（男女共同参画） 

（社）山口県産業廃棄物協会        後援会講師  

熊本県立宇土中学校          講座講師（宇土未来探求講座） 

くまもと県民交流館パレア       男女共同参画地域リーダー育成事業講師 

九州森林管理局            講習会講師 

日本労働紛争解決研修運営委員会 研修講師 

熊本県健康福祉部長寿社会局     研修講師 

菊池市                    研修講師（男女共同参画） 

熊本国税局                 研修講師 

福岡労働局                 研修講師 

熊本労働局                  研修講師 

南九州税理士会               研修講師 

熊日サービス開発（株）           国家試験科目解説（講義） 

熊本市                   講座講師（男女共同参画） 

（財）熊本公聴会            セミナー講師 

熊日サービス開発（株）           講座講師（男女共同参画） 

熊本県司法士会               非常勤講師 

矯正研究所福岡支所          研修講師 

熊本市                  セミナー講師（男女共同参画） 

（株）NTT データ経営研究所      委員会出席（資源有効利用促進法施行状況調査） 

地方農政局 セミナー講師（職員能力向上研修） 

H24 

熊本県環境生活部 担当者会議講師（男女共同参画） 

くまもと県民交流館 研修講師（男女共同参画） 

日本労使関係研究協会 研修講師 

福岡県健康福祉部  研修講師（生活保護担当査察指導員研修会） 

福岡県福祉労働部労働局  労働経営セミナー講師 

熊本市  出前講座講師（男女共同参画） 

九州農政局  職員研修講師 

熊本県商工観光労働部  
パネルディスカッションコーディネーター（ワーク・

ライフ・バランス） 

公益財団法人 日本生産性本部  セミナー講演 

武蔵野美術大学  パネリスト 

北海道大学  シンポジウム報告 

熊本県健康福祉部  検証委員会 
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熊日サービス開発（株）  国家試験科目解説（講義） 

南九州税理士会 研修講師 

済々黌宅建多士会  勉強会講師 

福岡県立城南高等学校  ジョイントセミナー講師 

全労働省労働組合  勉強会講師 

九州農政局  職員研修講師 

長洲町  町民講習会講師（男女共同参画） 

法務省矯正研修所  職員研修講師 

九州農政局  職員研修講師 

公益財団法人 日本生産性本部 セミナー講演 

熊本県国民健康保険団体連合会 委員会出席 

熊本県「無らい県運動」検証委員

会 
出席依頼 

H25 

熊本県くまもと県民交流館  トークセッション講師 

熊本県くまもと県民交流館  研修講師（男女共同参画） 

日本労使関係研究協会   研修講師 

熊本県国民健康保険団体連合会  苦情処理委員としての訪問調査 

北九州市  職員研修講師 

熊本県国民健康保険団体連合会  職員研修講師 

大分県商工労働部  講座講師 

鹿児島大学大学院司法政策研究科 検討会講師 

地方農政局  職員行政実務研修講師 

熊本県健康福祉部 
生活困窮者総合相談支援モデル事業業務委託候補者選

定委員会 

中央労働委員会事務局九州地方事

務局  
セミナーパネリスト 

熊本県環境生活部  パネルディスカッションコーディネーター 

熊本県｢無らい県運動」検証委員

会  
委員会出席 

熊日サービス開発（株）  国家試験科目解説（講義） 

南九州税理士会  研修会講師 

京都大学防災研究所  講演（都市防災研究協議会） 

鹿児島県社会保険労務士会  研修会講師 

みずほ情報総研株式会社  意見交換会パネリスト（非正規雇用問題の啓発事業） 

九州農政局  研修講師（職員能力向上） 

矯正研修所福岡支所  法務教官応用科研修講師 

太吉下球磨消防組合  職員特別研修会講師 

BSI グループジャパン株式会社  ステアリンググループメンバー 

熊本県健康福祉部  委員会出席（「無らい県」運動検証委員会） 

H26 

九州森林管理局 講習会講師 

熊本県生涯学習推進センター 県民カレッジ主催講座講師 

熊本県くまもと県民交流館 地域リーダー育成事業事前研修講師 

日本労使関係研究会 研修講師 

ＢＳＩグループジャパン株式会社 ステアリンググループメンバー 

熊本市男女共同参画センターはあ

もにい 
講座講師 

九州農政局 職員研修講師 

北九州市 職員研修講師 

天草市議会 研修会講師 

熊本県労働委員会 研究会講演 
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熊本県環境生活部県民生活局 男女共同参画アドバイザー派遣事業講師 

南九州税理士会 研修講師 

九州農政局 職員研修講師 

九州森林管理局 講習会講師 

熊本県立済々黌高等学校 講演会講師 

天草市 セミナー講師 

熊本県労働委員会 研究会講演 

日本機械輸出組合大阪支部 講演会講師 

熊本県立第二高等学校 体験学習講座講師 

矯正研修所福岡支所 研修講師 

鹿屋体育大学 年俸制勉強会講師 

熊本県環境生活部 研修会講師 

防衛省人事教育局 講演会講師 

芦北町 講演会講師 

熊本県健康福祉部 

熊本県生活困窮者等自立相談支援事業及び熊本県生活

困窮者自立支援プラン推進事業業務委託候補者選定委

員会委員 

H27 

熊本県立大学 認定看護管理者教育課程サードレベル講師 

矯正研修所福岡支所 任用研修課程法務教官応用化研修講師 

熊本県生涯学習推進センター 県民カレッジ主催講座（前期）講師 

筑紫女学園高等学校 出前講師 

九州森林管理局 発注者綱紀保持講習会講師 

全国労働基準関係団体連合会 研修講師 

九州農政局 地方農政局職員行政実務研修講師 

熊本市男女共同参画センターはあ

もにい 
はあもにいウィンメンズカレッジ講師 

熊本市子ども支援課 子育て支援優良企業認定基準策定会議オブザーバー 

熊本県労働委員会 職員研修労働判例研究会の講演 

熊本県くまもと県民交流館 地域リーダー育成事業に係る事前研修講師 

熊本県労働委員会 

中央労働委員会 
九州地区労使関係セミナーコーディネーター 

日本労働組合総連合会鹿児島県連

合会 

（一社）鹿児島県労働者福祉協議

会 

ワークルーム検定講師 

熊本県立玉名高等学校 出前講義講師 

長崎県立長崎北陽台高等学校 出前講義講師 

熊本県立済々黌高等学校 出前講義講師 

熊本日日新聞社 市民公開フォーラム講師 

長崎県立長崎南高等学校 出前講義講師 

熊日サービス開発株式会社 社会福祉国家試験対策講座講師 

九州森林管理局 発注者綱紀保持委員会 

熊本市 PTA 協議会東区 PTA 連絡会 スキルアップ研修会講師 

熊本県生涯学習推進センター 県民カレッジ主催講座（後期）講師 

熊本県高等学校教育研究会地歴・

公民部会 

熊本県高等学校地歴・公民科研究

会 

県高校地歴・公民科研究会講師 

日本機械輸出組合大阪支部 環境問題関西委員会講師 

熊本地方検察庁 男女共同参画推進講演会講師 

熊本県第二高等学校 法学部体験講座講師 
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公益財団法人くまもと産業支援財

団 
プライバシーマーク審査員研修会講師 

国立病院機構災害医療センター 近藤（祐史）分担研究班会議出席 

熊本県労働委員会 
熊本県労働委員会委員・事務局職員研修労働判例研究

会講演講師 

九州農政局 地方農政局職員行政実務研修講師 

みずほ情報総研株式会社  
「多元的で安心できる働き方の普及拡大事業」シンポ

ジウムパネリスト 

熊本県環境生活部 熊本県男女共同参画アドバイザー派遣事業講師 

鹿児島大学 大学院学位論文審査会委員 

大津町 男女共同参画研修会講師 

熊本県国民健康保険団体連合会 介護サービス苦情処理委員 

鹿屋体育大学 年俸制の在り方に関する研究セミナー講師 

九州森林管理局 発注者綱紀保持委員会委員 

株式会社肥後銀行 ビジネスアカデミー講師 

NPO 法人 職場の権利教育ネット

ワーク 
ワークルール検定講師 

（出典：人文社会科学系事務ユニット「短期兼業」データより作成） 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由）法学部教員のほか、大学院社会文化科学研究科教員及び大学院法曹養成研究

科教員のうち希望者を会員とする研究支援組織「熊本大学法学会」を設置し研究活動を支

援するとともに、学部長裁量経費・「特別研究経費」枠の創設などによる研究活動の支援、

地域の専門家との研究会や法学会会員による研究会の開催、国際的・学際的シンポジウム

の企画など、活発な研究活動に取り組んできた。教育研究能力に優れた人材の確保に努め

るとともに、女性教員の任用を促進し、研究実施体制等の整備充実の点でも特徴的な成果

をあげている。研究活動の成果による社会貢献及び地域貢献、良質な研究に基づく学生に

対する教育など、関係者からの期待に応える積極的な活動を展開してきており、期待され

る水準を上回ると判断される。 

 

 

観点 大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認定された附置研
究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の実施状況  

(観点に係る状況) 

該当なし 

 

(水準) 該当なし 

(判断理由) 該当なし 
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

観点 研究成果の状況(大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認
定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の成果
の状況を含めること。) 

(観点に係る状況) 

専任教員の活発な研究活動の結果、平成 22 年度から平成 27 年度の６年間で発表した著

書・論文数 196 点、その他学術的著述及び学会報告等 205 点であった（前掲資料・１－１

－５、p８）。この内、単著書は計 11 編に上っている（前掲資料・１－１－６、p８）。 

本学部の研究成果の評価は、全学基準として策定した「『人と社会(社文系)の科学』に関

する研究業績の判断基準」（資料・２－１－１）に沿って行った。人文社会科学系の研究成

果に係る評価の特色として、研究業績が最も集約されたものとしての著書に重きが置かれ

ることに鑑み、判断基準に示されたタイプ及び同基準の付表に掲げられている項目などを

客観的指標として重視した。これらの基準に基づき、著書・論文 196 点の中から、「学術的

意義」を中心に法学部所属の専任教員（33 人）の２割を目安として学部を代表する計７点

を選定した。 

「学術的意義」で SS として選定した業績番号３は、憲法学の対象として著作権をめぐる

諸問題を分析したパイオニア的業績であり、学会において当該年度の代表的研究成果とし

て高く評価されている。同じく「学術的意義」SS として挙げた業績番号７も、メスナ―の

自然法倫理学に関する我が国初の包括的研究書であり、カトリック思想をはじめとする日

本の思想世界にとって極めて有意義な業績として評価され、国際会議への招待講演を依頼

されるなど国際的にも高く評価されている。「社会・経済・文化的意義」で SS とした業績

番号２は、イギリスロマン派研究の学術的知見をもとに、脱近代の思想を通した新たな高

浜虚子論を展開したものであり、特に文化面での貢献が顕著であり第 11 回山本健吉文学

賞（評論部門）を受賞している。S として掲げた４点もそれぞれ学会誌等において高い評

価を得ている。代表的業績７点の構成に示されているように、法学、政治学、経済学およ

び学際的領域（法と経済）の成果がバランスよく生み出されている点が本学部の特色と強

みとなっている（研究業績説明書参照）。 

 他の業績も含め、研究者の自由な発想に基づく「人と社会」の領域における基盤的研究

の推進という全学的な基準にも十分応答するパフォーマンスを示している。 

 

（資料・２－１－１） 「人と社会（社文系）の科学」に関する研究業績の判断基準 
＜＜「人と社会（社文系）の科学」に関する研究業績の判断基準＞＞ 

研究業績の判断根拠表 

分科名 

（ 細 目 番

号）  

情報学フロンティア（1303）、デザイン学（1651）、生活科学（1701～1703）、科

学教育・教育工学（1801～1802）、科学社会学・科学技術史（1901）、文化財科

学・博物館学（2001）、地理学（2101）、健康・スポーツ科学（2401～2403）、子

ども学（2451）、地域研究（2701）、ジェンダー（2801）、観光学（2851）、哲学

（2901～2904）、芸術学（3001～3003）、文学（3101～3105）、言語学（3201～

3205）、史学（3301～3305）、人文地理学（3401）、文化人類学（3501）、法学（3601

～3607）、政治学（3701～3702）、経済学（3801～3807）、経営学（3901～3903）、

社会学（4001～4002）、心理学（4101～4104）、教育学（4201～4204）、社会経済

農学（7401～7402）  

区分  左記区分と判断した根拠  
学術面  社会、経済、文化面  
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SS 

●タイプＡ： 

  論文を掲載した学術誌が、付表に示す

「SS の基準」を満たしている。 

●タイプＢ： 

  同学術誌が、付表に示す「S の基準」

を満たし、かつ下記の条件の２つを満た

している。 

 ・ 学会・国際会議等において、当該業

績に関わる招待講演、基調講演を行っ

た。 

 ・ 当該業績が科学研究費補助金等の採

択に寄与した。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 10 回以上

である。 

 ・ 当該業績が書評等において高く評価

された。 

●タイプＣ： 

  同学術誌が、付表に示す「A の基準」

を満たし、かつ下記の条件を満たしてい

る。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 30 回以上

である。 

●タイプＤ： 

   出版された学術的著書又は創造的

作品にあっては、書評等が複数の全国

学会レベル以上の学術誌に掲載され、

いずれにおいても研究業績が特に高

く評価された。 

●タイプＥ： 

  論文、学術的著書又は創造的作品が、

学士院賞、卓越した水準の学会賞・学術

賞・国際賞等の受賞に寄与した。 

●タイプＫ： 

  人と社会（社文系）に関係する分野に

おいて、当該業績の利用・普及状況や地

域、産業界での応用・活用状況、政策へ

の具体的な反映状況が卓越している。 

●タイプＬ： 

  研究成果に関して国際的な賞、大臣

表彰等による顕彰がなされている、又

は、研究成果が国内のメジャーなメデ

ィア及び国外のメディアで報道されて

いる。 

●タイプＭ： 

  教科書・啓発書等が権威ある書評な

どに取り上げられている、長期にわた

り広く利用されていることから、貢献

が卓越している。 

●タイプＮ： 

  研究成果による貢献が卓越してお

り、国際的な賞、大臣表彰等による顕彰

がなされている、又は、研究成果が国内

のメジャーなメディア及び国外のメデ

ィアで報道されている。 

S 

●タイプＦ： 

  論文を掲載した学術誌が、付表に示す

「S の基準」を満たしている。 

●タイプＧ： 

  同学術誌が、付表に示す「A の基準」

を満たし、かつ下記の条件の２つを満た

している。 

 ・ 学会・国際会議等において、当該業

績に関わる招待講演、基調講演を行っ

た。 

 ・ 当該業績が科学研究費補助金等の採

択に寄与した。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 10 回以上

である。 

 ・ 当該業績が書評等において高く評価

された。 

●タイプＨ： 

  同学術誌が、付表に示す「B の基準」

を満たし、かつ下記の条件を満たしてい

る。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 30 回以上

である。 

 ●タイプＩ： 

出版された学術的著書又は創造的

作品にあっては、書評等が全国学会

レベル以上の学術誌等に掲載され、

●タイプＯ： 

  人と社会（社文系）に関係する分野に

おいて、当該業績の利用・普及状況や地

域、産業界での応用・活用状況、政策へ

の具体的な反映状況が優秀である。 

●タイプＰ： 

  研究成果が関係者から表彰されてい

る、又は、研究成果が国内のメジャーな

メディアで報道されている、又は、実用

化研究に必要な大型の競争的外部資金

の獲得に寄与している。 

●タイプＱ： 

  教科書・啓発書等が権威ある書評な

どに取り上げられている、長期にわた

り広く利用されていることから、貢献

が優秀である。 



熊本大学法学部 分析項目Ⅱ 

－3-23－ 

研究業績が高く評価された。 

●タイプＪ： 

  論文、学術的著書又は創造的作品が、

優秀な水準の学会賞・学術賞等の受賞に

寄与した。 

 

 

付表 「人と社会(社文系)の科学」の学術誌の水準判断における Impact 
Factor の下限値 

 

系 分野 分科 細目番号 

学術誌の水準判断における 

Impact Factor（IF）の下限

値 

SS S A B 

総
合
・
新
領
域
系 

情報学 情報学フロンティア 1303 2.0 1.2 0.6 0.3 

複合 

領域 

デザイン学 1651 1.0 0.6 0.3 0.15 

生活科学 1701～1703 2.0 1.2 0.6 0.3 

科学教育・教育工学 1801～1802 1.5 0.8 0.4 0.2 

科学社会学・科学技術史 1901 1.0 0.6 0.3 0.15 

文化財科学・博物館学 2001 2.0 1.2 0.6 0.3 

地理学 2101 2.0 1.2 0.6 0.3 

健康・スポーツ科学 2401～2403 2.5 1.5 0.8 0.4 

子ども学 2451 1.0 0.6 0.3 0.15 

人
文
社
会
系 

総合 

人文 

社会 

地域研究 2701 1.0 0.6 0.3 0.15 

ジェンダー 2801 1.0 0.6 0.3 0.15 

観光学 2851 1.0 0.6 0.3 0.15 

人文学 

哲学 2901～2904 1.0 0.6 0.3 0.15 

芸術学 3001～3003 1.0 0.6 0.3 0.15 

文学 3101～3105 1.0 0.6 0.3 0.15 

言語学 3201～3205 1.5 0.8 0.4 0.2 

史学 3301～3305 1.0 0.6 0.3 0.15 

人文地理学 3401 2.0 1.2 0.6 0.3 

文化人類学 3501 1.0 0.6 0.3 0.15 

社会 

科学 

法学 3601～3607 3.0 1.8 1.0 0.5 

政治学 3701～3702 1.5 0.8 0.4 0.2 

経済学 3801～3807 2.0 1.2 0.6 0.3 

経営学 3901～3903 2.0 1.2 0.6 0.3 

社会学 4001～4002 2.0 1.2 0.6 0.3 

心理学 4101～4104 3.0 1.8 1.0 0.5 

教育学 4201～4204 1.5 0.8 0.4 0.2 

生

物

系 

社会 

経済 

農学 

経営・経済農学 7401 2.0 1.2 0.6 0.3 

社会・開発農学 7402 2.0 1.2 0.6 0.3 

「B の基準」 

の追加条件 

Impact Factor が無い場合にあっては、優秀な水準と認められる査読付き学

術誌を区分 B とする。例えば、西日本哲学会等、査読体制の整った学会誌

等。 

「A の基準」 

の追加条件 

Impact Factor が無い場合にあっては、各研究領域において、特に優秀な水

準と認められる学術誌を区分 A とする。例えば、日本哲学会、日本倫理学

会、日本臨床心理学会、日本国語教育学会、日本家政学会等、各研究領域に

おいて日本を代表する学会の機関誌等（公法研究、民商法雑誌、民事訴訟雑

誌等を含む）。 

「S の基準」 

の追加条件 

例えば、Bioethics, Philosophy and Public Affairs 等、著名な国際的学

術誌。Impact Factor が無い場合にあっては、各研究領域において、卓越し

た水準と認められる学術誌を区分 S とする。 

「SS の基準」 例えば、Journal of Philosophy, Ethics, Nature等、トップクラスの国際
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の追加条件 的学術誌。Impact Factorが無い場合にあっては、各研究領域において、国

際的に定評のある学術誌を区分SSとする。 

学術的著作・

作品の追加 

条件 

学術的著作の書評及び作品の評価の学術誌への掲載については、新聞など

での書評・紹介・引用、学術書等の文献目録での記載、他者の研究史・学界

動向論文等における言及を含む。 

  
※社会経済農学の「経営・経済農学」「社会・開発農学」については、第 1 期の際の「農
業経済学」の IF 値を参考に記入。なお、本学において、該当者はなし。 

（出典：平成 27 年度熊本大学大学評価会議資料） 
 

 
（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由）著書・論文等の研究成果の公表は毎年安定した数値を示しており、とりわけ

前回の評価期間における単著の学術書の発行数（２編）に比して、本期間中の発行数は 11

編と著しく増加した。人文社会科学系の研究成果に係る評価の特色として、研究業績が最

も集約されたものとしての著書に重きが置かれることに鑑みれば、この数値は、「研究活動

の状況」とともに「研究成果の状況」として評価できる。実際、学部の代表的業績（SS３

点、S４点）はいずれも各領域で内外の高い評価を得ており、学部全体の研究力の向上を示

すものとなっている。種々の課題や問題の解決に寄与する研究成果を生み出すという本学

部の研究目的に照らして、関係者の期待を上回ると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

学部長裁量経費による研究活動の支援、地域の専門家との研究会、法学会会員による研

究会の開催などの研究活動のほか、法学部教員、大学院社会文化科学研究科教員及び大学

院法曹養成研究科教員を会員とする研究支援組織「熊本大学法学会」が発刊している学術

雑誌『熊本法学』への掲載について（前掲資料・１－１－３、p５～７）、掲載論文等の質

を向上させるため、従来の査読制を維持するとともに、投稿規定の改定を行いつつ質の向

上を目指している。また実質的で効果的な研究支援と科研費申請のインセンティブ付与の

方策として、平成 26 年度より個人研究費の配分方法を改訂し「特別研究経費」枠を創設す

るなどの工夫を加えている（前掲資料・１－１－11、ｐ10～11）。評価期間における著書・

論文・その他の学術的著述等は計 328 点、単著書は 11 点に上る（前掲資料・１－１－５、

１－１－６、p８）。さらに、研究実施体制の整備に関して特に女性教員の任用を促進し顕

著な成果を生んでいる（前掲資料・１－１－16～１－１－18、p13～14）。 

このように研究支援体制、研究会活動、研究成果の公表、研究実施体制など、研究活動

の状況は、質的に改善、向上していると判断する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

本評価期間中の単著の学術書の発行数は 11 編を数え、前回評価期間中の２編から大き

く増加した。このことは、日々の研究成果の積み重ねを土台として、全体を体系化する段

階に達したレベルの高い研究の増加を意味しており、研究成果の質の向上の現れと判断で

きる。今回選定した学部を代表する研究業績に関しても、７編のうち６編が単著の学術書

であり（第１期は９編中２編が単著書）、いずれも各領域で内外の高い評価を得ている（研

究業績説明書参照）。特に、SS に選定した３点は、各分野におけるパイオニア的業績とし

て高く評価されており、学部全体の研究力の向上を象徴するものとなっている。 

以上により、研究成果の状況は、質的に格段の改善、向上を見せていると判断できる。 
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Ⅰ 法曹養成研究科の研究目的と特徴 

 

１．研究の目的と特徴 

１）熊本大学大学院法曹養成研究科（以下、「本研究科」という。）は、専門職大学院と 
して、法理論的な関心に基づいた研究のみならず、本研究科の特徴といえる法実務的 
な関心に裏付けされた研究をも行うことを通じて、研究の成果を広く国内外に公表す

るなど、研究による知的成果を積極的に多様な形で社会に還元することで、自由かつ公

正な社会を実現することを目的とする。 
２）本研究科では、１）で述べた研究目的を達成するために、研究者の自由な発想に基づ

く個性と創造性豊かな卓越した研究を推進するとともに、社会のニーズに応える共同

研究を推進するという目標を設定している。 
３）個々の教員は、外部資金の積極的な獲得という全学の方針に従って、科研費の申請を

積極的に行うために、今年度から個人研究費に加えて科研費を申請した教員に申請経

費を上乗せすることを実施している。 
４）本研究科は、法曹養成のための専門職大学院として、従来の学部・大学院教育に比 
べて一層の教育成果を挙げることが要請されるため、法理論と実務を架橋する教育方 
法についての研究を積極的に行っている。 

５）本研究科は、臨床教育の方法の研究を前提として、臨床教育の一環として司法過疎 
地域を含む広域的な無料法律相談事業を社会貢献活動として数次にわたって継続的に 
実施するなど、教育方法を実践していく中で、地域社会における法的ニーズに応える 
顕著な寄与・貢献をしている。また、本研究科および法学部の法律学研究者と熊本県弁

護士会所属弁護士など熊本在住の法曹から構成される熊本法律研究会を本研究科附属

臨床法学教育研究センターにおいて継続的に実施していくなかで、法実務的関心に裏

付けされた研究の場を提供している。 
 

［想定する関係者とその期待］ 
以上の目的・特徴等に照らして、本研究科では、在校生及び修了者、その雇用主、 

さらには、本研究科と関係ある地域社会の法曹、自治体法務関係者、社会保険労務士等

といった関係者を想定し、対象となる在校生、修了者、及びその雇用主からは、最新の

研究成果を反映した最新の教育を行うこと、本研究科と関係ある地域社会からは本研

究科が地域の法的紛争に対する積極的な解決への関わりを行うといった期待を受けて

いる。 
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

観点 研究活動の状況 

(観点に係る状況) 

 本研究科の論文・著書等の研究業績や学会での研究発表の状況について、各教員は法理論

と法実務など学術的課題に対する主体的な関心に沿って研究を進めている。研究活動の成

果については、学術図書、専門雑誌、査読制の本研究科紀要である「熊本ロージャーナル」

（2007 年９月創刊）等において公表している。本研究科は、研究者の自由な発想に基づく

個性と創造性豊かな卓越した研究を推進するという点では、発表件数につき年度により多

少の浮き沈みがあるものの、着実な研究成果が現れている。本研究科における研究成果の全

体状況として、専任教員 18 人（H27.５.１現在）が平成 22 年度から平成 27年度までの６年

間で発表した著書・論文等の数は 180 件（学術著書と学術論文の数が 109 件）である（資

料・１－１－１、１－１－２）。それだけでなく、個々の教員の所属する学会（資料・１－

１－３）や、熊本在住の研究者・弁護士等の法曹からなる熊本法律研究会や九州法学会、あ

るいは福岡や関西等にある各専門分野単位の研究会などで、個別報告により、創造的活動の

成果を広く公表している。 

本研究科の構成員の年齢構成という観点から見ると、30 代後半から 40代前半にかけての

教員が最も大きな割合を占めている（資料・１－１－４）点で１つの特色を有し、彼らの多

くは若い時から法科大学院教育に携わりながら、研究活動の充実期を迎えていることは、研

究業績説明書に優れた研究業績として選んだものがいずれもこの年代の研究者のものであ

ることからも証明できる（研究業績説明書参照）。このように本研究科では、30 台後半から

40 代前半の本研究科の教員が牽引する形で、本研究科における研究面での特徴たる法実務

的な観点に裏打ちされた理論的研究が第一期以上にもたらされているという面がある。 

 本研究科は、臨床教育として本研究科附属臨床法学教育研究センターが地元の熊本地域

において法律相談（巡回法律相談）を実施しており（資料・１－１－５）、2013 年に実施し

た法律相談に来られた相談者に対してアンケート調査を行い、それを分析した調査報告の

成果は、熊本ロージャーナル第９号における「【調査報告】熊本県司法過疎地域における法

的紛争をめぐる現状分析」（2014 年９月）として公表している（資料・１－１－２）。これな

どは共同研究としてのアンケート調査の分析の報告であり、本研究科の特色たる実務家教

員を中心とした法律相談を踏まえた実務家教員と研究者教員の共同研究であり、本研究科

ならではのものである。また、現在本研究科附属臨床法学教育研究センターで実施している

熊本法律研究会における研究報告（資料・１－１－６）の成果を熊本ロージャーナル等に公

表している点も特筆できる。 

本研究科は、教員の科研費を年度により多少の浮き沈みはあるものの毎年度コンスタン

トに獲得しており（資料・１－１－７）、平成 27 年度から個人研究費に加えて科研費を申請

した教員に申請経費を上乗せすることを実施した結果、今年度の科研費申請者は増えてい

る（資料・１－１－８）。また、本研究科が関わっている九州・沖縄４法科大学院の教育連

携に基づく法曹養成プロジェクトとして、平成 22年度までの九州大学を研究代表者機関と

する「ポスト『ゼロ・ワン』時代の司法過疎対策の研究」、および、平成 23年度から平成 25
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年度までの鹿児島大学を研究代表者機関とする「司法サービスの新たなパラダイムとその

展開－質を重視した司法過疎対策の研究」があり、本研究科も科研費の分担金を獲得してい

る（資料・１－１－９、１－１－10）。 

また、本研究科は、自治体職員の法務課題の発見能力・分析能力を涵養することを目的

として、学生も参加できる行政の法的課題に関する研究会（以下、「夕方講座」）を熊本市

と共同で開催している。これは、熊本市と本研究科との間で締結された夕方講座に関する

「覚書き」（資料・１－１－11）に基づくものであり、本研究科の地域連携推進委員会が

主業務の一つとして所管している。近時話題となっている法改正や事例を取り上げ、自治

体職員が主体的に政策法務の可能性を探る作業（職員同士によるグループディスカッショ

ンやそれに基づく提案）や自治体の条例を行政法理論的に検討する作業を研究者の報告を

踏まえて行っている。平成 27年度第１回から第４回までの参加者は概ね 15名、第３回に

ついては、４名の学生の参加があった。研究会の議論内容は多岐にわたるが、職員側から

の研究者側への理論に関する質問に尽きることなく、研究者側からの職員側への実務に関

する質問も行われ、「クロスディスカッション」が活発に行われた。 

このほかにも、熊本県弁護士会など法曹界との協力による熊本法律研究会の継続的実施、

社会保険労務士会などと連携している雇用法研究会の開催（資料・１－１－12）など、本研

究科所属の教員による、本研究科の特色たる様々な実務に裏付けられた研究の取組みがみ

られる。 

 
（資料・１－１－１） 研究成果発表件数 

年度 
論文等発表件数（件） 

学術論文 学術著書 その他 

H22 9 6 15 

H23 12 3 11 

H24 12 15 12 

H25 14 8 10 

H26 9 4 15 

H27 14 3 8 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
 
（資料・１－１－２） 「熊本ロージャーナル」発行履歴 

号 発行年 執筆者 種別 タイトル 

第５号 

（退職記念号：

中村秀次教授、

吉田 勇教授） 

2011 年 

3 月 

山本悦夫 論説 大学の自治－人事の自治を中心として－ 

澁谷洋平 
研究 

ノート 

イギリス法における共謀罪の主観的要件について－Saik 事

件貴族院判決を中心として－ 

第６号 
2012 年 

4 月 

原島良成 論説 地方公共団体の住民－その法的地位（一） 

松永詩乃美 論説 仲裁法・法の適用に関する通則法と仲裁契約の準拠法 

千葉康博、

野口恵子 

実務 

研究 

株主総会の実務－公開会社におけるプロキシーファイトと

非公開会社における経営権争奪戦－ 

由井照二、

林 誠 

実務 

研究 
超高齢社会における信託の活用と成年後見制度の限界 
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第７号 

（退職記念号：

小野義美教授） 

2012 年 

5 月 

木崎安和 論説 
居住用建物賃貸借契約における更新料支払特約と法定更新

－最判平成 23 年 7月 15 日は何を判示したのか－ 

山根聡恵 論説 
建物賃貸借契約における修繕と原状回復の費用負担につい

て 

山本悦夫 論説 
国立大学法人における学長選出裁判と大学の自治－滋賀医

科大学、新潟大学及び高知大学における裁判を中心に－ 

佐藤陽子 論説 
治療中止に関する一考察－川崎共同病院事件を手がかりに

－ 

田村耕一 
研究 

ノート 

貸出・資金調達における担保の機能から見た実体的権利の

再検討－「生かす担保」の理論的基礎のために－ 

三谷仁美 
研究 

ノート 

新幹線鉄道騒音における騒音低減対策－宅地建物取引業者

による情報提供の可能性－ 

岡本友子 
判例 

評釈 

内縁の夫と被害者側の過失－最判平成 19・4・24 判時

1970・54－ 

小野義美 資料 最終講義：家族法改正の課題と展望 

第８号 
2013 年

10 月 

松永詩乃美 論説 仲裁条項と書式の闘い 

德永達哉 
研究 

ノート 
「日本国民統合」の「統合」とは何かを考える 

梅澤 彩 紹介 ニュージーランドにおける養育費制度 

第９号 

（退職記念号：

石橋 洋教授、

福山素士教授） 

 

2014 年 

9 月 

 

中内 哲 論説 

ドイツ真正貸借労働関係（echtes 

Leiharbeitsverhältnis)の創生とその法規制－出向命令法

理の再検討に向けた予備的作業－ 

小野義美 
研究 

ノート 
成年後見制度の現状と課題－施行 14 年の検証－ 

猿渡健司、

橋本 眞、

平田 元、

福山素士、

若色敦子 

調査 

報告 
熊本県司法過疎地域における法的紛争をめぐる現状分析 

河野憲一郎 翻訳 

ヴィクトーリア・ハルシャーギ（著）「流されるか、それ

とも流れに逆らうか」－ハンガリー民事訴訟法への異なっ

た法文化の影響－ 

濵﨑 録 翻訳 
クリストフ・トーレ（著）「消極的確認訴訟、倒産トルペ

ードおよびヨーロッパ倒産規制」 

若色敦子 資料 日本における会社法改正の現状について 

中内 哲 論説 

ドイツ真正貸借労働関係（echtes 

Leiharbeitsverhältnis)の創生とその法規制－出向命令法

理の再検討に向けた予備的作業－ 

第 10 号 

（退職記念号：

山中 至教授） 

2015 年

11 月 

河野憲一郎 論説 裁判上の企業再建手続の構造に関する一試論 

岡本洋一 
調査 

報告 

法科大学院協会による教員研修に参加して～新司法修習の

集合修習の見学および司法研修所での意見交換会を契機と

して法科大学院における法曹養成ないし研究を考える～ 

下屋貴範 
判例 

評釈 

仮の義務づけ決定に対する抗告申立事件－和歌山 ALS 訴訟

高裁決定－ 

山中 至 資料 最終講義：私の研究の原点、判決原本との出会いについて 

第 11 号 
2016 年 

3 月 

中嶋直木 論説 
制定過程における基本法 28 条 2項の文言の意義 －ゲマ

インデの「主観的な」法的地位保障の議論を契機に－ 

若色敦子 
研究 

ノート 

マンスリークレア型クレジットカード取引に抗弁の接続を

認めるべきか？ 

河野憲一郎 
研究 

ノート 

COURT-ANNEXED CONCILIATION IN JAPAN: 

Viewpoint from Japanese experience of ADR 

髙木康衣 
判例 

評釈 

株主提案権の行使が権利濫用とされた事例 

－東京高裁平成 27 年 5月 19 日判決－ 

紺屋博昭 読み物 
評議の秘密(1)－続・労働行政のあっせん制度と裁判所の

労働審判との地域的連携について－ 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
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（資料・１－１－３） 教員の所属学会名（平成 28 年１月現在）  

所属学会名 

日本私法学会、日本交通法学会、日本法社会学会、 

比較法学会、日米法学会、日本賠償科学会、医事法学会 

日本労働法学会 

日本農業法学会、九州法学会 

日本刑法学会、 

日本民事訴訟法学会、 

日本家族（社会と法）学会、ジェンダー法学会、 

日本子ども虐待防止学会、日本医事法学会、日本私法学会、 

日本法政学会、比較家族史学会、比較法学会 

日本ローエイシア友好協会、仲裁 ADR 法学会 

日本公法学会、社会保障法学会 

国際法学会、国際私法学会、国際商取引学会、 

金融法学会 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
 
（資料・１－１－４） 教員の年齢別一覧 

 
※平成 27年度末年齢   

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
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（資料・１－１－５） 無料法律相談の実施状況 

年度 日程 実施場所 相談件数 主な相談内容 

Ｈ22 

年度 

6/26 天草市牛深総合センター １３件 

離婚 

相続 

金銭貸借 

登記 

境界確定 

土地利用 

土地所有権確認 

売買 

損害賠償請求 

労災 

雇用 

自治会運営 

7/10 人吉市役所３階会議室 ６件 

11/27 天草市牛深総合センター ９件（７人） 

11/28 人吉消費生活センター ４件 

3/26 熊本市健軍文化ホール １８件 

Ｈ23 

年度 

8/18 人吉消費生活センター ７件 

8/21 天草市牛深総合センター ４件 

11/26 人吉消費生活センター ４件 

12/18 天草市牛深総合センター ８件 

12/23 熊本市健軍文化ホール １１件 

3/18 熊本市健軍文化ホール １２件 

Ｈ24 

年度 

6/16 熊本市健軍文化ホール １０件 

7/8 天草市牛深総合センター １０件 

7/13 人吉消費生活センター ７件 

11/23 熊本市健軍文化ホール １０件 

11/30 人吉消費生活センター ５件 

12/15 天草市牛深総合センター １０件 

2/22 人吉消費生活センター ４件 

3/16 熊本市健軍文化ホール ７件 

3/17 天草市牛深総合センター １１件 

Ｈ25 

年度 

5/12 天草市牛深総合センター ９件 

6/1 熊本市健軍文化ホール ５件 

6/7 人吉消費生活センター ７件 

8/23 人吉消費生活センター ５件 

9/14 熊本市健軍文化ホール ８件 

9/28 天草市牛深総合センター １１件 

2/14 人吉消費生活センター ２件 

3/1 天草市牛深総合センター ９件 

3/15 熊本市健軍文化ホール ８件(５人） 

Ｈ26 

年度 

6/7 天草市牛深総合センター ５件 

6/20 人吉消費生活センター ４件 

11/8 天草市有明町民センター ８件 

11/14 人吉消費生活センター ３件 

11/29 天草市牛深総合センター ６件 

3/20 人吉消費生活センター ９件 

3/28 熊本市健軍文化ホール ８件 

Ｈ27 

年度 

9/11 人吉消費生活センター ７件 

9/19 天草市牛深総合センター ５件 
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2/12 人吉消費生活センター ３件  

3/12 
天草市倉岳町棚底地区 

コミュニティセンター 
８件 

（出典：法曹養成研究科附属臨床法学教育研究センター資料） 

 

 
（資料・１－１－６） 熊本法律研究会の研究報告例 

 
（出典：熊本法律研究会開催通知） 

 

 

（資料・１－１－７） 科研費獲得状況 

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
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（資料・１－１－８） 科研費申請・採択率 

 
（出典：部局長等連絡調整会議及び人文社会科学系事務ユニット資料から作成） 

 
 
（資料・１－１－９） 科研費分担金の獲得状況 

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 

 

 

（資料・１－１－10） 九州・沖縄４法科大学院の教育連携に基づく法曹養成プロジェクト 
研究代表者 

所属機関 
研究課題 本研究科分担金額 

九州大学 
ポスト『ゼロ・ワン』時代の司法過疎対策の

研究 
平成 22 年度 1,150,000 

鹿児島大学 
司法サービスの新たなパラダイムとその展開

－質を重視した司法過疎対策の研究 

平成 23 年度 650,000 

平成 24 年度 400,000 

平成 25 年度 400,000 

（出典：人文社会科学系事務ユニット作成資料） 
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（資料・１－１－11） 熊本市役所との合同研究会 

 

行政の法的課題に関する合同研究会の共同開催に関する覚書 

 

 熊本市（以下「市」という。）と熊本大学大学院法曹養成研究科（以下「法科大学院」という。）と

は、行政の法的課題に関する合同研究会の開催に関し、次のように覚書を締結する。 

 

１ 市と法科大学院は、共同により、行政の法的課題に関する合同研究会（以下「研究会」という。）

を開催する。 

２ 研究会は、年間６回程度開催するものとし、必要に応じ、臨時の研究会を行うことができる。 

３ 研究会のテーマは、行政の法的課題解決のための手法の検討に関するものとする。 

４ 研究会は、熊本市役所内で開催することを基本とし、必要に応じ、熊本大学その他の会場で行う

ことができる。 

５ 研究会の参加は任意とし、開催中、参加者に事故が発生した場合には、市又は法科大学院に重大

な過失がある場合を除き、市及び法科大学院はその責任を負わないものとする。 

６ 研究会の参加者は、守秘義務を遵守し、研究会において知り得た市の業務上の秘密を第三者に開

示しないこととする。 

７ 研究会の庶務は、総務局法制課が行うこととし、研究会に参加しようとする者は、法制課に申込

を行い、その承認を経るものとする。 

８ 研究会の実施に関し、この覚書に定めのない事項については、市及び法科大学院で協議の上決す

る。 

９ この覚書の有効期間は、覚書締結の日から平成２８年３月３１日までとし、その後は、１年ごと

にこれを更新することができる。 

 

                     平成２７年２月２６日           

熊本市 

       代表者 熊本市長 大 西 一 史    

熊本大学 

 大学院法曹養成研究科長 平田 元    

 

（出典：行政の法的課題に関する合同研究会の共同開催に関する覚書） 
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（資料・１－１－12） 実務に裏付けられた研究の取組み例 

 
（出典：雇用法研究会開催通知） 

 
（水準）期待される水準を上回る。 
（判断理由） 
本研究科は、法曹養成の専門大学院として多大な教育負担を負いながらも、若手・中堅の

教員を中心に、自己の主体的関心に基づき着実に研究成果を公表することにより、在校生、

修了者、およびその雇用主に研究活動を踏まえた成果の教育活動への還元が積極的になさ

れている。法律相談の熊本ロージャーナルへの掲載は、本研究科独自の取組みとしての実務

家教員と研究者教員による共同研究の推進ということができる。研究活動活性化のため、平

成 27 年度から科研費の申請者・取得者を考慮した個人研究費の配分方式を採用しており、

その結果、申請率は増加した。また、熊本市、熊本県弁護士会、社会保険労務士会などと連

携している研究会の開催など、本研究科所属の教員により、研究成果の社会的還元が積極的

になされている。 

以上のことから、研究活動を踏まえた成果を教育活動に還元することにより、在校生、修

了者、およびその雇用主から、また、研究成果の社会的還元が積極的になされていることに

より、地域自治体・法曹界・社労士会等の各界の関係者から、それぞれ期待される水準を上

回ると判断される。 
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観点 大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認定された附置研究
所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の実施状況  

(観点に係る状況) 

該当なし 

 

(水準) 該当なし 

(判断理由) 該当なし 
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

観点 研究成果の状況(大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認
定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の成果
の状況を含めること。) 

 

(観点に係る状況) 

本研究科の研究成果の評価は、全学基準として策定した『人と社会（社文系）の科学』に

関する研究業績の判断基準」（資料・２－１－１）に沿って行った。人文社会科学系の研究

成果に係る評価の特色として、研究業績が最も集約されたものとしての著書・論文に重きが

置かれていることに鑑み、独自の業績としての価値を有する（テキスト以外の）学術著書・

学術論文に重きを置いた。同時に、同基準に示された国際性や科研費等外部資金獲得への寄

与なども選定の考慮要素とした。 

これらの判断基準に基づいて３件を選定し、提出区分としては、本研究科の主な研究成果

である著書・論文のなかで、Sに該当するもの学術面３件、社会面１件を選定した（資料：

研究業績説明書）。もとより、上記３件のほかにも、学術的に重要な著書（共著も含む）、教

科書、コンメンタール、判例評釈、学会・研究会の報告といった面で優れた研究業績が生み

出されていることはいうまでもない。 

 学術面における優れた研究業績の判断は、全学の基準に基づき、Sに該当する３件は判断

基準のタイプ G に該当するものとして評価されるものである。研究成果による学術面での

寄与の状況は、研究業績説明書に示すとおり、それぞれの領域で異なる。業績番号１は、自

治体法務・政策法務の実務的関心に裏打ちされた自治法原理の研究であり、次の業績番号２

は、国際契約・取引法実務への関心に裏打ちされた国際司法上の研究であり、さらに業績番

号３は、倒産処理実務を含む債権回収実務への関心に裏打ちされた債権回収システムにつ

いての手続的アプローチからの研究である。要は、いずれの業績も、30 代後半から 40 代前

半の中堅学者による実務的関心に裏打ちされた理論的研究であり、本研究科の教育目的で

ある理論と実務の架橋にも十分貢献しうる研究であるということができる。 

また、社会、経済、文化面における優れた研究業績に関して、上記１件以外にも、法科大

学院用テキスト・注釈書・研究書として「労働法」「消費者法」「会社事件手続法」「憲法」

「行政法」「家族法」の諸分野でそれぞれ共著として出版されており、いずれも当該分野で

高く評価されており、社会・経済面での寄与は大きいと思われる。 
 
（資料・２－１－１） 「人と社会（社文系）の科学」に関する研究業績の判断基準 

＜＜「人と社会（社文系）の科学」に関する研究業績の判断基準＞＞ 
研究業績の判断根拠表 

分科名 

（細目番号） 

情報学フロンティア（1303）、デザイン学（1651）、生活科学（1701～1703）、科学教育・

教育工学（1801～1802）、科学社会学・科学技術史（1901）、文化財科学・博物館学（2001）、

地理学（2101）、健康・スポーツ科学（2401～2403）、子ども学（2451）、地域研究（2701）、

ジェンダー（2801）、観光学（2851）、哲学（2901～2904）、芸術学（3001～3003）、文学

（3101～3105）、言語学（3201～3205）、史学（3301～3305）、人文地理学（3401）、文

化人類学（3501）、法学（3601～3607）、政治学（3701～3702）、経済学（3801～3807）、

経営学（3901～3903）、社会学（4001～4002）、心理学（4101～4104）、教育学（4201～

4204）、社会経済農学（7401～7402） 
区分 左記区分と判断した根拠 
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学術面 社会、経済、文化面 

SS 

●タイプＡ： 

  論文を掲載した学術誌が、付表に示す「SS

の基準」を満たしている。 

●タイプＢ： 

  同学術誌が、付表に示す「Sの基準」を満

たし、かつ下記の条件の２つを満たしてい

る。 

 ・ 学会・国際会議等において、当該業績に

関わる招待講演、基調講演を行った。 

 ・ 当該業績が科学研究費補助金等の採択

に寄与した。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 10 回以上であ

る。 

 ・ 当該業績が書評等において高く評価さ

れた。 

●タイプＣ： 

  同学術誌が、付表に示す「Aの基準」を満

たし、かつ下記の条件を満たしている。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 30 回以上であ

る。 

●タイプＤ： 

   出版された学術的著書又は創造的作品

にあっては、書評等が複数の全国学会レ

ベル以上の学術誌に掲載され、いずれに

おいても研究業績が特に高く評価され

た。 

●タイプＥ： 

  論文、学術的著書又は創造的作品が、学士

院賞、卓越した水準の学会賞・学術賞・国際

賞等の受賞に寄与した。 

●タイプＫ： 

  人と社会（社文系）に関係する分野にお

いて、当該業績の利用・普及状況や地域、

産業界での応用・活用状況、政策への具体

的な反映状況が卓越している。 

●タイプＬ： 

  研究成果に関して国際的な賞、大臣表彰

等による顕彰がなされている、又は、研究

成果が国内のメジャーなメディア及び国外

のメディアで報道されている。 

●タイプＭ： 

  教科書・啓発書等が権威ある書評などに

取り上げられている、長期にわたり広く利

用されていることから、貢献が卓越してい

る。 

●タイプＮ： 

  研究成果による貢献が卓越しており、国

際的な賞、大臣表彰等による顕彰がなされ

ている、又は、研究成果が国内のメジャー

なメディア及び国外のメディアで報道され

ている。 

S 

●タイプＦ： 

  論文を掲載した学術誌が、付表に示す「S

の基準」を満たしている。 

●タイプＧ： 

  同学術誌が、付表に示す「Aの基準」を満

たし、かつ下記の条件の２つを満たしてい

る。 

 ・ 学会・国際会議等において、当該業績に

関わる招待講演、基調講演を行った。 

 ・ 当該業績が科学研究費補助金等の採択

に寄与した。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 10 回以上であ

る。 

 ・ 当該業績が書評等において高く評価さ

れた。 

●タイプＨ： 

  同学術誌が、付表に示す「Bの基準」を満

たし、かつ下記の条件を満たしている。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 30 回以上であ

る。 

 ●タイプＩ： 

出版された学術的著書又は創造的作

品にあっては、書評等が全国学会レベル

以上の学術誌等に掲載され、研究業績が

高く評価された。 

●タイプＪ： 

  論文、学術的著書又は創造的作品が、優秀

●タイプＯ： 

  人と社会（社文系）に関係する分野にお

いて、当該業績の利用・普及状況や地域、

産業界での応用・活用状況、政策への具体

的な反映状況が優秀である。 

●タイプＰ： 

  研究成果が関係者から表彰されている、

又は、研究成果が国内のメジャーなメディ

アで報道されている、又は、実用化研究に

必要な大型の競争的外部資金の獲得に寄与

している。 

●タイプＱ： 

  教科書・啓発書等が権威ある書評などに

取り上げられている、長期にわたり広く利

用されていることから、貢献が優秀である。 
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な水準の学会賞・学術賞等の受賞に寄与し

た。 

 

 

付表 「人と社会(社文系)の科学」の学術誌の水準判断における Impact 
Factor の下限値 

 

系 分野 分科 細目番号 

学術誌の水準判断における 

Impact Factor（IF）の下限値 

SS S A B 

総
合
・
新
領
域
系 

情報学 情報学フロンティア 1303 2.0 1.2 0.6 0.3 

複合領域 

デザイン学 1651 1.0 0.6 0.3 0.15 

生活科学 1701～1703 2.0 1.2 0.6 0.3 

科学教育・教育工学 1801～1802 1.5 0.8 0.4 0.2 

科学社会学・科学技術史 1901 1.0 0.6 0.3 0.15 

文化財科学・博物館学 2001 2.0 1.2 0.6 0.3 

地理学 2101 2.0 1.2 0.6 0.3 

健康・スポーツ科学 2401～2403 2.5 1.5 0.8 0.4 

子ども学 2451 1.0 0.6 0.3 0.15 

人
文
社
会
系 

総合 

人文社会 

地域研究 2701 1.0 0.6 0.3 0.15 

ジェンダー 2801 1.0 0.6 0.3 0.15 

観光学 2851 1.0 0.6 0.3 0.15 

人文学 

哲学 2901～2904 1.0 0.6 0.3 0.15 

芸術学 3001～3003 1.0 0.6 0.3 0.15 

文学 3101～3105 1.0 0.6 0.3 0.15 

言語学 3201～3205 1.5 0.8 0.4 0.2 

史学 3301～3305 1.0 0.6 0.3 0.15 

人文地理学 3401 2.0 1.2 0.6 0.3 

文化人類学 3501 1.0 0.6 0.3 0.15 

社会科学 

法学 3601～3607 3.0 1.8 1.0 0.5 

政治学 3701～3702 1.5 0.8 0.4 0.2 

経済学 3801～3807 2.0 1.2 0.6 0.3 

経営学 3901～3903 2.0 1.2 0.6 0.3 

社会学 4001～4002 2.0 1.2 0.6 0.3 

心理学 4101～4104 3.0 1.8 1.0 0.5 

教育学 4201～4204 1.5 0.8 0.4 0.2 

生

物

系 

社会 

経済 

農学 

経営・経済農学 7401 2.0 1.2 0.6 0.3 

社会・開発農学 7402 2.0 1.2 0.6 0.3 

「B の基準」 

の追加条件 

Impact Factor が無い場合にあっては、優秀な水準と認められる査読付き学術誌を

区分 Bとする。例えば、西日本哲学会等、査読体制の整った学会誌等。 

「Aの基準」 

の追加条件 

Impact Factor が無い場合にあっては、各研究領域において、特に優秀な水準と認

められる学術誌を区分 Aとする。例えば、日本哲学会、日本倫理学会、日本臨床心

理学会、日本国語教育学会、日本家政学会等、各研究領域において日本を代表する

学会の機関誌等（公法研究、民商法雑誌、民事訴訟雑誌等を含む）。 

「Sの基準」 

の追加条件 

例えば、Bioethics, Philosophy and Public Affairs 等、著名な国際的学術誌。

Impact Factor が無い場合にあっては、各研究領域において、卓越した水準と認め

られる学術誌を区分 Sとする。 

「SS の基準」 

の追加条件 

例えば、Journal of Philosophy, Ethics, Nature等、トップクラスの国際的学術

誌。Impact Factorが無い場合にあっては、各研究領域において、国際的に定評の

ある学術誌を区分SSとする。 

学術的著作・作

品の追加 

条件 

学術的著作の書評及び作品の評価の学術誌への掲載については、新聞などでの書

評・紹介・引用、学術書等の文献目録での記載、他者の研究史・学界動向論文等に

おける言及を含む。 

  
※社会経済農学の「経営・経済農学」「社会・開発農学」については、第 1 期の際の「農業
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経済学」の IF 値を参考に記入。なお、本学において、該当者はなし。 
（出典：平成 27 年度熊本大学大学評価会議資料） 

 
（水準）期待される水準を上回る。 
（判断理由） 

本研究科教員は、研究業績説明書において記した３つの選定した研究業績に代表され

るように、法理論的関心をベースとしながらも、他方で、本研究科の特色と言える法実務

に裏付けられた学術的課題に関して主体的に研究を進め、学術図書、専門雑誌、本研究科

紀要の熊本ロージャーナルの他、所属学会等での報告等において実務的関心に裏打ちさ

れた理論的にも注目されるさまざまな研究成果を公表している。それは、法律家養成の専

門職大学院である法科大学院の理論と実務の架橋を目指す教育に資する研究であり、在

校生や修了生およびその雇用者から期待される水準を上回っているということができる。 
また、その研究は、学会で注目を浴びるだけでなく、その実務的関心が向けられた対象

たる地方自治体、法曹界、国際取引業界、金融業界、社労士会など各界の関係者からも注

目されている。 
以上のことから、地域自治体・法曹界等の各界の関係者から期待される水準を上回ると

判断される。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１） 分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

 本研究科教員は、法理論的関心をベースとしながらも、本研究科の特徴ともいえる法実務

に裏打ちされた学術的課題に関して研究を進め、年度によって多少のばらつきはあるもの

の、第１期中期目標期間同様、学術図書、専門雑誌、本研究科紀要のほか、所属学会等での

報告等において相当の成果を着実に公表している（前掲資料・１－１－１、１－１－２、p

４～５）。また、科研費についてはコンスタントに獲得し、平成 27年度申請は申請率が大幅

に上昇している（前掲資料・１－１－８、p９）。さらに、第１期中期目標期間より継続して

行っている巡回無料法律相談事業は、天草市の要望を受け、司法過疎が問題化している牛深

以外の２つの地区で開催し、実施範囲を拡大した（前掲資料・１－１－５、p７～８）。 

30 代後半から 40 代前半の中堅教員を中心に、若い頃からの長年にわたる法科大学院の理

論と実務を架橋する教育経験の反映として、より法実務的関心に裏打ちされた理論的研究

にシフトする形で精力的な研究活動が行われている。また、近年、若手から中堅にかけて博

士号を取得した優秀な研究業績を有する教員を採用しており、そうした中、最近では、本研

究科教員による行政や実務家等と連携した研究会が開催され、研究活動の活性化の一因と

なっている（前掲資料・１－１－11、１－１－12、p10～11）。 

以上のことから、重要な質の変化があったと判断する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

 本研究科においては、研究者個人のレベルでは、各自の学問領域における現代的課題につ

いての研究論文が全国学会誌や全国学術雑誌に掲載され、高く評価されるなど学術面で優

れた研究業績を創出している。一方、テキスト・コンメンタール等の共同執筆と判例評釈の

執筆、学会・研究会報告により、法科大学院の教育の充実・発展にフィードバックできるよ

うな研究業績を生み出しており、この他にも、自治体職員や社労士への研修等、研究内容は社

会的に還元され、研究成果の幅を着実に広げている。 
 研究業績説明書に記した研究業績に代表されるように、研究成果の中心において第１期

における 40 代～50 代の教員から第２期における若い時から法科大学院教育を経験してい

る 30 代後半から 40 代前半の中堅教員へと変化がみられ、かつ、長年にわたる理論と実務

を架橋する法科大学院教育の経験を反映させる形で、第１期に比べてより法実務的観点に

裏打ちされた理論的研究に研究成果がシフトしている。 
2013 年に実施した無料法律相談に来た相談者に対してアンケート調査を行い、それを分

析した調査報告の成果は、「【調査報告】熊本県司法過疎地域における法的紛争をめぐる現状

分析」（前掲資料・１－１－２、p４～５）として公表しており、このような研究者教員と実

務家教員による共同研究成果は本研究科ならではのものであり、社会にとって有益なもの

である。 
以上のことから、重要な質の変化があったと判断する。 
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Ⅰ 社会文化科学研究科の研究目的と特徴 

 

社会文化科学研究科は、文学部・法学部の専門領域の上に作られた学際的・総合的な博士

前期課程２年と博士後期課程３年および教授システム学専攻（博士前期・後期課程）よりな

る。 
博士前期課程（２年）: 公共政策学専攻、 法学専攻、現代社会人間学専攻、文化学専攻、

教授システム学専攻。 

博士後期課程（３年）：人間・社会科学専攻、文化学専攻、教授システム学専攻。 

 

本研究科は、現代のグローバリゼーションや科学技術の進展のもとで機能不全に陥りつ

つある従来の社会システムに代わる、新しい社会システムを構築するための理論的・実践的

研究を、関連領域との連携を踏まえて行うことを目的としている。 

本研究科ではこの目的を達成するために、多様な研究分野から重点研究課題として特に

１）先端倫理学研究、２）交渉紛争解決学、３）教授システム学の３本の柱を選定し、その

実現に向けて以下の特色ある研究体制を採用している。 
 
１．世界水準の研究を意図した共同研究を推進すると同時に、その中で国際的な研究能力を

有する人材を育成する。 
２．専門の異なる研究者間の学問的交流及び共同研究を強化する。 
３．地域・社会と連携し、研究協力を発展させ、地域文化の向上の取り組みを推進し、地域

社会の諸課題について解決策を提言できる研究者を養成する。 
４．共同研究、シンポジウム、セミナー、研究科紀要等における国際化を推進し、研究成果

の国際的な発信につとめる。 
 

[想定する関係者とその期待] 

以上の目的および特徴に照らして、本研究科では、関連領域の学会、地域社会（地方自治

体、教育関係者、在学生、修了生等）及び国際社会を主要な関係者として想定し、本研究科

の研究成果が関係者の問題解決に貢献しうるという期待を受けている。 
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

観点 研究活動の状況 

(観点に係る状況) 

 

社会文化科学研究科では、それまでの研究を発展的に継承し、平成 20 年度から次の三つ

の研究領域を拠点形成研究に選定して学際的な共同研究を行ってきた。 

 

１）「21世紀将来世代学の課題と規範モデル構築」（平成 21 年から平成 25 年） 

２）「紛争解決学・合意形成学の拠点研究」（平成 26年～） 

３） 教授システム学：（１）「社会人教育システムのイノベーション研究拠点形成」（平成

20 年度～25 年度）、（２）「教授システム学（Instructional System）の研究普及拠点

の形成―学び直しを支援する社会人教育専門家養成[短期プログラム]パッケージの

開発と普及」（平成 26 年度～） 

 
これらはいずれも際立って学際的な研究であり、地域・社会との連携を踏まえつつ国際的

な研究として大きな成果を挙げてきており、先進的学術研究とその地域への還元を使命と

する社会文化科学のあり方を示している。 

 

以下において、本研究科教員による研究活動全般を１）研究発表・研究業績、２）外的資

金等の受入状況の順に説明する。 

 

（資料・１－１－１）：研究発表・シンポジウム 

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 
計 

（教員１人当り） 

研究発表・シ

ンポジウム 
57 58 64 91 77 64 

411 

（4.89 件） 

（出典：社会文化科学研究科収集資料） 

 
本研究科教員による研究発表・シンポジウムの回数は、第２期６年間で合計 411 件、年度

平均 68.5 件、教員１人平均 4.89 件となり研究成果の活発な社会への発信が見られる。こ

れは第１期中期目標期間の教員１人平均 1.37 件のほぼ４倍にあたる。 

 
（資料・１－１－２）：研究発表・シンポジウムの海外・国内別数値 

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 
 計 

（％） 

国際学会・

研究会 
9 11 10 13 16 15 

74 

（18%） 

国内学会・

研究会 
48 47 54 78 61 49 

337 

（82%） 

（参考：第１期 国際学会 12件、国内学会 312 件であり、その比率は 3.7％である） 

（出典：社会文化科学研究科収集資料） 

 
研究発表及びシンポジウムに占める国際学会・研究会での発表の割合は 18％である。 

第１期の 3.7％と比べると、研究発表の国際化が大幅に進んでいることがわかる。 
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（資料・１－１－３） :社会文化科学研究科主催の会議・シンポジウム・講演会 

年度 開催数 計 

22 年度 15(3) 

 

        47(7) 

 

 

23 年度 10(1) 

24 年度 7(1) 

25 年度 6(1) 

26 年度 5(1) 

27 年度 4(0) 

（カッコ内は、国際会議（シンポジウム・セミナー）の開催回数） 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（資料・１－１－４）  本研究科主催・共催による共同国際会議 

１）ユネスコとの共同国際会議： 

The UNESCO-Kumamoto University Bioethics Roundtable 

Peace through Bioethics: Dialogue on Consensus and Policymaking 

（平成２２年（第４回）～平成２７年（第９回）まで毎年 1回、５回開催） 

２）国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）との共同国際会議： 
UNU-IAS / Kumamoto University Joint Workshop―Finding Future Visions for a 

Sustainable World: Dialogue Methodology for Social Change.  

（平成２５年（第 1回）、平成２６年（第２回）） 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 
（資料・１－１－５）：社会文化科学研究科教員主催の学会及び研究会 

年度 開催数 計 

22 年度 1 

 

 

 

31 

 

 

 

23 年度 1 

24 年度 2 

25 年度 5 

26 年度 8 

27 年度 14 

（出典：社会文化科学研究科収集資料） 
 

（資料・１－１－１）から、第１期に比べ、本研究科教員による研究発表が大幅に増加し

たこと、しかも、（資料・１－１－２）から、国際学会での発表がより活発になったことが

見てとれる。同時に（資料・１－１－５）からは、報告、司会、コメンテーターなどの役割
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で活発な活動が継続されていることがわかる。また（資料・１－１－３）の件数には、（資

料・１－１－４）の共同国際会議のような大規模な国際会議が含まれており、本研究科が目

指す国際的研究拠点の形成という目標が実現されている。 
 
次に、本研究科教員による研究活動の具体的な成果は、論文、著書、教科書・啓発書、翻

訳、新聞・雑誌記事、その他（辞書ほか）の分類で見てみると、以下のようになる。 
 

（資料・１－１－６）：社会文化科学研究科教員による研究成果 
 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 計 

論文 11 15 12 22 16 13 89 

著書 4 3 3 4 1 6 21 

教科書・ 

啓発書 
3 0 1 0 0 2 6 

翻訳 1 0 0 1 2 8 12 

新聞・雑誌

投稿 
2 3 2 2 4 5 18 

その他 

（辞書ほか） 
1 0 0 0 4 2 7 

計 22 21 18 29 27 36 153 

                        （出典：社会文化科学研究科収集資料） 
 
本研究科専任教員 14 名は、過去６年間の平均では、教員１人あたり、毎年 1.8 件の論文・

著書を執筆している。これは第１期の 1.5 件に比べわずかに増加している。その多くが文系

研究者による単著の著作であることを考慮すると、平成 27年度の著書６件というのは、過

去６年間で最多であり、研究業績の積極的な発信が継続されている。また教科書・啓発書、

翻訳、新聞・雑誌への投稿件数が多いのも、本研究科ならではの地域文化の向上、地域への

情報発信の成果である。 
 

続いて、研究資金の受け入れ状況を示す。まず拠点研究は以下の通りである。 

 

（資料・１－１－７） 拠点研究費採択状況                      

（単位：千円） 

受入年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

金額 5,000 5,000 5,000 5,000 10,000 10,000 

（参考：平成 18 年度 2,000、平成 19 年度 2,000、平成 20年度 3,000、平成 21年度 3,000） 

   （出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 
拠点形成研究は、本研究科の３つの重点研究領域（生命倫理、紛争解決学・合意形成学、

教授システム学）を成すが、その採択研究費の推移は、平成 18 年度から 21 年度までは、

200 万円から 300 万円であったものが、平成 22年度以降は 500 万円、26年度以降はさらに

1000 万円まで増加している。 
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（資料・１－１－８） 科学研究費補助金の採択数  
                （件） 

  22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

主任研究者 6(2) 10(2) 10(4) 5(1) 7(1) 7(1) 

分担研究者 6(2) 8(3) 11(6) 9(6) 7(6) 9(6) 

計 12(4) 18(5) 21(10) 14(7) 14(7) 16(7) 

（カッコ内の数字は教授システム学所属の教員による採択数） 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（資料・１－１－９） 科学研究費補助金の採択状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（参考：平成 18年度２件（860,000 円）、平成 19年度４件（2,910,000 円）、平成 20 年度

６件（8,900,000 円）、平成 21 年度９件（12,201,778 円）） 

  （出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

科学研究費補助金は、第２期６年間にわたり、基盤研究（A）は平均して２件、基盤研究

（B）は５件以上とコンスタントに獲得できている（資料・１－１－９）。年平均獲得金額は、

平成 18 年度から 21 年度までが約 6,217,000 円であるのに対して、平成 22 年度から 27 年

度までは、18,203,000 円とおよそ３倍に増えている。なお、採択件数・金額が平成 23年度、

24 年度をピークに減少しているが、これは平成 25 年度から 26 年度にかけて、例年科学研

究費補助金を獲得していた教員が３名定年退職したことの影響と思われる。 

 

（資料・１－１－10） 寄附金受入状況 

（単位：千円） 

受入年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

金額 800 2,410 600 0 500 0 

（参考：平成 18 年度～平成 21年度での寄附金受入はなし） 
（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 
寄附金は先端倫理学を中心にかなりの金額を獲得している。平成 18 年度～平成 21 年度

での寄附金受入はなく、ここでも科学研究費補助金と同様に、大幅な外部資金が獲得できて

いる。なお採択件数・金額が平成 23 年度をピークに減少しているが、これは上で述べた科

学研究費補助金採択状況と同じ理由によると思われる。 

 
 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

基盤研究(A) 2 600,000 2 600,000 3 1,070,000 3 1,100,000 1 500,000 2 10,972,000 13 14,842,000

基盤研究(B) 5 8,700,000 8 17,400,000 9 17,260,000 5 7,500,000 5 3,380,000 6 3,830,000 38 58,070,000

基盤研究(C) 2 960,000 3 1,080,000 4 3,150,000 4 2,450,000 6 4,484,470 5 5,120,000 24 17,244,470

若手研究(B) 1 900,000 1 1,000,000 1 1,200,000 1 2,265,241 1 500,000 5 5,865,241

挑戦的萌芽研究 2 2,100,000 5 5,300,000 3 2,400,000 1 300,000 11 10,100,000

研究活動スタート支援 1 1,100,000 1 1,000,000 2 2,100,000

特別研究員奨励費 0 0
地域医療基盤開発推進研究事業 1 500,000 1 500,000 2 1,000,000

計 12 13,260,000 18 24,380,000 21 25,380,000 14 12,750,000 14 11,729,711 16 21,722,000 95 109,221,711

計平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
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本研究科では、教員および大学院生の研究発表の場として毎年『熊本大学社会文化研究』

を発行している：第８号（平成 22年度）～第 13号（平成 26 年度）。各巻平均 400 頁に及ぶ

大部の査読制紀要である。さらに英文紀要 International Journal of Social and Cultural 

Studies（平成 19 年度に創刊）を年に一回発行している。これは、本学の「スーパーグロー

バル大学創世支援事業」とも歩調を合わせ、留学生等のニーズを含め、今後の教育と研究の

国際化推進の一翼を担う活動である。 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由）  
研究発表・シンポジウムの件数が大幅に増加している（前掲資料・１－１－１、１－１－

２、p３）。なかでも本研究科主催の国際会議をはじめとして、研究発表・シンポジウムに占

める国際学会・研究会の増加が顕著であり、研究活動の国際化が進んでいる（前掲資料・１

－１－２、１－１－４、p３～４）。また、論文・著書などの研究成果も増加傾向にある（前

掲資料・１－１－６、p５）。このような本研究科の活発な研究活動は、拠点研究費（前掲資

料・１－１－７、p５）、科学研究費補助金（前掲資料・１－１－８、１－１－９、p６）、寄

附金（前掲資料・１－１－10、p６）など大学内外の研究助成金採択の増加によって支えら

れており、両者には相乗効果の関係が見られる。以上の理由により想定する関係者の期待を

上回ると判断する。 

 

 

観点 大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認定された附置研究
所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の実施状況  

(観点に係る状況) 

該当なし 

 

(水準) 該当なし 

 

(判断理由) 該当なし 
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

観点 研究成果の状況(大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認
定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の成果
の状況を含めること。) 

(観点に係る状況) 

 社会文化科学研究科の研究成果の評価(SS/S)は、判断基準として大学における全学基準

の中の「『人と社会(社文系)の科学』に関する研究業績の判断基準」を用いて行った。 

 

（資料・２－１－１）：「人と社会（社文系）の科学」に関する研究業績の判断基準 
＜＜「人と社会（社文系）の科学」に関する研究業績の判断基準＞＞ 

研究業績の判断根拠表 

分科名 

（細目番号） 

情報学フロンティア（1303）、デザイン学（1651）、生活科学（1701～1703）、科学教育・教育工学（1801

～1802）、科学社会学・科学技術史（1901）、文化財科学・博物館学（2001）、地理学（2101）、健康・ス

ポーツ科学（2401～2403）、子ども学（2451）、地域研究（2701）、ジェンダー（2801）、観光学（2851）、

哲学（2901～2904）、芸術学（3001～3003）、文学（3101～3105）、言語学（3201～3205）、史学（3301～

3305）、人文地理学（3401）、文化人類学（3501）、法学（3601～3607）、政治学（3701～3702）、経済学

（3801～3807）、経営学（3901～3903）、社会学（4001～4002）、心理学（4101～4104）、教育学（4201～

4204）、社会経済農学（7401～7402） 

区分 左記区分と判断した根拠 
学術面 社会、経済、文化面 

SS 

●タイプＡ： 

  論文を掲載した学術誌が、付表に示す「SS の基準」

を満たしている。 

●タイプＢ： 

  同学術誌が、付表に示す「S の基準」を満たし、

かつ下記の条件の２つを満たしている。 

 ・ 学会・国際会議等において、当該業績に関わる

招待講演、基調講演を行った。 

 ・ 当該業績が科学研究費補助金等の採択に寄与し

た。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 10 回以上である。 

 ・ 当該業績が書評等において高く評価された。 

●タイプＣ： 

  同学術誌が、付表に示す「A の基準」を満たし、

かつ下記の条件を満たしている。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 30 回以上である。 

●タイプＤ： 

   出版された学術的著書又は創造的作品にあっ

ては、書評等が複数の全国学会レベル以上の学術

誌に掲載され、いずれにおいても研究業績が特に

高く評価された。 

●タイプＥ： 

  論文、学術的著書又は創造的作品が、学士院賞、

卓越した水準の学会賞・学術賞・国際賞等の受賞に

寄与した。 

●タイプＫ： 

  人と社会（社文系）に関係する分野において、当

該業績の利用・普及状況や地域、産業界での応用・

活用状況、政策への具体的な反映状況が卓越してい

る。 

●タイプＬ： 

  研究成果に関して国際的な賞、大臣表彰等による

顕彰がなされている、又は、研究成果が国内のメジ

ャーなメディア及び国外のメディアで報道されて

いる。 

●タイプＭ： 

  教科書・啓発書等が権威ある書評などに取り上げ

られている、長期にわたり広く利用されていること

から、貢献が卓越している。 

●タイプＮ： 

  研究成果による貢献が卓越しており、国際的な

賞、大臣表彰等による顕彰がなされている、又は、

研究成果が国内のメジャーなメディア及び国外の

メディアで報道されている。 

S 

●タイプＦ： 

  論文を掲載した学術誌が、付表に示す「Sの基準」

を満たしている。 

●タイプＧ： 

  同学術誌が、付表に示す「A の基準」を満たし、

かつ下記の条件の２つを満たしている。 

 ・ 学会・国際会議等において、当該業績に関わる

招待講演、基調講演を行った。 

 ・ 当該業績が科学研究費補助金等の採択に寄与し

た。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 10 回以上である。 

●タイプＯ： 

  人と社会（社文系）に関係する分野において、当

該業績の利用・普及状況や地域、産業界での応用・

活用状況、政策への具体的な反映状況が優秀であ

る。 

●タイプＰ： 

  研究成果が関係者から表彰されている、又は、研

究成果が国内のメジャーなメディアで報道されて

いる、又は、実用化研究に必要な大型の競争的外部

資金の獲得に寄与している。 

●タイプＱ： 
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 ・ 当該業績が書評等において高く評価された。 

●タイプＨ： 

  同学術誌が、付表に示す「B の基準」を満たし、

かつ下記の条件を満たしている。 

 ・ 当該業績の被引用回数が 30 回以上である。 

 ●タイプＩ： 

出版された学術的著書又は創造的作品にあっ

ては、書評等が全国学会レベル以上の学術誌等

に掲載され、研究業績が高く評価された。 

●タイプＪ： 

  論文、学術的著書又は創造的作品が、優秀な水準

の学会賞・学術賞等の受賞に寄与した。 

  教科書・啓発書等が権威ある書評などに取り上げ

られている、長期にわたり広く利用されていること

から、貢献が優秀である。 

 

 

付表 「人と社会(社文系)の科学」の学術誌の水準判断における Impact 
Factor の下限値 

 

系 分野 分科 細目番号 

学術誌の水準判断における 

Impact Factor（IF）の下限値 

SS S A B 

総
合
・
新
領
域
系 

情報学 情報学フロンティア 1303 2.0 1.2 0.6 0.3 

複合領域 

デザイン学 1651 1.0 0.6 0.3 0.15 

生活科学 1701～1703 2.0 1.2 0.6 0.3 

科学教育・教育工学 1801～1802 1.5 0.8 0.4 0.2 

科学社会学・科学技術史 1901 1.0 0.6 0.3 0.15 

文化財科学・博物館学 2001 2.0 1.2 0.6 0.3 

地理学 2101 2.0 1.2 0.6 0.3 

健康・スポーツ科学 2401～2403 2.5 1.5 0.8 0.4 

子ども学 2451 1.0 0.6 0.3 0.15 

人
文
社
会
系 

総合人文社会 

地域研究 2701 1.0 0.6 0.3 0.15 

ジェンダー 2801 1.0 0.6 0.3 0.15 

観光学 2851 1.0 0.6 0.3 0.15 

人文学 

哲学 2901～2904 1.0 0.6 0.3 0.15 

芸術学 3001～3003 1.0 0.6 0.3 0.15 

文学 3101～3105 1.0 0.6 0.3 0.15 

言語学 3201～3205 1.5 0.8 0.4 0.2 

史学 3301～3305 1.0 0.6 0.3 0.15 

人文地理学 3401 2.0 1.2 0.6 0.3 

文化人類学 3501 1.0 0.6 0.3 0.15 

社会科学 

法学 3601～3607 3.0 1.8 1.0 0.5 

政治学 3701～3702 1.5 0.8 0.4 0.2 

経済学 3801～3807 2.0 1.2 0.6 0.3 

経営学 3901～3903 2.0 1.2 0.6 0.3 

社会学 4001～4002 2.0 1.2 0.6 0.3 

心理学 4101～4104 3.0 1.8 1.0 0.5 

教育学 4201～4204 1.5 0.8 0.4 0.2 

生

物

系 

社会経済農学 

経営・経済農学 7401 2.0 1.2 0.6 0.3 

社会・開発農学 7402 2.0 1.2 0.6 0.3 

「B の基準」 

の追加条件 

Impact Factor が無い場合にあっては、優秀な水準と認められる査読付き学術誌を区分 Bとす

る。例えば、西日本哲学会等、査読体制の整った学会誌等。 

「Aの基準」 

の追加条件 

Impact Factor が無い場合にあっては、各研究領域において、特に優秀な水準と認められる学

術誌を区分 Aとする。例えば、日本哲学会、日本倫理学会、日本臨床心理学会、日本国語教育

学会、日本家政学会等、各研究領域において日本を代表する学会の機関誌等（公法研究、民商

法雑誌、民事訴訟雑誌等を含む）。 

「Sの基準」 例えば、Bioethics, Philosophy and Public Affairs 等、著名な国際的学術誌。Impact Factor
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の追加条件 が無い場合にあっては、各研究領域において、卓越した水準と認められる学術誌を区分 Sとす

る。 

「SS の基準」 

の追加条件 

例えば、Journal of Philosophy, Ethics, Nature等、トップクラスの国際的学術誌。Impact 

Factorが無い場合にあっては、各研究領域において、国際的に定評のある学術誌を区分SSとす

る。 

学術的著作・作品 

の追加条件 

学術的著作の書評及び作品の評価の学術誌への掲載については、新聞などでの書評・紹介・引

用、学術書等の文献目録での記載、他者の研究史・学界動向論文等における言及を含む。 

 
※社会経済農学の「経営・経済農学」「社会・開発農学」については、第 1期の際の「農業
経済学」の IF値を参考に記入。なお、本学において、該当者はなし。 
 
（出典：熊本大学評価会議資料：「法人評価 自己評価書作成要領」平成 26年５月 23日付 

pp. 11―12） 

 
研究業績（前掲資料・１－１－６、p５）の中から、以下に評価の高い研究成果計 12件を

選び出し、「学術面」と「社会、経済、文化面」に分けて SS評価あるいは S評価を行った。 
 
（資料・２－１－２①）：SS 評価及び S評価研究業績数 
 

 SS S 計 

学術面 １ ５ ６ 

社会、経済、文化面 0 ６ ６ 

計 １ １１ １２ 

（出典：社会文化科学研究科収集資料） 

 

 SS 評価及び S評価された研究業績 12件(学術面６件、社会・経済・文化面６件)は、本研

究科教員 14 名の 85％にあたり、第１期の 38％に比べると大きく改善している。その中か

ら、以下に、ｐ５-３に挙げた３つの拠点形成研究を中心に、優れた成果を収めた研究８点

を挙げる。 

 

（資料・２－１－２②）：SS 評価及び S評価研究業績例 
（本研究科所属教員の氏名はアンダーラインで表示） 
 
Ａ．「２１世紀将来世代学の課題と規範モデル構築」 
１）高橋隆雄（編著）『将来世代学の構想』（九州大学出版会 平成２４年） 
（研究業績説明書、業績番号２参照）【学術面Ｓ】 

２）高橋隆雄『「共災」の論理』（九州大学出版会 平成２５年） 
（熊本日日新聞および西日本哲学会年報に書評が掲載された。また、国内の大学のみなら

ず、台湾の高雄大学、長栄大学から依頼があり本書に関する講演を行った）【学術面Ｓ】 
 
Ｂ．「紛争解決学・合意形成学の拠点」 
３）Akiko Ishihara, et al.: Peace building through Restorative Dialogue and 

Consensus Building after the TEPCO Fukushima 1st Nuclear Reactor Disaster. 

Eubios Journal of Asian and International Bioethics. 22 (3)：117-123, 2012. 

（国連大学と熊本大学の共催の国際会議で高い評価をうけた発表を論文化したもの）

【社会、経済、文化的面Ｓ】 



熊本大学社会文化科学研究科 分析項目Ⅱ 

－5-11－ 

４）安川文朗・石原明子編 『現代社会と紛争解決学―学際的理論と応用』（ナカニシヤ

出版、平成２６年）（研究業績説明書、業績番号３参照）【社会、経済、文化面Ｓ】 
 

Ｃ．「教授システム学」 

５）根本淳子・柴田善幸・鈴木克明『学習デザインの改善と学習の深化を目指したデザイ

ン研究アプローチを用いた実践』（日本教育工学会論文誌、３５巻/３号、平成２３年）

（研究業績説明書、業績番号１参照）【学術面ＳＳ】 

６）Kai, K., Nemoto, J., Matsuba, R., Goda, Y., &, Suzuki, K. (2014.12.1)： 

Framework to Refashion Existing Drill Materials to Support Japanese Language 

Learners: Enhancement of Meaningful Practice with Motivation, Inputting, and 

Outputting. Doctoral Student Consortium (DSC) Proceedings of the 22nd 

International Conference on Computers in Education ICCE 2014, Nara, Japan, 

29-32.（日本語自主学習プログラムの新たな枠組みを提唱したもの。SciVal に掲載

された）【学術面Ｓ】 
 
Ｄ．それ以外の研究領域（社会学） 
７）中川輝彦『インフォームド・コンセントの社会学的研究』（世界思想社、平成２２年）。

（日本保健医療社会学会『保健医療社会学論集』２１巻２号で書評された）【社会、経

済、文化的面Ｓ】 
８）岩田奇志『企業経営行動と文化：マレーシアにおけるエスニック集団の企業経営行動：

比較分析』（文眞堂、平成 24 年）（『世界経済評論』２０１２年１１月６日への書評

の掲載）【社会、経済、文化面Ｓ】 

（出典：社会文化科学研究科収集資料） 

 
(水準) 

期待される水準を上回る。 

 

(判断理由)  
（資料・２－１－２①、②）から分かるとおり、本科学研究科は、先端倫理学、紛争解決

学、そして教授システム学において、論文・著書において質の高い研究成果を発表し、学術

の発展に貢献している点が、学会および社会から高い評価を受けている。特に SS と評価し

た教授システム学領域に属する業績５）は、インパクトファクターが導入されていない人文

科学分野の中で、極めて高い研究レベルを示している。また S と評価した業績１）と４）

は、それぞれ先端倫理学、紛争解決学に属するが、前者は、社会学、歴史学、文化人類学的

方法論を踏まえている点でユニークであり、後者は、この領域における長年の研究蓄積を踏

まえて「理系」「文系」の垣根を越え「将来未来学」を志向している点が特筆できる。以上

に理由により、想定する関係者の期待を上回ると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

 

（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

第１期中期目標期間と比較して、第２期６年間において、拠点研究費、科学研究費補助金、

寄附金が大幅に増加し（前掲資料・１－１－７、１－１－９、１－１－10、p５～６）、それ

が研究活動の活性化をもたらしている。また研究発表・シンポジウムが積極的に開催されて

いる（前掲資料・１－１－１、１－１－２、p３）。なかでも本研究科主催の国際会議をはじ

めとして、研究発表・シンポジウムに占める国際学会・研究会の増加が顕著であり、研究活

動の国際化が進んでいる（前掲資料・１－１－２～１－１－４、p３～４）。また、論文・著

書などの研究成果も増加傾向にある（前掲資料・１－１－６、p５）。以上のことから、重要

な質の変化があったと判断する。 
 

（２）分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

第１期中期目標期間と比較して、第２期６年間において、（前掲資料・２－１－２①、②、

p10～11）において説明したように、とくに先端倫理学、紛争解決学、教授システム学、そ

して社会学において、「学術面」と「社会、経済、文化的面」の両面において、優れた研究

成果を挙げ、国内外の学会・地域社会から高い評価を受けている。これらの研究はそのいず

れもが、直接的、間接的に現代社会の諸問題の解決や地域社会への貢献に資する方向性を拡

大しており、重要な質の変化があったと判断する。 

 



熊本大学理学部等 

－6-1－ 

 
 
 
 
 

６．理学部、工学部、自然科学研究科、

 沿岸域環境科学教育研究センター、

 先進マグネシウム国際研究センター 
 
 
 

Ⅰ 理学部、工学部、自然科学研究科、沿岸域環境科学教育研究 

センター、先進マグネシウム国際研究センターの研究目的 

と特徴 ・・・・・・・・・・・・・・・６－２ 

Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 ・・・・・６－４ 

    分析項目Ⅰ 研究活動の状況 ・・・・・６－４ 

    分析項目Ⅱ 研究成果の状況 ・・・・・６－26 

Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・・・６－32 
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Ⅰ 理学部、工学部、自然科学研究科、沿岸域環境科学教育研究センター、先進
マグネシウム国際研究センターの研究目的と特徴 

 

1. 理学部・工学部・自然科学研究科は、地球環境共生と活力ある社会の持続的発展に貢献

する自然科学とその応用技術の高度な学術研究拠点(COE)の構想を目指し、理学部及び工

学部の連携・協力により、独創的かつ先導的な学術研究と社会的要請に応える応用研究

を推進し、科学技術の総合的な深化と新科学・科学技術創成、並びに大学院の個性化を

達成するために、次の４項目を研究目的とした。 

１） 理学と工学に跨る異分野融合の学際的研究の推進により、科学技術を総合的に深化

させるとともに、新たな学術領域を開拓する。 

２） 国際水準の質の高い基礎研究、先見性と創造性に富んだ萌芽的研究、並びに地球環

境共生と活力ある社会の持続的発展に貢献する実践的な応用研究を推進し、社会の

多様な要請に応える。 

３） 国際的に卓越した先導的研究を推進して大学院の個性化を図るとともに、国内外と

の共同研究体制を整備し、卓越した国際的研究拠点として先導的役割を果たす。 

４） 産学官連携の推進等により、開かれた大学院として、地域社会の振興に貢献する。 

2. ミッションの再定義において、（１）基礎生命科学及び化学分野、（２）地下水環境分野、

（３）マグネシウム合金を中心とした材料工学分野、（４）パルスパワー・衝撃エネルギ

ー分野に強みがあるとされた。（３）については平成 23 年に学内共同教育研究施設「先

進マグネシウム国際研究センター」を、（４）については平成 25 年に全学研究所「パル

スパワー科学研究所」を設立した。 

3. 教員組織は、自然科学研究科（平成 27年５月 1日現在 215 名）、工学部（１名）、沿岸域

環境科学教育研究センター（４名）、先進マグネシウム国際研究センター（４名）からな

る。自然科学研究科教員の内、67名が理学系、９名が複合新領域科学系、139 名が工学

系の大学院教育に従事している。 

4. 沿岸域環境科学教育研究センターは、国内最大面積の干潟・浅海域を有する有明海・八

代海を中心とする干潟沿岸域の自然環境や社会環境について基礎科学から応用科学まで

の幅広い研究を行うことで、有明海・八代海における沿岸域環境科学研究の中心となる

ことを目的とし、国や地元自治体と広く連携をしている点に特徴がある。 

5. 先進マグネシウム国際研究センターは、従来にない優れた強度と耐熱性・不燃性を持つ

革新的なマグネシウム合金（KUMADAI マグネシウム合金）に関する先端的な研究を行う

ことで、この分野における世界的研究拠点になることを目的としており、国内のみなら

ず世界の企業から注目されている点に特徴がある。 

6. 自然科学国際共同研究拠点を構成する各プロジェクトは、既存の学問領域を超えた新た

なパラダイムの創出を目的としており、分野横断的な研究領域にその特徴がある。 

 

[想定する関係者とその期待] 

1. 在籍する学生とその家族、入学希望者や卒業生からは、世界的な研究拠点であるととも

に地域の知の拠点を形成し、発展させることが期待されている。 

2. 各研究分野に関連の学協会及びその構成員からは、研究領域の発展に寄与することが大
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いに期待されている。 

3. 地域コンソーシアムを中心とする各高等教育機関や、国や地方自治体からは、地域連携

の中核的研究組織として期待されている。特に、沿岸域環境科学教育研究センターは沿

岸域の保全に関する研究や施策提言を、先進マグネシウム国際研究センターは「くまも

と次世代 Mg 合金実用化プラットホーム」の中心機関として実用化研究を推進すること

が期待されている。 

4. 産学官関係者、共同研究先、研究資金提供組織からは、世界的な研究拠点であるととも

に地域の知の拠点であることが期待されている。沿岸域環境科学教育研究センターには、

閉鎖海域保全に関する研究を市民・環境保護団体から、水産資源に関する研究を漁業者

から期待されており、先進マグネシウム国際研究センターには国内外の企業から共同研

究の推進や事業化支援が期待されている。 

5. 先進マグネシウム国際研究センターには、国内外の研究組織から全国的な研究者ネット

ワークの構築や、北米欧州のマグネシウム研究機関や国際的企業から国際共同研究の推

進が期待されている。 

6. 就職先や国民からは、教育研究分野および産業界における中核的人材として卒業生が活

躍することが期待されている。 
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

観点 研究活動の状況 

(観点に係る状況) 

●研究実施状況 

［特色ある研究等の推進］ 

ミッションの再定義において（１）基礎生命科学及び化学分野、（２）地下水環境分野、

（３）マグネシウム合金を中心とした材料工学分野、（４）パルスパワー・衝撃エネルギー

分野に強みがあるとされた。（２）は地下水環境リーダー育成国際共同教育拠点及び沿岸域

環境科学教育研究センターとの連携、（３）は先進マグネシウム国際研究センター、（４）は

パルスパワー科学研究所と連携し、研究を展開している。 

 特に、先進マグネシウム国際研究センターが保有する高性能 Mg 合金に関連する先進技術

を東アジア発の主幹技術とし、素材製造基盤技術を開発するための学術基盤となる環黄海

域マグネシウムネットワーク（YSR Mg Network）の構築や、オープンラボによる環黄海域国

際研究の推進に特徴がある。 

 

［拠点形成］ 

 熊本大学拠点形成研究として平成 26年から７件のプロジェクト（資料・１－１－１）を

実施し、先端マグネシウム国際研究センターの発足や平成 22 年度採択 CREST「地域水循環

を踏まえた地下水持続利用システムの構築」（資料・１－１－２）との連携、地下水分野の

拠点化を支えた（資料・１－１－３）。また、自然科学国際共同拠点で 10件の国際共同研究

プロジェクト（資料・１－１－４）を推進し、2014 年度単年度に国際共著論文 38 件の発表

と、学会賞１件を受賞している（資料・１－１－５）。 
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（資料・１－１－１）：熊本大学拠点研究（対象部局関係者分のみ朱枠：抜粋） 

 

 

 

 

 

   理学系２件     工学系３件     沿岸１件     マグネ１件 

（出典：http://poie.kumamoto-u.ac.jp/page3/ 熊本大学大学院先導機構 

ウェブページより抜粋。平成 27 年 10 月） 

 

  
 

 

 

   



熊本大学理学部等 分析項目Ⅰ 

－6-6－ 

（資料・１－１－２）： CREST「地域水循環を踏まえた地下水持続利用システムの構築」ホ

ームページ 

（出典：http://accafe.jp/kumamoto_crest/index.php?FrontPage CREST「地域水循環を

踏まえた地下水持続利用システムの構築」ホームページより抜粋。平成 28年１月） 
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（資料・１－１－３）：「地下水資源の持続戦略的利用を実現する流域圏グランドデザイン研

究」拠点形成研究キックオフ・シンポジウム 

 

 （出典：キックオフ・シンポジウム会告パンフレット） 
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（資料・１－１－４）：2014 年度自然科学国際共同研究拠点の研究テーマ及び研究代表者 

 

 

      理学系５件     工学系５件 

（出典：大学院先導機構国際共同研究グループ 2014 年度報告書より抜粋） 

 

  

ｃｃｖｃｖｃｖｃｖ 
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（資料・１－１－５）：2014 年度自然科学国際共同研究拠点の国際共著論文（抜粋） 
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（出典：大学院先導機構国際共同研究グループ 2014 年度報告書より抜粋） 
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［産学連携］ 

共同研究件数は第１期と同程度であるが、経費は年平均８％増加している（資料・１－１

－６）。先進マグネシウム国際研究センターは、国内企業と産学ネットワークを形成し共同

研究を積極的に推進しており、件数・経費ともに増加している。 

 

（資料・１－１－６）：共同研究の状況（研究経費及び件数） 

   

 
 
 

（出典：教授会等資料より作成。平成 28 年４月作成） 
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［地域連携］  

受託研究件数は第１期に比し 30％以上増加し、経費も 60％以上増加している（資料・１

－１－７）。先進マグネシウム国際研究センターは、地域結集型研究開発プログラムで整備

した世界トップクラスの研究設備を引き継ぎ「くまもと次世代 Mg 合金実用化プラットホー

ム」の中心研究機関として実用化研究を推進している。また、地元企業の不二ライトメタル

㈱の量産実証工場における事業化を支援するため、包括的連携協定を締結して実用化研究

開発を組織的に支援している。 

沿岸域環境科学教育研究センターは、文部科学省特別経費「生物多様性のある八代海沿岸

海域環境の俯瞰型再生研究プロジェクト」（平成 23 年度から５ヶ年）に基づく研究成果を通

じ、八代海沿岸地域における地方公共団体からの受託研究や国の諮問委員会への参画など

を通じ連携を行っている。地下水分野では、くまもと地下水財団との共同研究（平成 26年

から総額 1995 万円）を実施している。 
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（資料・１－１－７）：受託研究の状況（研究経費及び件数）  

  

 

（出典：教授会等資料より作成。平成 28 年４月作成） 

 

［国際連携］ 

海外の学術協定校を中心に各分野で国際共同研究を推進している。具体的には、先進マグ

ネシウム国際研究センターは、東アジアネットワーク各研究機関との連携（資料・１－１－

８）や北米欧州の卓越したマグネシウム研究機関との連携を推進している。さらに、米国企

業との国際共同研究も推進している（資料・１－１－９）。また、大学院先導機構国際共同

研究の活動を通じ、研究グループ単位での共同研究実施協定を 2014 年に 11 件締結した（資

料・１－１－10）。さらにナノ分野で仏ボルドー大学に共同研究拠点を設置した（資料・１
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－１－11）。 

 

（資料・１－１－８）： 先進マグネシウム国際研究センターの東アジアネットワーク 

 

（出典： http://www.mrc.kumamoto-u.ac.jp/international/ 先進マグネシウム 

国際研究センターウェブページから抜粋。平成 27年 10 月） 
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（資料・１－１－９）： 米国ボーイング社との共同研究に関する協定締結 

 

（出典：http://www.kumamoto-u.ac.jp/organizations/kico/news/20141110  

本学公式ウェブサイトから抜粋。平成 27 年 10 月） 
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（資料・１－１－10）：大学院先導機構国際共同研究での共同研究実施協定（2014 年分） 

 

 

 

（出典：大学院先導機構国際共同研究グループ 2014 年度報告書より抜粋） 
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（資料・１－１－11）：仏ボルドー大学における国際共同研究拠点の設置 

 

（出典：http://www.cbmn.u-bordeaux.fr ボルドー大学公式ウェブサイトから抜粋。 

平成 27 年 12 月） 

 

● 研究成果の発表状況 

[研究成果の状況]  

トムソン・ロイター・データベース掲載論文数は、第１期年平均（228 報）に比し 14％増

加し、高 IF(Impact Factor)の論文数についても第１期 (18.5 報)に比し 68％増加している

（資料・１－１－12）。 

特許に関しては、平成 24年３月に知財の質を重視する方針としたため出願件数は第１期

に比し減少しているものの、登録件数は第１期に比し 12.6 倍、ライセンス収入は 1.4 倍に

増加した（資料・１－１－13）。特にライセンス収入の大幅増額には先進マグネシウム国際

研究センターの特許の貢献が大きい。 
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（資料・１－１－12）：論文件数および高インパクトファクタ論文数 

 
 

 
 

（出典：トムソン・ロイター・データから作成。平成 28 年４月作成） 
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（資料・１－１－13）：特許出願数・登録数・ライセンス収入 

 

 

 

（出典：特許出願・登録データから作成。平成 28年４月作成。） 
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● 研究資金獲得状況 

科研費の獲得状況は、第１期に比し、採択件数は第２期６年間における年間平均が 1.7 倍

に、獲得金額は 1.3 倍に増加した（資料・１－１－14）。研究者当たりの科研費年平均取得

金額は、自然科学研究科（162.8 万円）、沿岸域環境科学教育研究センター（92.9 万円）、先

進マグネシウム国際研究センター(2352 万円)であり、先進マグネシウム国際研究センター

の大型科研費の採択は特筆に値する。また、地下水分野の拠点研究に関連して平成 22 年度

採択 CREST「「地域水循環機構を踏まえた地下水持続利用システムの構築」（５年間３億 2375

万円）を実施している。 

民間等との共同研究（前掲資料・１－１－６、p11）が年平均 101.6 件、１億 1031 万円で

件数・研究経費ともに第１期と同水準にある。一方、競争的資金を含む受託研究（前掲資料・

１－１－７、p13）は、年平均 62.7 件、３億 7644 万円で、第１期に対し研究経費が 1.7 倍

になっている。なお、沿岸域環境科学教育研究センターが平成 24年度受託研究経費 3113 万

円（一人あたり 778 万円）を獲得している点は特筆に値する。 
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（資料・１－１－14）：科研費獲得状況（採択件数及び金額） 

 

 

   （出典：科学研究費取得状況から作成。平成 28年１月作成。） 
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● 研究推進方策とその効果 

大学院先導機構を核として戦略的にテニュア制度に基づく人事を展開するとともに、全

学での拠点形成研究（前掲資料・１－１－１、p５）、自然科学国際共同研究拠点（前掲資料・

１－１－３、p７）の実施や、部局内で競争的研究経費を準備し、若手研究者を代表とする

申請に 30％以上配分するなど若手研究者の育成を図った（資料・１－１－15）。また、評価

A で不採択となった科研費申請者を支援する制度（学内科研費）や、全学研究推進会議にお

いて提供される外部資金の応募・採択状況の部局内での共有や、科研費申請時の熟練教員に

よる助言の活用を推進した。 

これらの方策から、先端マグネシウム国際研究センターでの大型科研費の獲得（資料・１

－１－15、p22）、自然科学国際共同研究拠点による 11件の共同研究実施協定（前掲資料・

１－１－10、p16）、さらには沿岸域環境科学教育研究センターでの受託研究の獲得や、地下

水分野での平成22年度採択CREST「地域水循環を踏まえた地下水持続利用システムの構築」

（５年間３億 2375 万円）、くまもと地下水財団との研究契約（前掲資料・１－１－６、p11）

など活発な研究活動が実施されている。 

情報発信に関しては、大学として「研究者検索」「研究シーズ集」「学術レポジトリ」を公

式ウェブサイトで公開している（資料・１－１－16）。 

 

（資料・１－１－15）：研究推進経費の公募（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：「新たな研究コア形成のための助成金公募（単年度）について」） 
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（資料・１－１－16）：研究者・研究テーマ・学術情報の本学公式ウェブサイトでの公開 

 

 （出典：http://www.kumamoto-u.ac.jp/kenkyuu/kenkyu  

本学公式ウェブサイトから抜粋。平成 27 年 10 月） 
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（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

新領域の開拓による新たな学内共同教育研究施設の設置への貢献、国際水準の研究成

果の発表、社会の持続的発展に貢献する多様な要請へ対応するとともに、科研費や受託

研究などの競争的資金の確保や共同研究の実績から、研究が活発に行われていると判断

する。特に、先進マグネシウム国際研究センターは、科学研究費補助金・共同研究が増

加していることや、国内外での産学連携を通じて、航空機分野や医療分野への実用に向

けた取り組み活発に展開されている。 

これらの状況から、期待される水準を上回ると判断される。 
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観点 大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認定された附置研究
所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の実施状況  

(観点に係る状況) 

該当なし 

 

(水準) 該当なし 

(判断理由) 該当なし 
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

 

観点 研究成果の状況(大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認
定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の成果
の状況を含めること。) 

 

(観点に係る状況) 

 “「人と自然(自然系)の科学」に関する研究業績の判断基準”（資料・２－１－１）及び同

別表（資料・２－１－２）に基づき業績を選定した。SS 評価として選定した業績は学術面

24 件、社会面１件であり、S評価は学術面 17 件、社会面４件（うち２件は学術面でも選定）

である（資料・２－１－３及び 別添 研究業績説明書）。研究業績の選定は、各分野の

TOP10%の研究論文や科研費基盤（S）及び（A）の獲得に関連した研究も選定した。SS評価の

業績 25 件中、12 件が海外の研究者との共同研究であり、国際的な研究拠点を目指した研究

活動の成果と理解される。さらに、インパクトファクタが５以上の論文（前掲資料・１－１

－12、p18）は第１期に比し年平均 68％増加し、教員の受賞についても 77%増加している（資

料・２－１－４）。また、新聞等報道件数は評価単位全体では第１期と同程度であるが、先

進マグネシウム国際研究センターに関連する新聞報道は第１期に比べ 3.6 倍に増加してい

る（資料・２－１－５）。さらに、第１期に比し、特許登録数が 12.6 倍に、ライセンス料が

1.4 倍に増加している（前掲資料・１－１－14、p21）。 
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（資料・２－１－１）：「人と自然(自然系)の科学」に関する研究業績の判断基準 

 

(出典：熊本大学 法人評価用判断基準) 
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（資料・２－１－２）：研究業績の判断基準（「人と自然(自然系)の科学」）別表 

 

(出典：熊本大学 法人評価用判断基準) 
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（資料・２－１－３）：研究業績の状況 

 学術面 社会面 

SS 24 件 １件 

S 17 件 ４件（2件学術社会両面） 

 (出典：URA 提供データから作成。平成 28年１月) 

 

（資料・２－１－４）：教員の受賞件数 

 

（出典：教授会資料より作成。平成 28年１月） 
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（資料・２－１－５）：新聞等報道件数 

 

 

（出典：熊本大学広報戦略ユニット資料及び先進マグネシウム国際研究センター 

自己評価書より抜粋。平成 28年 1月作成） 
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 (水準) 

   期待される水準を上回る。 
 

（判断根拠） 

拠点形成研究による研究活動の成果が、国際水準での新領域の開拓や、社会の持続的

発展に貢献する多様な要請への対応、さらには国際的研究拠点として主導的役割を果た

すための体制整備に係る活動等から、第１期に比しインパクトファクタ５以上の論文が

45%増加し、教員の受賞も 77%増加した。特に、平成 23 年設立の先進マグネシウム国際

研究センターは、研究業績のみならず外部資金受入れ、新聞等への掲載ともに大きく増

加している。 

 これらの状況から、期待される水準を上回ると判断される。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

 

（１） 分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

 

「研究活動の状況」に関しては、公表論文数や共同研究・受託研究・科研費による研究経

費獲得状況は、いずれも第１期を上回っている。具体的には、平成 23 年度の「先進マグネ

シウム国際研究センター」新設や、拠点形成研究プロジェクト・自然科学系国際研究拠点で

の研究活動による活性化の効果が、第１期に比し、トムソン・ロイター・データベース掲載

研究論文数の 15％増（前掲資料・１－１－12、p18）、高 IF(Impact Factor)論文数の 45％

増（前掲資料・１－１－12、p18）、共同研究経費の８％増（前掲資料・１－１－６、p11）、

受託研究件数の 30％増、同経費の 60％増（前掲資料・１－１－７、p13）、科研費採択件数

の 70%増、同経費の 30％増（前掲資料・１－１－14、p21）等に表れている。特に先進マグ

ネシウム国際研究センターでは、これまでの研究成果を、産学連携・地域連携・国際連携を

通じ、量産化や多岐にわたる応用分野への展開を進めている。以上のことから、第１期に比

し、研究活動の状況において重要な質の変化があったと判断する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

 

「研究成果」に関して、インパクトファクタのみに基づく業績評価において S評価以上の

研究業績数は第１期に比し 45％増加した（前掲資料・１－１－12、p18）。特許登録数は 12.6

倍に、ライセンス料が 1.4 倍に増加した（前掲資料・１－１－13、p19）。また、受賞件数は

77％増加している（前掲資料・２－１－４、p29）。特に、先進マグネシウム国際研究センタ

ー関連の報道件数の増加は顕著で、新聞報道件数は 3.6 倍に増加している（前掲資料・２－

１－５、p30）。今後の自然科学系における研究の核になると期待される「地下水環境リーダ

ー育成国際共同教育拠点」などが大きな成果を挙げつつある。以上から、重要な質の変化が

あったと判断する。 

 

 
 

 



熊本大学医学部等 

－7-1－ 
 

 
 
 
 
 
 
 
７．医学部、薬学部、生命科学研究部､

生命資源研究・支援センター､エイズ学

研究センター 
 
 
 

Ⅰ 医学部、薬学部、生命科学研究部、生命資源研究・支援 

センター、エイズ学研究センターの研究目的と特徴  
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Ⅰ 医学部、薬学部、生命科学研究部、生命資源研究・支援センター、エイズ学
研究センターの研究目的と特徴 

 

１． 生命科学研究部（教員 371 名（内、附属病院 112 名））は、医学系、薬学系、保健学

系教員を統合した３部門 13 講座 74分野からなる研究組織であり、その目的は (１)医

学・薬学・保健学における創造的研究によって生命現象の真理を探求し、成果を医療の

実践、疾病の予防に応用する； (２)知的財産を社会に還元し、人類の健康と福祉の発

展に寄与する；(３)医薬および保健科学領域で指導的人材の育成を図り、社会の発展に

寄与することである。生命科学研究部では、エイズ学研究センター及び生命資源研究・

支援センターと強力な連携を保ちながら、基礎医学、臨床医学、薬学、保健学の各領域

における先端的な研究に取り組む。医学部附属病院の総合臨床研究部における橋渡し

研究ならびに地域医療の推進について、シーズや研究成果を提供すると共に、これを支

える人材の育成に貢献する。薬学部の本務教員（８名）は、生命科学研究部教員と連携

しながら、特に薬学独特の育薬研究に貢献する。医学部本務の教員はいない。 

 

２． 「エイズ学研究センター」（教員８名）は、HIV 感染症/エイズの感染病態の解明およ 

び新規治療法やワクチンの開発を目指した研究を推進する。また、エイズ等の難治性感 

染症や新興再興感染症の分野で生命科学研究部と共同研究を実施する。 

 

３． 「生命資源研究・支援センター」（教員 11名）は、遺伝子改変マウスや生命資源情報

など先端的研究資源の創出・収集および表現型解析を通して、生命科学の研究を推進す

る。学内のみならず、地域、国内、そして国外に対して生命科学研究の支援と研究資源

の供給を行い、共同研究を実施する。 

 

４． 本評価単位においては、エイズ学研究や生命資源の分野における研究を始めとする基 

礎医学、臨床医学の各領域における研究の実績を活かし、先端的で特色ある研究を推進 

し、医学の発展、新たな医療技術の開発を目指す（ミッション再定義）。グローバル COE

「エイズ制圧を目指した国際教育研究拠点の形成」プログラムの遂行を通じて国際的に

質の高い研究を推進すると共に、平成 27年度に新たに設置した国際先端医学研究機構に

おいて国際的に卓越した先導的研究を実施する。平成 25年度研究大学強化促進事業採択

に伴い、生命科学系国際共同研究拠点を新たに設立し、国際共同研究を推進する体制を

設立した。また、先端的で特色のある研究を強化するために、平成 26年度に拠点形成研

究 A として「構造主導型創薬を実施する研究拠点」「超高齢化に向けた神経・感覚運動

科学領域における新規治療開発拠点の形成」「代謝を基盤とした癌のグローバル先端研

究拠点」「ゲノム編集技術を用いた次世代モデル生物の作製」「トランスレーショナル

サイクルを加速する循環型育薬リサーチ拠点」を設定した。 

 

[想定する関係者とその期待] 

・学会など学術組織や国内外の研究組織からは、生命科学に関する新たな発見や新規概念の

構築を通じて、当該研究領域の発展に尽くすことが期待されている。 

・産学官関係者からは、生命科学・医療分野での新たなイノベーションを生み出す学術的役

割を担うことが期待されている。 

・学生や若手研究者からは、次世代を担う指導的人材を育成する役割を担うことが期待され

ている。 

・医療関係者からは、疾患の成因・病態の解明を通じて、新たな予防法・診断法・治療法の

確立に貢献することが期待されている。 

・患者やその家族からは、先端的な研究成果を医療に還元することで、地域の福祉と健康増

進に貢献することが期待されている。 
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

観点 研究活動の状況 

(観点に係る状況) 

本評価単位は課題対応研究特化型の教員組織であり、国際的かつ高度で活発な研究が求

められる。６年間の英文論文発表数は 5,890 編であり、１教員年間約２編の論文を発表した

（資料・１－１－１）。産業財産権の出願取得状況等については、特許出願数は 98件であ

り、ライセンス契約したものは 97 件で収入は 108,013,088 円であった（資料・１－１－２）。

６年間における研究資金獲得状況等は、共同研究の実施状況が、688 件、受入金額が

1,235,343,880 円、受入人数 29 名であり、年々増加している（資料・１－１－３）。 

 受託研究の実施状況は、756 件、3,585,476,698 円を受入れた（資料・１－１－４）。ま

た、治験薬試験としての受託研究受入れが多く、生命科学研究部における臨床研究に貢献し

ている。 

 科学研究費補助金受入状況は、1,982 件、総内定金額は 4,183,245,662 円であった（資料・

１－１－５）。１教員あたりの採択件数および獲得額は、それぞれ 0.83 件／年、175.2 万

円／年である。生命科学研究部では年間約６億円、生命資源研究・支援センターで約７千万

円、エイズ学研究センターで約３千万円の補助金を獲得している。平成 22 年度から申請件

数は増加している。基盤研究（S）、基盤研究（A）に加え、JST・さきがけ研究および CREST、

最先端・次世代研究開発支援プログラム、大学発新産業創出拠点プロジェクト(START 事業)

など、多数の大型予算に採択された（資料・１－１－６）。 

 競争的外部資金受入状況は、172 件採択で、総額 4,436,600,531 円を受入れ、生命科学研

究部では、総額 3,072,275,531 円である（資料・１－１－７）。寄附金受入状況、寄附講座

受入状況は、寄附金総額は 8,887,804,263 円であった（資料・１－１－８）。専任教員１名

あたりの研究資金獲得総額は約 912 万円／年である（資料・１－１－９）。 

寄附講座として生命科学研究部に３講座、医学部附属病院に 17講座設置されており、生 

態分析医学の発展、先端的医療に関する診療・研究に寄与している。 

 医学部附属病院における臨床研究数は６年間で 1,641 件、先進医療については６年間で

12 件の承認を得ており、臓器移植件数においては 202 件と先端的な臨床研究と高度医療開

発を行っている（資料・１－１－10）。 

本評価単位においては、２つの拠点形成研究 A（「HIV 感染症に対する新たな治療・予防

法の開発を目指す国際研究教育拠点」（平成 22-25 年度）、「遺伝子改変モデルを用いた難

病医学の展開」（平成 20-25 年度））と４つの拠点形成研究 B（平成 20-25 年度）が採択さ

れ、５年間で 1,328 編の英文論文を発表した（https://kumamoto.pure.elsevier.com/）。 

高い評価（事後評価最高位）を受けたグローバル COE「エイズ制圧を目指した国際教育研

究拠点」を引き継ぎ（資料・１－１－11）、平成 26 年度には、「エイズ制圧を目指した治

療予防開発国際研究教育拠点」が新たに国際先端研究拠点（平成 26年度～）として認定さ

れ、Oxford 大学、米国 NIH, Harvard 大学、フランスの INSERM（フランス国立保健医学研

究機構）等と約 30のエイズ研究分野での国際共同研究を推進し、多くの成果をあげている。

特に薬剤開発研究では臨床試験への導出に成功し、また免疫研究分野では、Immunity 誌等

の国際誌に多くの研究成果を発表した。拠点形成研究 A「遺伝子改変モデルを用いた難病医

学の展開」では遺伝子先端分子医学の研究で成果をあげ、その支援のもとで凍結胚技術や凍

結胚バンクの拡充を行い、1,028 系統以上の遺伝子改変マウス胚・精子を凍結保存した。年

度別の凍結保存系統数も、増加している（資料・１－１－12）。 

平成 26 年度には、熊本大学を代表する重点研究拠点 Aとして、本評価単位から５つの拠

点（「超高齢化に向けた神経・感覚運動科学領域における新規治療開発拠点の形成」「代謝を

基盤とした癌のグローバル先端研究拠点」「構造主導型創薬を実践する研究拠点」「ゲノム編

集技術を用いた次世代モデル生物の作製」「トランスレーショナルサイクルを加速する循環

型育薬リサーチ拠点」）が新たに認定された。若手研究者間の共同研究や国際共同研究を推
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進すると共に、AMED 創薬総合支援事業、文部科学省・大学発新産業創出拠点プロジェクト、

JST・さきがけ研究、CREST など大型予算を多数獲得している。 

生命科学分野における研究力強化と国際共同研究を推進させる目的で、国際先端医学研

究機構が平成 27 年４月に発足した。本機構では、博士課程の大学院生を含めた研究者の外

国人比率が 50％となることを目指しており、現在すでにその比率は 35％である。国際先端

医学研究機構に所属する主任研究者の平成 27 年度の英文論文発表数は 21 編であり、その

うち 61.9％が国際共著論文であり、Top10％論文率も 38.1％と高い値を示している。平成

27 年１月には国際キックオフシンポジウムを開催した。 

平成 25 年８月に熊本大学が「研究大学強化促進事業」対象機関として選考されたことに

伴い、新たに生命科学系国際共同研究拠点を設立し、国際共同研究を推進する体制を構築し

た。平成 27 年度においては５名の海外派遣および２名の招聘を行い、国際共同研究を推進

している。 

生命科学研究部で毎年国際シンポジウムである「熊本医学・生物科学シンポジウム」、エ

イズ学研究センターでは「熊本エイズセミナー」など開催している。年度別国際シンポジウ

ム開催総数は年々増加しており、学外からの参加者も多く、若手研究者や大学院生の啓発の

場となっている（資料・１－１－13）。 

これらの研究活動を公正に実施するために、平成 26 年度に導入した「研究倫理教育 CITI 

Japan」の履修を義務化し、画像データの正しい取扱いを講習するために、平成 27 年 11 月

に FDセミナーを開催した。   

 

（資料・１－１－１） 研究成果発表件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：全学保有データを基に作成） 

 

（資料・１－１－２） 知的財産権・特権 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：全学保有データを基に作成） 
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（資料・１－１－３） 共同研究の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：全学保有データを基に作成） 

 

（資料・１－１－４） 受託研究・受託研究員の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：全学保有データを基に作成） 

 

（資料・１－１－５） 科学研究費補助金 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：全学保有データを基に作成） 

 

（資料・１－１－６） 大型資金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：全学保有データを基に作成） 
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（資料・１－１－７） 競争的外部資金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：全学保有データを基に作成） 

 

 

（資料・１－１－８） 寄附金・寄附講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：全学保有データを基に作成） 

 

 

（資料・１－１－９） 専任教員１名あたり研究資金獲得総額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：生命科学系事務ユニット総務担当資料を基に作成） 
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（資料・１－１－10） 臨床研究の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：生命科学系事務ユニット総務担当資料を基に作成） 

 

（資料・１－１－11） G-COE 事後評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：G-COE 事業評価から抜粋） 
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（資料・１－１－12） 年度別胚・精子凍結保存系統数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：生命科学系事務ユニット総務担当資料を基に作成） 

 
（資料・１－１－13） 年度別国際シンポジウム開催数・学外参加者数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：生命科学系事務ユニット総務担当資料から抜粋） 

 

(水準) 期待される水準を上回る 

(判断理由) 英文論文や国際学会での発表件数は、高い水準を維持している（前掲資料・１

－１－１、p４）。また、共同研究、受託研究や科学研究費補助金及び寄附金の受入れ

も増加しており、大型資金の獲得による実績もあげている。研究資金獲得状況について

は良好な成績があげられ、その研究活動を反映していると判断する（前掲資料・１－１

－３～１－１－６、p５、１－１－８、p６）。 

グローバル COE プログラム「エイズ制圧を目指した国際教育研究拠点」により国際

的に高く評価されたエイズ学研究は、学術的に高い成果を上げた。生命資源研究・支援

センターではマウスデータベース情報の登録及び国際的研究協力支援体制を築いてお

り、遺伝子改変マウス研究の向上に大きく貢献している。本評価単位を中心として「代

謝・循環」「がん」「神経科学」「創薬」に関する新規拠点が認定されると共に、生命

科学系国際共同研究拠点や国際先端医学研究機構が設立され、活発な研究活動を開始

した。医学部附属病院における基礎的臨床的研究に基づいた先進的医療の開発・実践は、

高い水準を維持している（前掲資料・１－１－10、p７）。 

このように本評価単位の研究活動の状況は優れており、想定する関係者の期待を上

回っていると判断する。 
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

観点 研究成果の状況(大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認
定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の成果
の状況を含めること。) 

(観点に係る状況) 

 生命科学研究部での S 以上の論文は６年間で 136 編発表され、選定した優れた研究業績

82 件のうち、学術的意義の SS 論文が 45 編（55％）、S 論文が 29 編（35％）であり、SS 評

価が 1.5 倍以上高かった。その学術領域の内訳としては、「代謝・循環」「がん」「神経科学」

「創薬」の４領域が全体の 85％を占めていた。このような成果に対応し、平成 26 年度から

「代謝・循環」「がん」「神経科学」「創薬」に関する新たな研究拠点 Aが設置された。また、

発生、感染症、免疫の領域からも多くの SS 評価の論文が発表されている。SS 論文のうち、

１／３以上（50 件中 22 件）が海外研究機関との国際共同研究であった。また研究業績説明

書に記載の論文 131 編の引用回数は、最近６年以内での発表論文であるにもかかわらず、

100 回以上引用された論文が６編（4.5％）、50 回以上引用が 32 編（24.2％）、20 回以上引

用が 61 編（46.2％）あり（https://kumamoto.pure.elsevier.com/）、関連分野におけるイ

ンパクトの強さが示された。 

生命資源研究・支援センター及びエイズ学研究センターでは、それぞれ S以上の業績が５

件、３件であった（資料・２－１－１、２－１－２）。生命資源研究・支援センターは、遺

伝子改変マウスの供給と保存や、遺伝情報データベースの構築を行っており、国内外の研究

支援に大きく貢献している。エイズ学研究センターは、平成 26年の事後評価において「設

定された目的は十分達成された」という最高評価を受けたグローバル COE プログラム「エイ

ズ制圧を目指した国際教育研究拠点」の中心研究拠点であり、我が国におけるエイズ研究分

野の唯一の国際研究拠点として活動している。生命資源分野における研究ならびにエイズ

学研究は、熊本大学医学系分野における強みの一つである。（ミッション再定義より） 

 社会、経済、文化面での寄与・貢献の状況は、評価単位 S以上が 13 編であった（資料・

２－１－２）。このような研究成果に対して、国内外の学会等より研究奨励賞をはじめとす

る 156 件の受賞を獲得しており、高い評価を得ている（資料・２－１－３）。また研究成果

の社会への還元の観点から、積極的にプレスリリースを行い、多くの新聞報道等に取り上げ

られた（資料・２－１－４）。 
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（資料・２－１－１）＜＜「人の命（生命系）の科学」に関する研究業績の判断基準＞＞  

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：生命科学系事務ユニット総務担当資料から抜粋） 
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（資料・２－１－２）部局別研究業績状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：生命科学系事務ユニット総務担当資料を基に作成） 

 

（資料・２－１－３） 外部組織からの受賞歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：生命科学系事務ユニット総務担当資料を基に作成） 

 

（資料・２－１－４）新聞報道件数 

部 局 年 度 報道件数 備 考 

 

・ 医学部 

・ 薬学部 

・ 生命科学研究部 

・ 生命資源研究・支援センター 

・ エイズ学研究センター 

平成 22 年度 １７  

平成 23 年度 ３１  

平成 24 年度 ４１  

平成 25 年度 １０  

平成 26 年度 ２８  

平成 27 年度 ３１  

合計 １５８  

（出典：大学広報資料を基に作成） 

 

 

(水準) 期待される水準を上回る 

(判断理由) SS 基準を満たす優れた業績を含む多くの論文発表、戦略的なプロジェクトを行

う大型研究費の獲得と継続、新規研究拠点の構築など、研究成果の状況において優れてお

り、想定する関係者の期待を上回っている。
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１） 分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

 平成 21年度における発表論文数 865 編、国際学会発表 167 回、特許取得数４件、国際シ

ンポジウム開催数 10 回と比較して、今回の評価期間中には、いずれも高い水準を維持して

おり、特許取得件数に関しては、４倍以上に増加した（前掲資料・１－１－１、１－１－２、

p４、１－１－13、p７）。また、毎年度、多数の共同研究課題、受託研究､科学研究費補助金

の採択及び寄附金を受入れており、平成 21 年度と比較して、年々増加し平成 27 年度それ

ぞれ 1.5 倍、２倍、1.4 倍、1.5 倍の受入数となった。特に共同研究及び受託研究の受入金

額については、平成 21年度の共同研究の総額は 101,582,500 円（専任教員１名あたり平均

292,750 円）、受託研究の総額は 251,536,800 円（専任教員１名あたり平均 724,890 円）で

あった。今回の評価期間においては、直接研究費の総額は、共同研究において年平均

205,890,646 円（教員１名あたり平均 517,313 円）、受託研究において年平均 597,579,449

円（教員１名あたり平均 1,501,455 円）に増加した（前掲資料・１－１－３～１－１－５、

p５、１－１－８、p６）。 

 第１期中期目標期間終了時点と比較して、共同研究拠点の認定、連続した大学院プログラ

ムの採択、高い評価（事後評価最高位）を受けたグローバル COE「エイズ制圧を目指した国

際教育研究拠点」を引き継ぎ、平成 26年度には、「エイズ制圧を目指した治療予防開発国

際研究教育拠点」が新たに国際先端研究拠点として認定され、更に重点研究拠点 Aとして５

つの拠点が新たに認定されており、その活動は高く評価されていること、平成 27 年４月に

発足した国際先端医学研究機構において、質の高い国際研究が行われていること、共同戦略

的創造研究推進事業、最先端・次世代研究開発プログラム、大学発新産業創出拠点プロジェ

クトなどの大型資金獲得、個々の教員も平均して高額の外部獲得資金を得ていること、研究

不正防止に対する策を講じた観点から、重要な質の変化があったと判断する。 

 

（２） 分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

 平成 21 年度の優れた研究業績 107 編のうち、判断基準によって SS と判定した論文は 19

編（15％）であった。今回の評価では、優れた研究業績 82 編のうち、SS論文は 51編（62％）

であり、優れた研究業績は、質的に明らかに向上した。  

 今回の評価期間中にエイズ学研究センターのミッション再定義における熊本大学医学系

中核組織の拠点採択を受けた。 

 外部組織からの受賞、数多くの新聞報道から、研究成果における社会へのアピールを促進

し、還元を果たしている。 

 第１期中期目標期間終了時点と比較して、多くの論文発表と SS 基準を満たす優れた論文

の増加、研究事業の拠点認定から、重要な質の変化があったと判断する。 

    



   熊本大学発生医学研究所 

－8-1－ 

 
 
 
 
 
 
 

８．発生医学研究所 
 
 
 

Ⅰ 発生医学研究所の研究目的と特徴 ・・・８－２ 

Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 ・・・・・８－３ 

    分析項目Ⅰ 研究活動の状況 ・・・・・８－３ 

    分析項目Ⅱ 研究成果の状況 ・・・・・８－21 

Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・・・８－27 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



   熊本大学発生医学研究所 

－8-2－ 

 
Ⅰ 発生医学研究所の研究目的と特徴 
 

発生医学研究所が推進する研究領域は、発生学的視点から生命科学と医学を統合的に研

究する「発生医学」である。発生学・遺伝学・分子生物学・細胞生物学・幹細胞学などを基

盤として、各組織・器官・臓器の発生・形成機構に関する基礎研究を発展させるとともに、

その知見を医学・医療へ応用することを目的とする。さらに、ヒトの組織・器官・臓器再建

による移植医療への応用をも視野に入れている。研究機能を強化するため、発生医学研究セ

ンターを平成 21 年に発展的に改組して発生医学研究所を設立し、｢発生制御部門｣、｢幹細胞

部門｣、｢器官構築部門｣、12 の専任分野と３つの客員分野へと再編成した。｢発生制御部門｣

では、発生現象を分子・細胞というミクロレベルで研究し、そのメカニズムを解析する。｢幹

細胞部門｣では、組織の発生に重要な役割を担う組織幹細胞や再生医学に重要な役割を担う

多能性幹細胞の研究を行う。また｢器官構築部門｣では、器官原基の誘導、器官特異的細胞の

分化・増殖・移動など器官形成の制御機構の解明を目指す。平成 22年度に、文部科学大臣

により「発生医学の共同研究拠点」として認定され、我が国の発生医学分野を牽引する拠点

として共同研究を推進している。研究推進の基盤となる共同利用機器の効率的な運用のた

め、平成 24 年度に「リエゾンラボ研究推進施設」を附設し、高水準の研究支援体制を整備

している。さらに、器官・臓器の再建を念頭に置いた基礎研究の推進とそこから得られた成

果について臨床研究機関と連携しながら応用をめざすために、平成 24 年に「臓器再建研究

センター」を附設した。 

 
［想定する関係者とその期待］ 

熊本大学医学系分野のミッション再定義に記載されているように、発生医学分野での世

界最先端の研究を牽引し進展させること、そこから得られた知見を疾患の解明と診断法・予

防法・治療法の確立等、医療・創薬へ応用させることに加えて、社会の要請に応えて、将来

の医学・医療とイノベーション創出に貢献する高度専門職業人としての若手研究者を育成

することを本研究所の重要な使命と位置づけている。本研究所は、発生医学の研究教育拠点

としての役割を一層強化し、国民・コミュニティへの貢献と説明責任を果たすことが期待さ

れている。 

 

（関係者の期待について） 

・大学等研究機関の構成員には、細胞が増殖分化して組織や器官・臓器を形成する発生

の基本プログラムを解明し、発生医学分野の研究を牽引することが期待されている。 

・学会等学術組織の構成員には、発生医学分野における新規発見や新規コンセプトの発

信を通して日本と世界の科学の発展に尽くす役割を果たすことが期待されている。 

・医療関係者・医薬系企業関係者には、疾患の解明と診断法・予防法・治療法の確立等、

医療・創薬への応用を可能にする新たな知見を得ることが期待されている。 

・理系大学生・大学院生には、将来の科学研究を担う高度専門職業人としての若手研究

者を育成する役割を果たすことが期待されている。 

・一般市民には、高度化された科学の知見と進展を分かりやすく説明すると同時に、そ

の進展が豊かで健康的な社会生活の基盤として生かされることが期待されている。 
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

観点 研究活動の状況 

(観点に係る状況) 

１．活発な研究（論文・学会発表等） 

 発生医学研究所は発生医学分野の研究を積極的に推進しており、研究所の職員の貢献度

が高い論文は、平成 22年度から 27年度にかけて合計 214 報（H23 年度以降は共同研究拠

点を活用した論文を含む数）を数える。このうち、高いインパクトファクターを持つ雑誌

に掲載された論文数は、平成 22 年度に７報であったのに対して、以降は年々増加し、平

成 27年度は 3倍の 21 報に達し、研究活動がさらに活発になっている（資料・１－１－

１）。     

これらの論文発表に加え、42件の国際学会・会議での招待講演を行い、10件の国際会

議を主催している。さらに、研究成果のうち、知的財産権を得ることが可能なものについ

ては速やかに特許出願を行っており、平成 22−27 年度で合計 13件出願している（資料・

１－１－２、１－１－３）。 

 

（資料・１－１－１）雑誌等への論文の掲載 

 

高いインパクトファクターを持つ雑誌等への論文の掲載報数 

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

論文報数 7 11    11 17 18    21 
 

（出典：平成２６年度共同利用・共同拠点期末評価用調書、生命科学先端研究事務ユニッ

トセンター事務作成資料） 

 

（資料・１－１－２） 国際学会・会議の主催と招待講演 

 

国際シンポジウム主催・参加状況 

 主催件数 参加件数 

平成 22 年度 2 12 

平成 23 年度 2 3 

平成 24 年度 2 8 

平成 25 年度  2  11 

平成 26 年度 1 8 

平成 27 年度        1     11 

 

 

主催した主な国際シンポジウム 

開催時期 国際シンポジウム等名称 
参加人数 

(うち外国人数) 

H22. 4. 8-4. 9 
Academia Sinica-Kumamoto University Joint 

Conference on Organogenesis 
約 150 
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H22. 9. 9-9.10 
2010 Global COE-IMEG joint Summer Retreat 

Seminar in Aso 
114 

H23. 9. 8-9. 9 
KEY Forum in Developmental Biology and 

Regenerative Medicine 

354 

（27） 

H23.11. 6-11.10 9th International Conference on AAA Proteins 
87 

（49） 

H24.5.28-5.31 
発生生物学会 「再生、生殖、幹細胞」ワークショ

ップオーガナイザー 

200 

（20） 

H24.12.11-12.11 

日本分子生物学会 「ES/iPS 細胞を用いた中胚葉・

内胚葉系幹細胞の in vitro 分化誘導」ワークショッ

プオーガナイザー 

300 

（25） 

H25. 7.10- 7.12 
NIBB カンファレンス “Cellular Community in 

Mammalian Embryogenesis”  

90 

（11） 

H25.9.11-9.13 
第 86 回日本生化学会大会（シンポジウム：細胞核内

構造体の構築原理と高次生命機能） 

150 

（10） 

H26.9.4-9.5 

熊本医学・生物科学国際シンポジウム 幹細胞制

御と臓器再建（KEY Forum : From Stem Cells to 

Organs） 

185 

（24） 

H27.8.27 
International Symposium on Nuclear Structure 

and Epigenetics. 

46 

(8) 

 

 

（出典：研究活動等状況調査票、生命科学先端研究事務ユニットセンター事務作成資料） 

 

（資料・１－１－３） 特許数 

 

年  度 
産業財産権 

の保有件数 

特  許 ライセンス契約 

出願数 取得数 件数 収入（円） 

平成 22 年度 2 2 0 1 500,000 

平成 23 年度 2 3 0 2 102,000 

平成 24 年度 5 1 3 2 66,892 

平成 25 年度 8 3 3 1 15,322 

平成 26 年度 10 1 2 6 2,418,820 

平成 27 年度      15    3    5   3     50,504 

※ 各年度実績             ＊基礎出願のみ         ＊収入があった契約 ＊MTAを含む 

 

（出典：熊本大学データ集） 
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２．充実したセミナーとシンポジウム開催 

セミナー、シンポジウム、公開講座等を積極的に開催して、研究内容や成果を研究者コミ

ュニティと社会に向けて広く発信している（資料・１－２－１）。 

継続的な取り組みとして、21世紀 COE（平成 14～18 年度）、グローバル COE（平成 19～

23 年度）、大学院リーディングプログラム（平成 24 年度～）など、大学院生及び若手研究

者の研究・教育に関わる文部科学省のプロジェクトの一環として、リエゾンラボ研究会セミ

ナーを毎週英語で開催している（資料・１－２－２）。 

シンポジウム等も継続的に主催している。国際シンポジウムとして、Academia Sinica-

Kumamoto University Joint symposium（台湾、平成 22年）、Key Forum ２回(熊本、平成

23 年および平成 26年)を主催した。さらに、平成 22〜27 年度に研究所教員が国内外の学会

で合計 16回のシンポジウムをオーガナイズした（資料・１－２－３、１－２－４）。 

 

 

（資料・１－２－１） 研究活動等の公開状況、研究会・シンポジウム等の実施状況 

研究活動等の公開状況（公開講座、公開講演会等） 

 

シンポジウム 

講演会 

セミナー 

公開講座 
その他 合計 

件数 参加人数 件数 参加人数 件数 参加人数 件数 参加人数 

平成 22 年度 1 51 24 493 42 2543 67 3,087 

平成 23 年度 12 2,820 27 1020 34 1796 73 5,636 

平成 24 年度 11 1,550 24 880 48 2,540 83 4,970 

平成 25 年度 11 840 27 861 47 1539 85 3,240 

平成 26 年度 2 250 28 1270 47 1121 77 2,641 

平成 27 年度   0   0   1 200   41  984   42 1,184 

 

研究者を対象としたシンポジウム、研究会等の実施状況 

 
 

 

シンポジウム 

講演会 

セミナー・研究会 

・ワークショップ 
その他 合計 

件数 参加人数 件数 参加人数 件数 参加人数 件数 参加人数 

平成 22 年度 27 825 39 2,017 0 0 66 2,842 

平成 23 年度 30 1,129 42 1,398 1 300 73 2,827 

平成 24 年度 20 480 41 1,554 0 0 61 2,034 

平成 25 年度 3 270 73 1,872 0 0 76 2,142 

平成 26 年度 1 185 60 1,337 1 180 62 1,702 

平成 27 年度    2    148   21    635    0     0    23  783 

（出典：平成 26 年度共同利用・共同拠点期末評価用調書、生命科学先端研究事務ユニット 

センター事務作成資料） 
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（資料・１－２－２） リエゾンラボ研究会 

 

    （出典：リエゾンラボ研究会集計表） 

 

 

 

（資料・１－２－３） Key Forum (熊本、平成 23年、26 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：Key Forum ポスター） 

 

 

 

 

年  度 開催回数 
参加者 

（うち外国人） 

平成 22 年度 38 
1,702 

(215) 

平成 23 年度 32 
1,120 

(275) 

平成 24 年度 28 
715 

(129) 

平成 25 年度 45 
1,013 

(119) 

平成 26 年度 41 
1,031 

(141) 

平成 27 年度     41 
   984 

(143) 
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（資料・１－２－４）学会におけるシンポジウム等のオーガナイズ 

 
 

No 開催期間 形 態 名     称 
参加

人数 

1 H22.8.25～27 シンポジウム 日本発生生物学会夏季シンポジウム 50 

2 H22.12.10 ワークショップ 
第 33 回日本分子生物学会年会・第 83 回日本生化

学会大会 
300 

3 H23.5.19～20 学会 日本エピジェネティクス研究会第 5 回年会 300 

4 H23.12.13 シンポジウム 
第３４回日本分子生物学会年会（シンポジウム、

Development and regeneration of internal organs) 
200 

5 H23.12.15 シンポジウム 
第３４回日本分子生物学会年会（シンポジウム：エピ

ゲノムの静と動 - 維持、形成、リプログラミング） 
400 

6 H23.12.15 ワークショップ 
第３４回日本分子生物学会年会（ワークショップ、

Recent advances of Hippo and 

RASSF signaling pathways that regulates cell） fate 

100 

7 H24,12,12 ワークショップ 
第３５回分子生物学会年会『RNA 制御の細胞生物

学』 
300 

8 H25.6.20 
ランチョン 

ワークショップ 

第６５回日本細胞生物学会大会 男女共同参画・若

手研究者育成委員会企画ランチョンワークショップ 
100 

9 H26.6.11 シンポジウム 第 66 回日本細胞生物学会大会 150 

10 H26.6.13 
ランチョン 

ワークショップ 

第６６回日本細胞生物学会大会 男女共同参画・若

手研究者育成委員会企画ランチョンワークショップ 
150 

11 H26.12.15～17 研究会 
第 32 回染色体ワークショップ・第 13 回核ダイナ

ミクス研究会合同開催 
130 

12 H27.6.15～19 ワークショップ 
バイオイメージ・インフォマティクスワークショップ

2015 
150 

13 H27.7.24 シンポジウム 
第 13 回日本プロテオーム学会 JHUPO2015 年

大会 
100 

14 H27.12.1 ワークショップ 
第 38 回日本分子生物学会年会・第 88 回日本

生化学会大会 
150 

15 H28.3.17～19 シンポジウム 
日本再生医療学会シンポジウム 自律的器官形

成技術の最先端と課題 
300 

16 H28.3.28 シンポジウム 日本薬学会第 136 年会 300 

（出典：生命科学先端研究事務ユニットセンター事務作成資料） 
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３．研究費取得 

競争的研究費の獲得状況については、直接経費（民間財団等、文部科学省以外も含む）は

総額で、平成 22 年度：490 百万円、23 年度：446 百万円、24 年度：759 百万円、25年度：

516 百万円、26 年度：537 百万円、27年度：446 百万円である。科研費の教員１名あたりの

採択件数は平均 1.4 件、研究費は、平均 16.68 百万円となる（資料・１－３－１）。 

 
（資料・１－３－１） 研究費取得 
・外部資金等                           単位：百万円 

年  度 
科研費等 

（直接経費） 

民間企業等と

の共同研究 
受託研究 奨学寄付金 合計 

平成 22 年度 267 24 132 67 490 

平成 23 年度 307 16 117 6 446 

平成 24 年度 599 29 124 7 759 

平成 25 年度 345 29 122 20 516 

平成 26 年度 272  29  197 39 537 

平成 27 年度     167         18         283          8         446 

 

 

科研費等の教員１人当たりの採択状況 
 

年  度 
件数 

（件） 

金額 

（百万円） 

平成 22 年度 1.0 12.2 

平成 23 年度 1.1 16.3 

平成 24 年度 1.5 28.2 

平成 25 年度 1.8 19.8 

平成 26 年度 1.6  14.8 

平成 27 年度     1.6    8.8 

 

（出典：平成２６年度共同利用・共同拠点期末評価用調書、生命科学先端研究事務ユニッ 

トセンター事務作成資料） 

 

(水準) 

期待される水準を上回る。 
 

(判断理由)  
共同利用・共同研究拠点の認定と高い評価による更新、連続した大学院プログラムの採択、

複数の厚生労働省拠点の認定など、その活動は高く評価されている。毎週英語で開催される

研究所共通のセミナーが研究活動を活性化し、優れた論文発表の増加、外部獲得資金の増加、

教員一人当たりの科研費採択件数の増加など、研究活動がさらに活発になっており、想定す

る関係者の期待を上回っている。 
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観点 大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認定された附置研究
所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の実施状況  

(観点に係る状況) 

平成 22 年度に、文部科学大臣により共同利用・共同研究拠点「発生医学の共同研究拠点」

として認定された。また、平成 27 年度に実施された期末評価において「A評価」を獲得し

たことを受けて、平成 28 年度から平成 33 年度までの認定の更新も認められた。この共同

研究拠点では、国際レベルでの共同研究を賦活化することで、我が国における発生医学分野

の研究基盤を整備・充実・発展させることを目的とする。発生医学の先端的研究、恒常的視

野に立った人材育成、国内外の連携ネットワークの活用により、発生医学分野の共同研究を

推進している。 

 
１． 共同研究の公募と実施 

毎年度共同研究課題の公募を行い、外部委員５名を含む運営協議会で審査して優れた課

題を採択している。初年度（22年度）からの研究費支援に加えて 24年度からは旅費支援も

新設して、共同研究者を支援している。特に 23年度は東日本大震災直後に被災地のニーズ

を調査した上で追加公募を実施し、被災地の研究者を含む計４件を採択した。採択数は、平

成 22 年度６件、23 年度 12 件、24 年度 33 件、25 年度 35 件、26 年度 26 件、27 年度 27 件

と安定している。これに伴って、来所者数も増加した。さらに国際的な共同利用・共同研究

も積極的に実施しており、平成 22 年度〜27 年度の実施件数は合計 106 件である（資料・２

－１－１、２－１－２）。 

 

（資料・２－１－１）共同研究採択課題一覧 

平成 22 年度採択課題 

 

平成 23 年度採択課題（第１期） 

研究課題名 共同研究者所属 

間脳のパターン形成と視床の神経回路形成との統合的理解 京都府立医科大学 

IBMPFD 関連変異型 VCP による TDP-43 蓄積メカニズムの解明 新潟大学 

細胞核構造解析による神経幹細胞分化制御機構の解明 
奈良先端科学技術 

大学院大学  

コロニー形成アッセイを用いた後腎間葉組織の多様性細胞分化

機構の解析 
北海道大学 

AAA シャペロンによる細胞内構造形態制御機構の解明 生理学研究所 

ES 及び iPS 細胞の肝実質細胞及び膵島β細胞への分化と機能

成熟を誘導する基底膜基質の開発 
国立環境研究所 

ヒストンメチル化制御を介した細胞制御機構の解析 理化学研究所 

アンドロゲンによる初期胚造血・血管発生機構の解明 
自然科学研究機構 

基礎生物学研究所 

高速原子間力顕微鏡を用いた、膜結合型 AAA タンパク質の共通

分子基盤の解明 
山形大学 

高速原子間力顕微鏡による損傷乗り越え DNA 合成の反応機構の

解析 
千葉大学 

バイオフィルム性細菌感染によるアミロイドーシスの発症メカ

ニズム 
東京慈恵会医科大学 
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平成 23 年度採択課題（第２期） 

 

平成 24 年度採択課題（第１期）（研究費・旅費支援） 

 

平成 24 年度採択課題（第１期）（旅費支援） 

細胞核構造解析による神経細胞での転写制御機構解明 
奈良先端科学技術大学

院大学 

BMP シグナル阻害因子 Dullard による内軟骨性骨化の制御機構の

解明 

東京医科歯科大学難治

疾患研究所 

腎臓前駆細胞の誘導因子同定 
国立国際医療研究セン

ター研究所 

インプリント遺伝子の分子間相互機構の解明 
東北大学 

大学院医学系研究科 

iPS 細胞から膵臓前駆細胞および肝臓前駆細胞を分化・体外増幅

する試み 

財団法人 

東京都医学総合研究所 

ヒストンバリアント H2A.Z アイソフォームのエピジェネティッ

ク制御機構の解析 

東北大学大学院 

農学研究科 

哺乳類着床前胚発生における Strawberry Notch1 と Hippo シグ

ナリングとの関連 

東北大学 

加齢医学研究所 

高速原子間力顕微鏡を用いた ATP 依存性プロテアーゼの構造／

機能解析 
山形大学 

高速原子間力顕微鏡による損傷乗り越え DNA 合成の反応機構の

解析 
千葉大学 

神経/神経幹細胞から膵細胞への分化誘導機構の解明 広島大学 

グリア細胞の系統発生と機能解析 理化学研究所 

バイオフィルム性細菌感染によるアミロイドーシスの発症メカ

ニズム 
東京慈恵会医科大学 

肝臓類洞内皮細胞発生を制御する新規因子の同定とその機能解

析 
九州大学 

Ror2 受容体型チロシンキナーゼによる尿管芽形成の制御機構の

解明 
神戸大学 

活性酸素による低分子量 G 蛋白質活性化の分子機構の解明 九州大学 

植物由来 FtsH プロテアーゼの活性制御機構の解明 静岡大学 

線虫を用いた多剤耐性菌感染症に対する新規治療法・治療薬探索

に向けた研究 
東邦大学 

膵・肝幹細胞動態と形成異常による先天疾患に関する研究 東京医科歯科大学 

紀伊半島の ALS/PDC 患者由来 iPS 細胞作製、分化誘導と病態解明

研究 
三重大学 

肺高血圧症患者由来 iPS 細胞の作製とその機能解析 筑波大学 
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平成 24 年度採択課題（第２期）（旅費支援） 

 

平成 25 年度採択課題（第１期）（研究費・旅費支援） 

人工核酸の DNA へのインベージョン挙動の高速原子間力顕微鏡

観察 
鳥取大学 

iPS 細胞を用いたヒト原発性免疫不全症候群の病態解明と遺伝子

修復による治療研究 
九州大学 

高速 AFM を用いた、ペルオキシソーム分裂を制御する Pex11pβ

のダイナミクス解析 
九州大学 

Dullard 遺伝子による卵巣の恒常性維持機構の解明 東京医科歯科大学 

iPS 細胞から膵臓前駆細胞および肝臓前駆細胞を分化・体外増幅

する試み 

財団法人東京都医学総

合研究所 

細胞核内のアクチンファミリーによるエピジェネティック制御

分子機構の解析 
東北大学 

細胞外基質の物理的性状によるエピジェネティクス制御の検討 徳島大学 

患者由来 iPS 細胞を用いた疾患原因遺伝子特異的発現抑制に関

する研究 

(独)国立精神・神経医

療研究センター 

腎臓前駆細胞の誘導因子同定 京都大学 

人工多能性幹細胞を用いたもやもや病の病因病態解析と治療法

の開発 
佐賀大学 

難治性疾患由来ヒト iPS 細胞の遺伝子修復 埼玉医科大学 

患者由来iPS細胞の樹立とiPS細胞由来分化平滑筋機能解析によ

る動脈疾患病態の解明 

独立行政法人国立循環器

病研究センター研究所 

AAA タンパク質の高速原子間力顕微鏡によるナノ動態観察とデー

タ解析 
福岡大学 

遺伝性血管疾患患者由来の iPS 細胞を用いた病態解析 東京大学 

脳神経幹細胞における Tsukushi 分子の機能解析 
National Institute for 

Medical Research Council 

高速原子間力顕微鏡観察による PDI ファミリー蛋白質の機能発

現機構の解明 
九州大学 

トランスジェニックウズラ胚を用いた頭部血管構築プロセスの

解明 
岩手医科大学 

遺伝子改変マウスを用いた膵臓内分泌細胞系譜研究 名古屋大学 

癌細胞において核異型を誘導する因子の探索 大阪大学 

新型センダイウイルスベクターによる染色体を傷つけない疾患 

iPS 細胞の作製 
ディナベック株式会社 

高速原子間力顕微鏡観察による PDI ファミリー蛋白質の機能発

現機構の解明 
九州大学 

高速原子間力顕微鏡を用いたタンパク質分解装置プロテアソー

ムの動態解析 

公益財団法人 

東京都医学総合研究所 

遺伝子発現の性差を生み出す発現制御メカニズムの解明 和歌山県立医科大学 
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平成 25 年度採択課題（第１期）（旅費支援） 

 

平成 25 年度採択課題（第２期）（旅費支援） 

新規小胞輸送調節因子 Dogi による細胞骨格制御、及び細胞極性

化機構の解明 
東京大学 

血管発生・形態形成における BMP-ALK1 シグナルによるエピゲノ

ム遺伝子発現制御機構 
奈良県立医科大学 

生殖細胞からの多能性幹細胞誘導における Sall4 の機能解析 慶應義塾大学 

活性酸素による低分子量 G蛋白質活性化の分子機構の解明 九州大学 

高速 AFM を用いた、ペルオキシソーム膜蛋白質のオルガネラ特異

的輸送機構の解析 
九州大学 

遺伝子改変マウスを用いた膵臓内分泌細胞系譜研究 名古屋大学 

高速 AFM を用いた植物由来 FtsH プロテアーゼのリアルタイム解

析 
静岡大学 

マイクロアレイ解析による膵臓β細胞の増殖に関与する遺伝子

の単離 
九州大学 

胎生期低栄養ラットの ADHD 様行動異常のエピジェネティクス解

析 

滋賀医科大学 

 

管腔構造形成過程における Wnt/β-catenin 非依存性経路の機能

解析 
大阪大学 

高速原子間力顕微鏡を用いたタンパク質立体構造の新規解析手

法の開発 
千葉大学 

ショウジョウバエをモデルとした脂肪組織による内分泌制御の

解析 
久留米大学 

iPS 細胞を応用したβサラセミアの病態を制御する新規因子の同

定と機能解析 
九州大学 

もやもや病患者由来 iPS 細胞株の樹立と、血管内皮細胞への分化

を介した病態研究 
北海道大学 

刺胞動物モデル生物を用いた原始的神経回路の形成に関わる遺

伝子の同定 
福岡女子大学 

がん細胞において核異型を誘導する因子の探索 大阪大学 

抑制性グリシン作動性シナプスの活動依存的形成 国立遺伝学研究所 

Epigenetic regulation of DNA replication timing for 

development and disease 

独立行政法人 

理化学研究所 

中枢神経系における神経細胞移動制御分子の解析 浜松医科大学 

高速原子間力顕微鏡観察技術の適正化と AAA 型シャペロン群の

動態観察 
福岡大学 

高速原子間力顕微鏡を用いたプロテアソームによる蛋白質分解

の直接観測 
富山大学 

動的な Notch シグナル伝達が神経発生過程においてはたす役割

の解明 
京都大学 

バイオフィルム性感染症によるアミロイドーシスの発症メカニ

ズム 
東京慈恵会医科大学 
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平成 26 年度採択課題（第１期）（研究費・旅費支援） 

高速原子間力顕微鏡を用いた PDI ファミリータンパク質の酸化

還元状態に依存した動的構造解析 
東北大学 

脳構築を制御する力学的要因の解明に向けたモデルマウスの解

析 
川崎医科大学 

高速原子間力顕微鏡を用いたタンパク質分解装置プロテアソー

ムの動態解析 

公益財団法人 

東京都医学総合研究所 

脂肪体と脳をつなぐペプチドホルモン CCHa2 の解析 久留米大学 

性差を生み出す遺伝子発現制御メカニズムの解明 和歌山県立医科大学 

マウス始原生殖細胞における PRDM14 の機能解析 関西学院大学 

脊椎動物の体幹部組織を産み出す体軸幹細胞の制御機構解明 
藤井節郎記念医科学 

センター 

遺伝子改変マウスを用いた膵島内分泌細胞分化・増殖制御機構の

解明と制御因子の同定 
名古屋大学 

画像解析システムを用いた癌発生過程での核輸送とクロマチン

異常の研究 
医薬基盤研究所 

 

平成 26 年度採択課題（第１期）（旅費支援） 

マウス始原生殖細胞における PRDM14 の機能解析 関西学院大学 

細胞外マトリックス糖鎖分子による大脳皮質形成の制御機構 久留米大学 

血管新生における血管内皮細胞の極性制御 県立広島大学 

高速原子間力顕微鏡を用いた Hsp90 及びその複合体の動的構造

変化の観察 
埼玉大学 

神経幹細胞からニューロンへの分化過程におけるストレス関連

因子の影響 

(独)国立精神・神経医

療研究センター 

神経細胞の移動軸を制御する極性因子の機能解析 山梨大学 

難治性神経筋疾患患者由来 iPS 細胞バンクの作成とそれを用い

た病態解析と薬剤スクリーニング 
高知大学 

画像解析システムを用いた癌細胞の核輸送とクロマチン異常の

研究 
大阪大学 

グループ２型シャペロニンの ATP 依存的回転の高速 AFM 観察 東京農工大学 

植物由来 FtsH と基質タンパク質の相互作用 静岡大学 

埋込み型細胞移植デバイスを用いたin vivoでのヒトiPS細胞由

来β細胞への成熟化機構研究 
九州大学 

高速原子間力顕微鏡を用いた DNA 損傷チェックポイント因子の

動的構造解析 
九州大学 

プロテオミクスを用いた核膜孔タンパク質と相互作用するゲノ

ム機能因子の同定と機能解析 
徳島大学 

分裂期タウの染色体安定化機能と微小管切断タンパク質 日本歯科大学 

脳形成における増殖因子ニューレグリンの役割 京都大学 
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平成 26 年度採択課題（第２期）（旅費支援） 

 

平成 27 年度採択課題（第１期）（研究費・旅費支援） 

平成 27 年度採択課題（第１期）（旅費支援） 

血管新生における血管内皮細胞の極性制御機構の解明 県立広島大学 

NAD+代謝環境によるエピジェネティックな遺伝子発現変化と細

胞老化との関連性解明 

奈良先端科学技術 

大学院大学 

高速原子間力顕微鏡を用いた Hsp90 及びその複合体の動的構造

変化の観察 
埼玉大学 

高速 AFM を用いたペルオキシソーム蛋白質輸送機構の解析 九州大学 

肥満が次世代の脳の神経新生に与える影響の生物学的解析 
(独)国立精神・神経医

療研究センター 

高速原子間力顕微鏡による AAA 型シャペロンの機能動態解析 福岡大学 

グループ２型シャペロニンの ATP 依存的回転の高速 AFM 観察 東京農工大学 

カプリゾン誘発多発性硬化症モデルマウスの病態解明 松山大学 

腫瘍微小環境における癌幹細胞の転写・代謝機構の検討 東京大学 

CDK 脱リン酸化/活性化酸素 Cdc25B の安定性制御に関わる

Phosphatase の分子種の同定と発生における意義の解明に関する

研究 

金沢大学 

エピジェネティック制御による癌浸潤能活性化機能の解明 大阪大学 

上皮間葉転換（EMT)を制御する新規分子群のニワトリ初期胚を

用いた機能解析 
九州大学 

細胞核内ライブイメージングを利用した多能性幹細胞不均一性

の解明 
広島大学 

新規栄養感受性ホルモンシグナル系 CCHa２／CCHa２R による高

次脳機能の制御 
久留米大学 

マウス生殖腺において雌特異的な高発現を示す Sa114 に関する

研究 

(独)国立成育医療研究 

センター研究所 

昆虫ステロイドホルモン生合成調節因子 Noppera-bo の機能解明

を目指したプロテオーム解析 
筑波大学 

多能性幹細胞を用いた卵胞構造の再構築系の開発 九州大学 

血管内皮細胞と胎児腎細胞を用いた再構成腎臓デバイス 九州大学 

エピジェネティックな性ホルモン応答性制御機構の解明 和歌山県立医科大学 

グループ２型シャペロニンの ATP 依存的回転の高速 AFM 観察 東京農工大学 

ヒト iPS 細胞の維持･分化における NHEJ 関連因子の役割 横浜市立大学 
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平成 27 年度採択課題（第２期）（旅費支援） 
 

植物由来 FtsH による基質認識機構のリアルタイム解析 静岡大学 

高速原子間力顕微鏡を用いた DNA 損傷チェックポイント因子の

動的構造解析 
九州大学 

転写共役ヌクレオチド除去修復の分子機構解析 長崎大学 

リン酸化プロテオミクスを用いた疾患関連キナーゼの細胞内シ

グナル伝達機構の解明 
徳島大学 

マラリア原虫のプラスチドゲノムがコードする AAA タンパク質

ClpC の役割と機能の解明 
東京大学 

血流刺激による細胞外マトリックス蓄積機構の解明 九州大学 

マウスおよびヒト多能性幹細胞における PRDM14 の複合体解析 関西学院大学 

分裂酵母 Greatwall kinase/αーendosulfine 経路の機能解析 甲南大学 

Rb によるミトコンドリア代謝制御を介した老化メカニズムの解

明 
三重大学 

高速原子間力顕微鏡を用いた分子シャペロン Hsp90（HtpG）及び

ClpB の動的構造変化の観察 
埼玉大学 

ヘテロクロマチン構造を制御する因子の機能解析 名古屋市立大学 

高速AFMを用いたペルオキシソーム関連新規AAA蛋白質の構造解

析 
九州大学 

小胞体関連分解に関わるミスフォールドタンパク質のジスルフ

ィド結合切断機構の解明 
東北大学 

核膜タンパク質による核構造維持機構の解明 大阪大学 

プロテオミクスアプローチによる DNA 損傷後に誘導される翻訳

後修飾の網羅的解析 
名古屋大学 

胎生初期低栄養ラットの生後の脛骨成長抑制機構の解析 滋賀医科大学 

ショウジョウバエ始原生殖細胞の遺伝発現制御において細胞内

代謝が果たす役割の解析 
筑波大学 

（出典：発生医学研究所ウェブサイト） 

 

（資料・２－１－２）国際的な共同利用・共同研究数 

 

 

 

 

 

 

（出典：研究活動等状況調査、生命科学先端研究事務ユニットセンター事務作成資料） 
 

 

 

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

共同研究数 19 14 14 24 15  20 
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２．共同研究者間の情報交換とネットワーク形成 

 採択された研究者には、当研究所全体を対象にした研究セミナーを依頼することによっ

て、情報共有を図り、共同研究を促進している。さらに、平成 23 年度と平成 26年度には国

際会議を開催し、共同研究課題実施者のみならず国内外から第一線の研究者を招聘し、研究

者間のネットワークも強化された（前掲資料・１－２－３、p６、資料・２－２－１）。 

 
（資料・２－２－１）平成 23,26 年度国際シンポジウム Key Forum 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：グローバル COE 実績報告書、生命科学先端研究事務ユニットセンター事務作成

資料） 
 

３．研究支援体制の確立 

共同研究に供する研究スペースとして、研究所の共通実験室及び隣接する共用棟本荘１

が利用可能となっており、研究所内には、ヒト ES細胞実験室とヒト幹細胞専用実験室が整

備されている。本拠点の大きな特長である実験動物モデルを用いた共同研究には、隣接する

生命資源研究・支援センターが利用でき、技術的サポートが随時可能である。 

 機器については、細胞内分子の挙動から器官、胚レベルまでの詳細な解析を行うための機

器及びシステムが整備されており、それぞれの技法に習熟した技術職員・技術支援員を計４

名（うち２名は博士の学位を持つ）配置し、高水準で効率的な研究支援体制を整えている。

また、平成 24年度にリエゾンラボ研究推進施設（LILA）を設置し、毎月研究支援会議を開

催することで支援体制の改善に努めている。さらに平成 25年に、研究者の意見を把握する

ため、ウェブサイトアンケートによる全国調査を実施した。これは全国の共同研究拠点の中

でも、幅広い層からの意見を聴取した初めての試みである。学内から 42 人、全国から 176

人の研究者の協力を得た。アンケートの結果を受けて、機器使用に際して発生する経費を支

援経費から支出できるように、共同研究拠点の公募内容を改善した（資料・２－４－１～２

－４－７）。 

 

 

 

 

 

 

平成 23 年度 Key Forum 
開催日 招待演者 招待演者 学内 演者 ポス 参加者 参加者 参加 

開催場所 （国内） （海外） 演者 合計 ター （日本人） （外国人） 合計 

2011.9.8～9.9  

14 

  

 

6 

  

 

6 

  

 

26 

  

 

54 

 

（8 日） 
17 144 

127 

工学部百周年記念館 
（9 日） 

21 156 
135 

 

平成 26 年度 Key Forum 

開催日 招待演者 招待演者 学内 演者 ポス 参加者 参加者 参加 

開催場所 （国内） （海外） 演者 合計 ター （日本人） （外国人） 合計 

2014.9.4～9.5  

9 

  

 

8 

  

 

4 

  

 

21 

  

 

61 

  

（4 日） 
22 163 

141 

熊本市医師会館 
（5 日） 

23 171 
148 
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（資料・２－４－１） 機器リスト 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：機器リスト） 
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（資料・２－４－２） リエゾンラボ研究推進施設（LILA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：発生医学研究所ウェブサイト） 

 

 

（資料・２－４－３） リエゾンラボ研究推進施設（LILA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（リエゾンラボ研究支援推進施設（LILA） 
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（出典：発生医学研究所ウェブサイト） 

（資料・２－４－４）ウェブサイトによる共通機器使用予約システム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：発生医学研究所ウェブサイト） 

 

（資料・２－４－５）リエゾンラボ研究推進施設（LILA） 
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  （出典：発生医学研究所ウェブサイト） 

 

（資料・２－４－６）「発生医学の共同研究拠点」WEB アンケート結果（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：発生医学研究所ウェブサイト） 

 

（資料・２－４－７）平成 28年度募集要項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：発生医学研究所ウェブサイト） 

 

(水準)  

期待される水準を上回る。 

 

(判断理由) 

共同利用・共同研究拠点として、平成 24 年度以降の年度毎の実施共同研究が 30 件前後

と高水準を維持していること、300 名以上参加した国際シンポジウムを２度開催したこと、

リエゾンラボ研究推進施設（LILA）を設置し機器システムやウェブサイトシステムの整備・

充実とともに、技術職員・技術支援者を配置し高水準の研究支援体制を維持していること、

全国初の試みであるウェブサイトアンケートによる全国調査を実施したことなど活発な活

動を行っており、想定する関係者の期待を上回っている。 

 

 

Q5. 平成２４年度より、当研究拠点に来   Q6. 共同研究拠点としての共同研究では、 

所するための旅費（宿泊費含む：上限    実際に当研究拠点に来所して研究す 

１０万円）を支給する共同研究（旅費     ることが原則となっていますが、こ 

支援）を２５件採択しております。     れについてご存知でしたか。  

これについてどう思われますか。 
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

観点 研究成果の状況(大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認
定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の成果
の状況を含めること。) 

(観点に係る状況) 

１．学部等を代表する優れた業績 

熊本大学で制定した「人の命（生命系）の科学に関する研究業績の判断基準」に基づいて

優れた研究業績と判断した研究業績６件（学術論文 14 編）を研究業績説明書に挙げた。い

ずれも学術性の高いものであり、権威ある国際学術誌へ掲載された（資料・３－１－１）。 

 
（資料・３－１－１） 「人の命（生命系）の科学」に関する研究業績の判断基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（出典：法人評価説明会資料） 
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２．研究費獲得と拠点事業等への採択状況 

我が国で唯一「発生医学」の研究推進を標榜する研究所として、当該研究領域における中

心的な成果を挙げたことにより、国の大型研究プロジェクトへの採択件数が増加した。 

研究所教員が研究代表者を務める以下の大型課題が採択あるいは継続中である。日本学

術振興会の最先端・次世代研究開発支援プログラムが１件（平成 22-25 年度）、科学技術振

興機構の戦略的創造プログラム（CREST）が２件（平成 21-26 年度と平成 23-28 年度）。さら

に共同利用・共同研究拠点の研究活動が発展し研究費獲得につながった例として、上述の

CREST 研究に加えて、厚生労働省の iPS 細胞を利用した創薬研究支援事業補助金（平成 24

年度：全国９拠点の中の１つ）等が挙げられる。 

 拠点事業等への採択としては、平成 22年度には、「発生医学の共同研究拠点」として認定

され、平成 25年度のミッション再定義においても、熊本大学医学系の中核組織の１つとし

て認識された。「発生医学の共同研究拠点」事業については、平成 25 年度に実施された中間

評価及び平成 27 年度に実施された期末評価においてそれぞれ「A 評価」を受けた。これを

受けて、平成 28年度から平成 33 年度までの認定の更新も認められた。加えて、厚生労働省

の難病研究資源バンク開発研究事業（平成 21-23 年度、平成 25-29 年度）、iPS 細胞等の臨

床研究安全基盤整備事業（平成 24年度：全国６拠点の中の１つ）も採択された。これらの

活発な活動は、平成 25年度研究大学強化促進事業に熊本大学が採択されたこと（全国 22施

設）に大きく貢献したと考えられる（資料・３－２－１～３－２－８）。 

 

 

（資料・３－２－１）最先端・次世代研究開発支援プログラム平成 22-25 年度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：日本学術振興会ウェブサイト） 
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（資料・３－２－２）科学技術振興機構の戦略的創造プログラム（CREST）に２件 

（平成 21-26 年度と平成 23-28 年度） 

平成 21 年 

 
（出典：科学技術振興機構ウェブサイト） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：発生医学研究所ウェブサイト） 
 

 

 

 

 

 

平成 23 年 
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（資料・３－２－３）平成 24 年度：厚生労働省 iPS 細胞を利用した創薬研究支援事業補

助金、プロジェクト名：iPS 細胞を利用した創薬研究支援等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

                          
 
 

（出典：厚生労働省ウェブサイト） 

 

（資料・３－２－４）平成 22年度には、文部科学大臣により発生医学分野で全国唯一の共

同研究拠点として認定 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

（出典：文部科学省ウェブサイト） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

平成 21 年度共同利用・共同研究拠点認定一覧 
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（資料・３－２－５）厚生労働省の難病研究資源バンク開発研究事業 

（平成 21年度～平成 23年度、平成 25年度～平成 29年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出典：発生医学研究所ウェブサイト） 

 

（資料・３－２－６）iPS 細胞等の臨床研究安全基盤整備支援事業 

（平成 24年度：全国６拠点の中の１つ） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：厚生労働省ウェブサイト） 
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（資料・３－２－７） 共同利用・共同研究拠点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                      

 

（出典：文部科学省ウェブサイト） 

 

（資料・３－２－８）共同利用・共同拠点の認定更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：生命科学先端研究事務ユニットセンター事務作成資料） 

 

(水準) 

 期待される水準を上回る。 

 

(判断理由) 

200 報を超える論文を発表し、高いインパクトファクターを持つ雑誌に掲載された論文数

が年々増加し、SS基準を満たす優れた業績が増加した。「発生医学」の研究推進を牽引する

拠点として、全国共同利用・共同研究拠点を初めとする学内外の拠点に認定された。さらに、

共同利用・共同研究拠点は中間評価及び期末評価において「A 評価」を受け、平成 28 年度

から平成 33 年度まで認定が更新された。以上のように、研究成果の状況においてさらに進

展しており、想定する関係者の期待を上回っている。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

発表論文数、国際学会・会議の主催件数、招待講演数、特許出願数、セミナー開催数は、

いずれも高いレベルにある（前掲資料・１－１－１～１－１－３、p３～４、１－２－１、

p５）。平成 21年度の科研費の総額は 120 百万円（専任教員１名あたり平均 4.3 百万円）の

水準であった。今回の評価期間においては、直接研究費（民間等も含む）の総額は年平均 532

百万円（教員１名あたり平均 16.68 百万円）に増加した（前掲資料・１－３－１、p８）。文

部科学大臣により発生医学の共同研究拠点として認定され（前掲資料・３－２－４、p22）、

毎年度優れた共同研究課題を安定して採択している（前掲資料・２－１－１、p９～15）。 

「臓器再建研究センター」を新たに附設し、発生医学の研究成果の臨床応用もめざしてい

る。 

第１期中期目標期間終了時点と比較して、共同研究拠点の認定、連続した大学院プログラ

ムの採択、複数の厚生労働省拠点の認定とその活動は更に高く評価されていること、個々の

教員も平均して高額の外部獲得資金を得ていること、常に最先端の機器を導入し、その効率

的な運用を図るため「リエゾンラボ研究推進施設」を新設し、技術支援職員を配置し、モノ

とヒトの両面による研究支援体制の確立と維持という困難なチャレンジを成功させたこと

から、重要な質の変化があったと判断する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

平成 21 年度の論文総数 38 報のうち、当該分野において卓越した水準にあると判断され

る業績は１件も無かった。今回の評価では、論文総数 214 報のうち、インパクトファクター

20 以上の論文が１報、10 以上の論文が６報あり、判断基準によって SS と判定した論文は

合計８報と質的に明らかに向上した。 

グローバル COE 拠点が継続中であっただけの平成 21 年に比較して、今回の評価期間中に

発生医学の共同研究拠点、リーディング大学院教育プログラム、厚生労働省の iPS 細胞研究

拠点、ミッション再定義における熊本大学医学系中核組織と多くの拠点採択を受けた。 

 第１期中期目標期間終了時点と比較して、多くの論文発表と SS 基準を満たす優れた業績

の増加、最先端・次世代研究開発支援プログラムや戦略的創造プログラムなどの大型研究費

獲得、厚生労働省の様々な研究事業の拠点認定、さらに「発生医学の共同研究拠点」事業に

ついては中間評価（平成 25 年度）及び期末評価（平成 27 年度）において「A評価」を受け

たことから、重要な質の変化があったと判断する。 
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Ⅰ パルスパワー科学研究所の研究目的と特徴 

 

 パルスパワー科学研究所の目的は特徴ある電気的、力学的、化学的、光学的パルスエネ

ルギーを利用して、プラズマ、衝撃波、原子変位、原子励起などを発生制御し、物質合成、

極限物性、生化学、医療、環境分野で先端的な研究開発を行うことである。2004-2008 年の

21 世紀 COE、2008-2012 年のグローバル COE をバイオエレクトリクス研究センターと衝撃・

極限環境研究センターが中心となって、衝撃エネルギー、パルスパワー科学の研究を世界

的なレベルで推進した。それを契機に 2013 年に共通のキーワードであるパルスパワー技術

を核としてパルスパワー科学研究所が設置された。バイオエレクトリクス研究センターで

はパルス電磁エネルギー発生・制御技術を用いた生命科学研究が、衝撃・極限環境研究セ

ンターでは衝撃超高圧、超重力、極短光パルス等の極限環境を用いた物質科学研究が推進

されてきたが、これらの組織を有機的かつ発展的に統合して、研究と教育レベルを格段に

上げ、国際的な拠点に発展させることが期せられた。 

 本研究所の特徴は、熊本大学工学分野のミッションの再定義の中にあるように、世界を

リードするナノ秒レベルの電気パルスの発生と生命科学への応用と、世界最前線の衝撃超

高圧発生・計測技術、フェムトレーザーを用いた物性研究、世界オンリーワンの超重力場

を用いた物質研究など世界的にユニークな研究を推進していることである。そのために、

パルスパワー発生技術開発を行う「パルスパワー基盤部門」、新規物質の合成や新規物性の

開拓を行う「極限物性科学部門」、パルスパワーを用いた生命現象の探索と応用開拓を行う

「バイオエレクトリクス部門」、及び国際研究コンソーシアムを活用した国際連携を推進す

る「国際連携客員部門」の４部門を構成し、パルスパワー科学技術関連分野の研究を広く

展開している。このような電気的、力学的、化学的、光学的パルスエネルギーを利用して

物質科学、生化学の研究を集中的に行う研究所は全国に見あたらない。 

 

 

[想定する関係者とその期待] 

 
 極限物質科学関連では、爆発・衝撃超高圧、プラズマ、フェムトレーザー、極低温設備

や世界オンリーワンの超重力発生設備を核として、極限物性、超高圧科学、材料開発、爆

発金属加工の研究を推進し、特に、極限物性、材料開発の分野で発展が期待されている。

バイオエレクトリクス関連では、パルス電磁エネルギー発生制御技術を用いた微生物制御、

癌治療など医療研究、超臨界流体バイオプロセス等の研究を国内外において先導してきた

実績から、特にバイオ、医療関連の分野で発展が期待されている。 
 また、最近、研究の国際化に伴い国際コンソーシアムを構成し、医工、農工連携や地元

地域の産・官を巻き込んだ産学コンソーシアム形成等の動きが活発化している。本研究所

はパルスパワー技術を用いたバイオエレクトリクスと極限物質科学の研究教育拠点とし

ての役割を一層強化し、国民・コミュニティへの社会貢献と説明責任を果たすことも重要

な使命と位置づけている。 
 
想定する関係者とそれぞれの期待は次の通りである。 
・ 大学等研究機関の構成員には、パルス・パワーエネルギーによる極限状態発生技術

を物理、化学、材料開発、環境、医療、農業分野の研究に応用し、当該学術分野と異

分野融合の新たな研究領域の開拓の牽引的役割を果たすことが期待されている。 
・学会等学術組織の構成員には、パルス・パワーエネルギーを用いた分野における新

発見や新規学術コンセプトの発信を通して日本と世界の科学の発展に尽くす役割を果
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たすことが期待されている。 
・企業関係者には、パルスパワー技術と研究を理解し、材料開発、環境、医療、農業

などへの応用を可能にする新たな知見を得ることや新しいイノベーションを産み出す

ことが期待されている。 
・理系大学生・大学院生には、将来の科学研究を担う高度専門職業人として活躍する

ことが期待されている。 
・一般市民には、高度化された科学の知見と進展を分かりやすく説明すると同時に、

その進展が豊かで健康的な社会生活の基盤として生かされることが期待されている。 
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

観点 研究活動の状況 

(観点に係る状況)  

１．活発な研究（論文・学会発表等） 

 評価期間において、査読付き論文 504 件、全ての研究業績(査読無し論文は含まない)は

1,302 件である（資料・１－１－１）。研究所の専任教員が 15名であることを鑑みると、年

間平均で１人当り、査読付き論文が 5.6 件、全ての研究業績が 14.5 件にのぼる。 

 また、各研究領域におけるリーダーシップの指標となる招待論文、著書、総説・解説記

事や国内外の会議における招待講演、基調講演等の件数は、評価期間の間において 102 件

にのぼり、年平均で 17 件程度の実績がある。査読付き論文は約 80 件以上を維持し、学会

発表はここ２年で２倍程度伸びている。また、26 件の知的財産権の出願または取得がなさ

れており（資料・１－１－２）、その取得数は年々伸びている（資料・１－１－３）。また、

特許など知財はこれまでに５件企業化され、社会に還元されている（資料・１－１－４）。 

 
（資料・１－１－１）査読付き論文・著書・国内学会発表、国際会議発表の件数 

業績の種別 
2010 
年度 

2011 
年度 

2012 
年度 

2013 
年度 

2014 
年度 

2015 
年度 

評価期間 
の計 

査読付き論文 90 123 70 64 74 83 504 

 その内、招待論文 1 5 3 0 0 1 10 

著書 1 1 0 1 4 1 8 

総説・解説記事 5 4 1 4 2 3 19 

国内学会等発表 40 46 43 35 105 109 378 

  その内、招待/基調講演等 6 4 3 3 5 6 27 

国際会議等発表 32 33 54 22 95 82 318 

  その内、招待/基調講演等 6 9 3 3 9 8 38 

研究業績の計 168 207 168 126 280 293 1,302 

(出典：TSUBAKI システムのデータ集約と、各教員の照会の集計) 

 
（資料・１－１－２）知的財産権の出願・取得状況 

 区分 発明の名称 出願日 公開日 

1 特許 
ナノ秒パルス電界を用いたアポト
ーシスなど誘導方法 

2010 年 4 月 19 日 2011 年 11 月 10 日 

2 特許 異種金属硫化亜鉛の製造方法 2011 年 2 月 15 日 2012 年 9 月 6 日 

3 特許 
金属製パイプ接合体及びその製
造方法 

2011 年 3 月 24 日 2012 年 10 月 22 日 

4 特許 細胞改変方法 2011 年 3 月 31 日 2012 年 11 月 8 日 

5 特許 
炭素－金属コンポジットおよびその
製造方法 

2011 年 3 月 31 日 2012 年 11 月 1 日 

6 特許 非水系二次電池用電極材料 2011 年 3 月 31 日 2012 年 11 月 8 日 

7 特許 燃料電池用電極触媒 2011 年 4 月 8 日 2012 年 11 月 12 日 

8 特許 遷移金属硫化物の製造方法 2011 年 7 月 29 日 2013 年 2 月 7 日 

9 特許 
高輝度蛍光体及びその製造方法
[その 1] 

2011 年 8 月 26 日 2012 年 4 月 12 日 

10 特許 
高輝度蛍光体及びその製造方法
[その 2] 

2011 年 8 月 26 日 2012 年 4 月 12 日 

11 特許 
青色蛍光体及びその製造方法並
びに青色発光素子 

2011 年 8 月 26 日 2012 年 4 月 12 日 

12 特許 含窒素炭素化合物 2012 年 2 月 4 日 2013 年 9 月 13 日 

13 特許 強磁性複合体とその製造方法 2013 年 2 月 4日 2014 年 10 月 2 日 
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14 特許 
レーザー光を用いた浮遊物回収
方法及び器官および臓器創生装
置 

2013 年 2 月 6日 2014 年 8 月 25 日 

15 特許 
パルスパワーによる中子砂処理
装置 

2013 年 2 月 4日 2014 年 9 月 18 日 

16 特許 
予備電離を用いたパルスストリー
状放電プラズマ発生装置 

2013 年 6 月 14 日 2015 年 1 月 5 日 

17 特許 
食品の取出し方法及び食品取出し
装置 

2013 年 9 月 26 日 2015 年 4 月 13 日 

18 特許 
機能材料およびその製造方法（重
力誘起構造変化） 

2013 年 10 月 9 日  

19 特許 電解処理方法及び電解処理装置 2014 年 1 月 8 日 2015 年 1 月 8 日 

20 特許 
パルス電源装置及びその設計方
法 

2014 年 5 月 20 日  

21 特許 ナノ粒子およびその製造方法 2014 年 6 月 6日  

22 特許 
アルミニウム基導電材料並びにそ
れを用いた電線およびケーブル  

2014 年 8 月 8 日登録  

23 特許 
耐屈曲性導電材料及びそれを用
いたケーブル 

2014 年 9 月 5 日登録  

24 特許 金属導体と金属端子の接続方法 2014 年 12 月 5 日登録  

25 特許 精油抽出方法及びその精油を含
む精油製品 

2015 年 9 月 2 日  

26 特許 プラズマ放電液体処理装置及びそ
の方法 

2015 年 9 月 17 日  

(出典：TSUBAKI システムのデータ集約と、教員提出資料のデータ集約) 

 
（資料・１－１－３）知的財産権の出願・取得状況の推移 

 
評価期
間集計 

2010 
年度 

2011 
年度 

2012 
年度 

2013 
年度 

2014 
年度 

2015 
年度 

申請数 28 9 2 2 9 4 2 

取得数  35 0 2 9 10 10 4 

企業化数 5 1  3   1 

(出典：担当事務の集計、各教員の照会の集計) 

 
（資料・１－１－４）知財財産の企業化のリスト 

技術の名称 年度 企業 知財の種類 

パルスパワー電源 
2010 

（株）融合技術開発センター 
（株）末松電子製作所 

ノウハウ 

送り機構の駆動方式 2012 （株）ＴＣＫ 特許 

圧電ｱｸﾁｭｴｰﾀ 2012 （株）ＴＣＫ 特許 

バイオ応用パルスパワ
ー電源（nsBioPEFs） 2012 

（株）融合技術開発センター 
（株）末松電子製作所 

ノウハウ 

コンデンサ充電器 
2015 

（株）融合技術開発センター 
（株）末松電子製作所 

ノウハウ 

(出典：各教員の照会の集計) 

 

２．充実したセミナーとシンポジウム開催 

本研究所は、21 世紀 COE（2004-2008）に引き続き、グローバル COE（2008-2012）など、

大学院生及び若手研究者の研究・教育に関わる文部科学省のプロジェクトを中核組織とし

て推進してきた。その活動の一環として、研究会セミナーを毎週英語で開催した。国際シ

ンポジウムも９回主催し、その開催数は増加している（資料・１－２－１）。 
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（資料・１－２－１）学術連携活動状況（国際会議など） 
 会議名 主催団体等 開催年月日 

1 
Fifth Meeting of Research Consortium on 
High-pressure (Shock & Static Compression) 
Research 

熊本大学衝撃・極限環
境研究センター、他 2012.9.5-9.8 

2 
ISAMMDoF (International Symposium on 
Advanced Materials Having 
Multi-Degrees-of-Freedom) (約 80 名) 

熊本大学衝撃・極限環
境研究センター、他 2012.11.1-2 

3 
International Symposium on Explosion, 
Shock wave and High-energy reaction 
Phenomena 2013 

熊本大学衝撃・極限環
境研究センター、他 2013.3.27-29 

4 
Sixth Meeting of Research Consortium on 
High-pressure Research 

熊本大学パルスパワー
科学研究所、他 2013.9.25-9.27 

 
International Workshop on High-speed 
Impact Dynamics and the Applications 2013 

熊本大学パルスパワー
科学研究所、他 2013.11.20-21 

5 
The Kumamoto International Symposium on 
Recent Advancements of Physics and 
Mineralogy VI 

熊本大学自然科学研究
科、パルスパワー科学
研究所、他 

2014．1．20-21 

6 
EAPPC2014（5th Euro-Asian Pulsed Power 
Conference） 

熊本大学パルスパワー
科学研究所、他 2014.9.8-12 

7 
The Kumamoto International Symposium on 
Recent Advancements of Physics and 
Mineralogy VII 

熊本大学自然科学研究
科、パルスパワー科学
研究所、他 

2014.9.25-27 

8 
The 11th International Bioelectrics 
Symposium 

バイオエレクトリクス国際
コンソーシアム 2014.10.13-16 

9 
First International Forum on the Advanced 
Materials Processing using Extreme 
Conditions 

熊本大学自然科学研究
科、パルスパワー科学
研究所、他 

2015.3.6-3.8 

10 

1st World Congress on Electroporation and 
Pulsed Electric Fields in Biology, Medicine 
and Food Environmental Tschnologies, The 
12th International Bioelectrics Symposium 

バイオエレクトリクス国際
コンソーシアム、他 2015.9.6-10 

11 
The Kumamoto International Symposium on 
Recent Advancements of Physics and 
Mineralogy VIII 

熊本大学自然科学研究
科、パルスパワー科学
研究所、他 

2015.9.8-9 

12 
ESHP2015 (International Workshop on 
Explosion, Shock-wave and High-velocity 
Phenomena2015 

熊本大学パルスパワー
科学研究所、他 2015.9.28-29 

13 
ISAMMDoF2015(International Symposium 
on Advanced Materials Having 
Multi-Degrees-of-Freedom) 

熊本大学パルスパワー
科学研究所、他 2015.11.2-3 

14 
プラズマ・核融合学会九州・沖縄・山口支部 
第 19 回支部大会 

熊本大学パルスパワー
科学研究所 2015.12.19-20 

15 平成 27 年度衝撃波シンポジウム 熊本大学パルスパワー
科学研究所 2016.3.7-9 

 
16 

 

International Symposium on 
Interdisciplinary Pulsed Power 

熊本大学パルスパワー
科学研究所、他 2016.3.10-11 

(出典：各教員による照会の集計) 

 

３．研究費取得 
 外部資金の取得状況は、科学研究費で延 67 件（資料・１－３－１）、科学研究費以外の

競争的外部資金、受託研究、寄附金等で 179 件の実績（資料・１－３－２）がある。評価

期間の間における科学研究費の受入金額 221,303 千円（資料・１－３－３）、グローバル COE

の受入金額は 375,909 千円（資料・１－３－４）、科学研究費以外の競争的外部資金等の受

入金額は 961,416 千円（資料・１－３－５）で、合計 1,558,628 千円にのぼる。その中で

も科学研究費については, 採択率は横ばいであるが、大型予算の基盤研究(A), (B)の採択

が多く、ここ数年、若手研究者の若手研究(A),(B)が増えている（資料・１－３－５）。そ
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れぞれ研究プロジェクト期間の開始と終了に伴った年度別の変動は見られるが、各年度で

一定以上の外部資金を獲得しており、奨学寄附金、受託研究は横ばいであるが、共同研究

は増えている（資料・１－３－５）。受託研究においては、九州経済産業局、農林水産省や

科学技術振興機構の大型予算等を受け入れている特徴がある（資料・１－３－５）。また、

学内の拠点形成研究においても８件の採択があった（資料・１－３－６）。 

 

（資料・１－３－１）科学研究費採択の状況 

 研究種目 
新規 
継続 

氏名 
配分金額 
(千円) 

研究題目 

【2010 年度】            年度計 53,100  

1 基盤研究(A) 継続 秋山教員 3,300 
サブナノ秒パルスパワー技術開発と環境・
バイオ・リサイクル・微細加工・医療への応
用 

2 基盤研究(A) 継続 後藤教員 7,600 
放電およびレーザー照射による超臨界流
体プラズマを利用した反応および材料調製 

3 基盤研究(A) 継続 浪平教員 4,100 
ナノ秒パルス放電プラズマによる環境軽負
荷プロセスの実現 

4 基盤研究(B) 継続 真下教員 3,500 
高温衝撃圧縮曲線の計測による金、酸化
マグネシウムの高温圧力スケールの直接決
定 

5 基盤研究(B) 新規 赤井教員 7,000 
温度依存性に注目した光捕集性デンドリマ
ーにおける超高速励起子伝達過程の解明 

6 基盤研究(B) 継続 外本教員 10,500 
衝撃エネルギー化でのマグネシウム合金の
変形挙動の解明と高歪速度加工の可能性
探求 

7 
基 盤 研 究
(C) 

継続 矢野教員 500 
XLF を介した DNA 損傷認識を制御する新
しい細胞内情報伝達系の解析 

8 
新学術領域
研究 

継続 後藤教員 10,900 超臨界プラズマプロセシング 

9 
新学術領域
研究 

新規 浪平教員 5,700 
圧力制御液体下におけるレーザー生成化
学反応場の創生 

 
【2011 年度】            年度計 62,100  

1 基盤研究(A) 継続 秋山教員 9,700 
サブナノ秒パルスパワー技術開発と環境・
バイオ・リサイクル・微細加工・医療への応
用 

2 基盤研究(A) 新規 真下教員 8,400 
衝撃圧縮を用いた軽元素物質の金属化、
圧力スケールの解明と地球惑星内部研究
への応用 

3 基盤研究(A) 継続 
真下教員

（分） 
200 

衝撃圧縮・超高温高圧下での融体・惑星地
球物質の日本先導的局所構造 

4 基盤研究(A) 継続 後藤教員 6,300 
放電およびレーザー照射による超臨界流
体プラズマを利用した反応および材料調製 

5 基盤研究(A) 継続 浪平教員 4,100 
ナノ秒パルス放電プラズマによる環境軽負
荷プロセスの実現 

6 基盤研究(B) 継続 赤井教員 5,800 
温度依存性に注目した光捕集性デンドリマ
ーにおける超高速励起子伝達過程の解明 

7 基盤研究(B) 継続 外本教員 2,300 
衝撃エネルギー下でのマグネシウム合金の
変形挙動の解明と高歪速度加工の可能性
探求 

8 
基 盤 研 究
(C) 

新規 
佐久川 
教員 

2,100 
高繰り返しパルスパワーを用いた環境浄化
研究 

9 
基 盤 研 究
(C) 

継続 高野教員 1,000 
植物におけるＤ－アミノ酸の生理機能 －
コケ植物葉緑体分裂を中心に 

10 
基 盤 研 究
(C) 

継続 矢野教員 1,500 
非相同末端連結によるＤＮＡ二重鎖切断修
復の新しい制御機構 

11 
新学術領域
研究 

継続 後藤教員 10,900 超臨界プラズマプロセシング 

12 
新学術領域
研究 

継続 浪平教員 5,700 
圧力制御液体下におけるレーザー生成化
学反応場の創生 
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13 
新学術領域
研究 

継続 
後藤教員

（分） 
200 

プラズマとナノ界面の相互作用に関する総
括研究 

14 挑戦的萌芽 新規 真下教員 2,000 
強い重力場を用いた新しい超臨界有機リサ
イクル装置の開発 

15 挑戦的萌芽 新規 後藤教員 1,900 
超臨界エレクトロスピニング法による特異な
形態を有する複合ファイバーの調製 

 
【2012 年度】            年度計 36,813  

1 基盤研究(A) 継続 秋山教員 3,300 
サブナノ秒パルスパワー技術開発と環境・
バイオ・リサイクル・微細加工・医療への応
用 

2 基盤研究(A) 継続 真下教員 19,300 
衝撃圧縮を用いた軽元素物質の金属化、
圧力スケールの解明と地球惑星内部研究
への応用 

3 基盤研究(A) 継続 
真下教員

（分） 
50 

衝撃圧縮・超高温高圧下での融体・惑星地
球物質の日本先導的局所構造 

4 基盤研究(B) 継続 赤井教員 2,000 
温度依存性に注目した光捕集性デンドリマ
ーにおける超高速励起子伝達過程の解明 

5 基盤研究(B) 継続 外本教員 2,100 
衝撃エネルギー下でのマグネシウム合金の
変形挙動の解明と高歪速度加工の可能性
探求 

6 基盤研究(A) 継続 浪平教員 4,100 
ナノ秒パルス放電プラズマによる環境軽負
荷プロセスの実現 

7 基盤研究(B) 新規 
浪平教員

（分） 
2,000 

水中パルス放電法による放射性コンクリート
廃棄物の除染と縮減 

8 
基 盤 研 究
(C) 

継続 
佐久川 
教員 

1,000 
高繰り返しパルスパワーを用いた環境浄化
研究 

9 
基 盤 研 究
(C) 

継続 矢野教員 1,663 
非相同末端連結によるＤＮＡ二重鎖切断修
復の新しい制御機構 

10 
基 盤 研 究
(C) 

新規 
ホセイニ 

教員 
300 Micro-plasma induced DNA/drug delivery 

11 挑戦的萌芽 継続 真下教員 1,000 
強い重力場を用いた新しい超臨界有機リサ
イクル装置の開発 

 
【2013 年度】            年度計 18,400  

1 基盤研究(A) 継続 浪平教員 4,100 
ナノ秒パルス放電プラズマによる環境軽負
荷プロセスの実現 

2 基盤研究(A) 継続 真下教員 4,400 
衝撃圧縮を用いた軽元素物質の金属化、
圧力スケールの解明と地球惑星内部研究
への応用 

3 基盤研究(B) 新規 秋山教員 3,600 
パルスパワーの生体への作用解明と応用
展開 

4 
基 盤 研 究
(C) 

継続 
佐久川 
教員 

800 
高繰り返しパルスパワーを用いた環境浄化
研究 

5 
基 盤 研 究
(C) 

継続 矢野教員 1,300 
非相同末端連結によるＤＮＡ二重鎖切断修
復の新しい制御機構 

6 
基 盤 研 究
(C) 

継続 
ホセイニ 

教員 
300 Micro-plasma induced DNA/drug delivery 

7 若手研究(B) 継続 
佐々木 
教員 

500 
非可食バイオマスから脂肪族・芳香族カル
ボン酸類の新規環境軽負荷合成技術の創
出 

8 若手研究(B) 新規 北原教員 2,400 
単結晶を用いた ECAP に伴う HCP 金属の
変形挙動の解明 

9 挑戦的萌芽 新規 秋山教員 1,000 
高齢者のためのパルスパワーによる食物の
軟化 

 
【2014 年度】            年度計 28,370  

1 基盤研究(A) 継続 吉朝教員 1,430 
衝撃圧縮・超高温高圧下での融体・惑星地
球物質の日本先導的局所構造研究 

2 基盤研究(A) 継続 真下教員 4,900 
衝撃圧縮を用いた軽元素物質の金属化、
圧力スケールの解明と地球惑星内部研究
への応用 
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3 基盤研究(B) 継続 秋山教員 4,160 
パルスパワーの生体への作用解明と応用
展開 

4 
基 盤 研 究
(C) 

新規 矢野教員 1,100 
ナノ秒電気パルスを利用した低侵襲な癌治
療法の開発 

5 
基 盤 研 究
(C) 

継続 高野教員 1,300 
基部陸上植物における葉緑体型ペプチド
グリカンの存在証明と機能解明 

6 
基 盤 研 究
(C) 

継続 
ホセイニ 

教員 
390 

Ｍｉｃｒｏ－ｐｌａｓｍａ ｉｎｄｕｃｅｄ ＤＮＡ／ｄｒｕｇ 
ｄｅｌｉｖｅｒｙ 

7 若手研究(A) 継続 小澄教員 5,900 
極超短光パルスを用いた光合成アンテナ
における色素分子間相互作用の実時間計
測 

8 若手研究(B) 継続 北原教員 1,000 
単結晶を用いた ECAP に伴う HCP 金属の
変形挙動の解明 

9 
新学術領域
研究 

新規 高野教員 2,990 
基部陸上植物の葉緑体型ペプチドグリカン
結合性タンパク質の単離と解析 

10 挑戦的萌芽 継続 吉朝教員 3,900 
超高温域での絶対温度決定と輻射温度計
校正精度向上への挑戦 

11 挑戦的萌芽 継続 秋山教員 1,300 
高齢者のためのパルスパワーによる食物の
軟化 

 

【2015 年度】            年度計 22,520  

1 基盤研究(B) 継続 秋山教員 4,160 
パルスパワーの生体への作用解明と応用
展開 

2 基盤研究(B) 新規 
赤井教員

(分) 
700 

マルコフ確率場モデルによる科学技術計測
イメージングデータからの潜在構造推定 

3 
基 盤 研 究
(C) 

継続 高野教員 1,170 
基部陸上植物における葉緑体型ペプチド
グリカンの存在証明と機能解明 

4 
基 盤 研 究
(C) 

新規 北原教員 1,100 
圧子圧入試験による hcp 単結晶の局所変
形機構の解明 

5 
基 盤 研 究
(C) 

継続 矢野教員 1,300 
ナノ秒電気パルスを利用した低侵襲な癌治
療法の開発 

6 
基 盤 研 究
(C) 

継続 
ホセイニ 

教員 
520 

Ｍｉｃｒｏ－ｐｌａｓｍａ ｉｎｄｕｃｅｄ ＤＮＡ／ｄｒｕｇ 
ｄｅｌｉｖｅｒｙ 

7 若手研究(A) 継続 小澄教員 3,300 
極超短光パルスを用いた光合成アンテナ
における色素分子間相互作用の実時間計
測 

8 若手研究(B) 新規 王教員 3,380 
世界初難分解性有機化合物 PFOS の処理
法の確立および産業応用のための大容量
処理 

9 
新学術領域
研究 

継続 高野教員 2,990 
基部陸上植物の葉緑体型ペプチドグリカン
結合性タンパク質の単離と解析 

10 挑戦的萌芽 継続 吉朝教員 800 
超高温域での絶対温度決定と輻射温度計
校正精度向上への挑戦 

11 挑戦的萌芽 新規 浪平教員 1,800 高性能放電スイッチの開発 

12 挑戦的萌芽 継続 秋山教員 1,300 
高齢者のためのパルスパワーによる食物の
軟化 

(出典：自然科学系事務ユニットの集計と各教員の照会による集計) 

 

（資料・１－３－２）科学研究費以外の競争的外部資金、受託研究、寄附金の受入状況 
 

教員 種別 相手先 期間 
受 入 金 額
(千円) 

【2010 年度】                                     年度計 135,761 
      

1 真下教員 共同研究 クラレルミナス株式会社 
2009 年 4 月

-2011 年 3 月 
4,000 

2 後藤教員 受託研究 九州経済産業局 
2010 年 8 月

-2011 年 3 月 
24,999 

3 後藤教員 受託研究 日立化成工業株式会社 
2010 年 8 月

-2011 年 3 月 
600 

4 浪平教員 受託研究 
独立行政法人科学技術振興
機構 

2010 年 4 月
-2012 年 3 月 

34,735 
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5 浪平教員 受託研究 
財団法人 港湾空港建設技術
サービスセンター 

2011 年 1 月
-2011 年 3 月 

2,990 

6 浪平教員 受託研究 メタウォーター株式会社 
2011 年 2 月

-2011 年 3 月 
520 

7 檜山教員 受託研究 農林水産省 
2010 年 4 月

-2011 年 3 月 
31,000 

8 秋山教員 共同研究 
トヨタ自動車㈱、㈱豊田自動
織機 

2010 年 3,597 

9 秋山教員 共同研究 日立造船㈱ 2010 年 900 

10 後藤教員 共同研究 
財団法人 石油産業活性化セ
ンター 

2010 年 6 月
-2011 年 3 月 

3,500 

11 浪平教員 共同研究 リコー 2010 年 13,902 
12 浪平教員 共同研究 株式会社 三幸 2010 年 1,818 

13 秋山教員 寄附金 ㈱アイシン・コスモス研究所 
2010 年 12 月
-2011 年 3 月 

1000 

14 外本教員 寄附金 旭化成ケミカルズ株式会社 2010 年 500 
15 外本教員 寄附金 アオイ電子株式会社 2010 年 500 
16 久保田教員 寄附金 株式会社ジェイデバイス 2010 年 2,000 
17 久保田教員 寄附金 株式会社 ロジック・リサーチ 2010 年 630 
18 後藤教員 寄附金 カゴメ株式会社 2010 年 1,000 
19 高野教員 寄附金 財団法人 東レ科学振興会 2010 年 3,000 

20 勝木教員 寄附金 サントリー 
2012 年 3 月

-2012 年 3 月 
2,050 

21 松山教員 寄附金 
財団法人 火薬工業技術奨励
会 

2010 年 200 

22 真下教員 寄附金 旭化成ケミカルズ株式会社 2010 年 500 

23 真下教員 寄附金 
財団法人 天田金属加工機械
技術振興財団 

2010 年 200 

24 矢野教員 寄附金 
財団法人佐川がん研究助成
振興財団 

2010 年 1,000 

25 浪平教員 寄附金 本田技研工業株式会社 2010 年 500 
26 浪平教員 寄附金 株式会社 三幸 2010 年 120 

 
【2011 年度】                                     年度計 172,511 

1 久保田教員 受託研究 九州経済産業局 
2011 年 3 月

-2012 年 3 月 
85,996 

2 後藤教員 受託研究 九州経済産業局 
2011 年 4 月

-2012 年 3 月 
14,631 

3 後藤教員 受託研究 日立化成工業株式会社 
2011 年 6 月

-2012 年 3 月 
600 

4 浪平教員 受託研究 
独立行政法人科学技術振興
機構 

2011 年 4 月
-2012 年 3 月 

12,767 

5 浪平教員 受託研究 
一般財団法人造水促進センタ
ー 

2011 年 11 月
-2012 年 2 月 

2,234 

6 檜山教員 受託研究 農林水産省 
2011 年 4 月

-2012 年 3 月 
25,500 

7 秋山教員 共同研究 ㈱アイシン・コスモス研究所 2011 年 900 

8 秋山教員 共同研究 
㈱アイシン・コスモス研究所(研
究員費) 

2011 年 350 

9 外本教員 共同研究 
財団法人くまもとテクノ産業財
団 

2011 年 4 月
-2011 年 11 月 

400 

10 後藤教員 共同研究 
一般財団法人石油エネルギ
ー技術センター 

2011 年 6 月
-2012 年 3 月 

3,150 

11 勝木教員 共同研究 キューピー 2011 年 1,800 
12 勝木教員 共同研究 サントリー 2011 年 900 
13 浪平教員 共同研究 リコー 2011 年 1,098 
14 浪平教員 共同研究 三幸 2011 年 882 
15 浪平教員 共同研究 本田技研熊本 2011 年 5,400 
16 浪平教員 共同研究 メタウォーター 2011 年 1,200 
17 浪平教員 共同研究 韓国全北大学 2011 年 178 

18 秋山教員 寄附金 ㈱科学飼料研究所 
2011 年 7 月

-2012 年 3 月 
1,000 
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19 外本教員 寄附金 イージーオー日本株式会社 2011 年 1,000 
20 外本教員 寄附金 株式会社ＩＨＩ 2011 年 1,000 
21 外本教員 寄附金 旭化成ケミカルズ株式会社 2011 年 500 
22 外本教員 寄附金 アオイ電子株式会社 2011 年 500 
23 外本教員 寄附金 第一工業株式会社 2011 年 100 
24 久保田教員 寄附金 株式会社ジェイデバイス 2011 年 1,500 
25 後藤教員 寄附金 ハイパープランツ株式会社 2011 年 300 
26 後藤教員 寄附金 西九州化学工学懇話会 2011 年 100 
27 高野教員 寄附金 財団法人 東レ科学振興会 2011 年 3,500 

28 勝木教員 寄附金 
サントリービジネスエキスパー
ト株式会社 

2011 年 525 

29 真下教員 寄附金 旭化成ケミカルズ株式会社 2011 年 1,500 
30 浪平教員 寄附金 株式会社 三幸 2011 年 2,500 

31 浪平教員 寄附金 
東京エレクトロン九州株式会
社 

2011 年 500 

 
【2012 年度】                                     年度計 64,963 

1 外本教員 受託研究 沖縄工業高等専門学校 
2012 年 6 月

-2013 年 3 月 
7,190 

2 佐々木教員 受託研究 日立化成工業株式会社 
2012 年 3 月

-2013 年 3 月 
600 

3 浪平教員 受託研究 
一般財団法人造水促進センタ
ー 

2012 年 10 月
-2012 年 12 月 

2,200 

4 秋山教員 共同研究 ㈱本田技術研究所、㈱明電舎 2012 年 9,000 
5 秋山教員 共同研究 ㈱アイシン・コスモス研究所 2012 年 900 

6 秋山教員 共同研究 
㈱アイシン・コスモス研究所(研
究員費) 

2012 年 350 

7 勝木教員 共同研究 キューピー 2012 年 251 
8 勝木教員 共同研究 サントリー 2012 年 900 
9 勝木教員 共同研究 ウシオ 2012 年 2,070 

10 浪平教員 共同研究 リコー 2012 年 4,743 
11 浪平教員 共同研究 リコー共同研究員費 2012 年 350 
12 浪平教員 共同研究 本田技研熊本 2012 年 10,000 
13 浪平教員 共同研究 メタウォーター 2012 年 1,350 
14 浪平教員 共同研究 韓国全北大学 2012 年 2,787 

15 浪平教員 共同研究 
日野自動車・キャンパスクリエ
イト 

2012 年 900 

16 秋山教員 寄附金 東京エレクトロン㈱ 
2012 年 12 月
-2013 年 3 月 

5,000 

17 外本教員 寄附金 旭化成ケミカルズ株式会社 2012 年 1,500 
18 外本教員 寄附金 イージーオー日本株式会社 2012 年 1,500 
19 久保田教員 寄附金 株式会社ジェイデバイス 2012 年 2,000 
20 久保田教員 寄附金 株式会社ロジック・リサーチ 2012 年 500 
21 久保田教員 寄附金 株式会社 構造計画研究所 2012 年 150 
22 久保田教員 寄附金 株式会社 構造計画研究所 2012 年 150 
23 高野教員 寄附金 財団法人 東レ科学振興会 2012 年 3,500 
24 真下教員 寄附金 旭化成ケミカルズ株式会社 2012 年 1,000 

25 矢野教員 寄附金 
公益財団法人 鈴木謙三郎記
念医科学応用研究財団 

2012 年 1,000 

26 浪平教員 寄附金 株式会社キャンパスクリエイト 2012 年 5,072 
 

【2013 年度】                                     年度計 53,969 

1 外本教員 受託研究 沖縄工業高等専門学校 
2013 年 4 月

-2014 年 3 月 
6,380 

2 浪平教員 受託研究 日野自動車株式会社 
2013 年 9 月

-2013 年 12 月 
1,887 

3 北原教員 受託研究 
独立行政法人 科学技術振
興機構 

2013 年 4 月
-2014 年 3 月 

1,841 

4 佐々木教員 受託研究 日立化成工業株式会社 
2012 年 5 月

-2014 年 3 月 
600 

5 佐々木教員 受託研究 独立行政法人日本学術振興 2013 年 5 月 450 



熊本大学パルスパワー科学研究所 分析項目Ⅰ 

－9-12－ 

会 -2014 年 3 月 
6 浪平教員 共同研究 本田技研工業熊本 2013 年 9,646 
7 浪平教員 共同研究 マツダ 2013 年 4,096 
8 秋山教員 共同研究 タカギ 2013 年 2,700 
9 浪平教員 共同研究 トヨタ 2013 年 2,478 

10 秋山教員 共同研究 
㈱本田技術研究所、㈱明電
舎 

2013 年 2,450 

11 勝木教員 共同研究 キューピー 2013 年 1,549 
12 秋山教員 共同研究 ㈱アイシン・コスモス研究所 2013 年 900 
13 勝木教員 共同研究 サントリー㈱ 2013 年 900 
14 浪平教員 共同研究 メタウォーター 2013 年 900 

15 秋山教員 共同研究 
㈱アイシン・コスモス研究所
(研究員費) 

2013 年 350 

16 浪平教員 寄附金 株式会社キャンパスクリエイト 2013 年 5,842 
17 久保田教員 寄附金 株式会社テラプローブ 2013 年 1,600 
18 外本教員 寄附金 イージーオー日本株式会社 2013 年 1,500 
19 久保田教員 寄附金 株式会社ジェイデバイス 2013 年 1,500 

20 久保田教員 寄附金 
ソニーセミコンダクタ株式会
社 

2013 年 1,500 

21 外本教員 寄附金 公益財団法人天田財団 2013 年 1,400 
22 外本教員 寄附金 旭化成ケミカルズ株式会社 2013 年 1,000 
23 真下教員 寄附金 旭化成ケミカルズ株式会社 2013 年 1,000 
24 外本教員 寄附金 株式会社 ダイセル 2013 年 500 
25 外本教員 寄附金 株式会社 神戸製鋼所 2013 年 400 
26 佐々木教員 寄附金 太陽化学株式会社 2013 年 300 
27 久保田教員 寄附金 株式会社 構造計画研究所 2013 年 150 
28 久保田教員 寄附金 株式会社ＴＯＰ 2013 年 150 

 
【2014 年度】                                     年度計 401,018 

1 高野教員 共同研究 株式会社 制電社 2014-2015 年度 500 

2 王教員 共同研究 株式会社トミタカ 
2014 年 12 月
-2015 年 3 月 

500 

3 北原教員 共同研究 大電株式会社 2014 500 
4 外本教員 寄附金 旭化成ケミカルズ株式会社 2014 年度 1,000 
5 外本教員 寄附金 株式会社ダイセル 2014 年度 500 
6 外本教員 受託研究 沖縄工業高等専門学校 2014 年度 - 
7 浪平教員 共同研究 ニコン 2014 年 4,000 
8 浪平教員 共同研究 メタウォーター 2014 年 1,000 
9 浪平教員 共同研究 マツダ 2014 年 2,000 

10 浪平教員 共同研究 
日野自動車, キャンパスク
リエイト 

2014 年 5,980 

11 浪平教員 受託研究 造水促進センター 2014 年 8,933 

12 浪平教員 受託研究 
新エネルギー・産業技術総
合開発機構 

2014 年 17,600 

13 佐久川教員 共同研究 ギガフォトン株式会社 2014 年 2,000 

14 久保田教員 補助金 

経済産業省先端技術実用化
非連続加速プログラム「革新
的半導体パッケージ組立技
術の実用化検証」（ジェイデ
バイス） 

2014 年 312,005 

15 久保田教員 補助金 

大分県ＬＳＩクラスター事業
「大型 C-NOS センサー倒立
搭載技術開発」（ジェイデバ
イス） 

２０１４年 30,000 

16 久保田教員 寄附金 株式会社 構造計画研究所 2014 年 300 
17 久保田教員 寄附金 株式会社テラプローブ 2014 年 2,000 
18 久保田教員 寄附金 株式会社ジェイデバイス 2014 年 2,000 

19 久保田教員 寄附金 
ソニーセミコンダクタ株式会
社 

2014 年 500 

20 久保田教員 寄附金 
株式会社グローバルウェー
ハズ・ジャパン 

2014 年 1,000 
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21 久保田教員 寄附金 
三菱ディスプレイテクノロジー
株式会社 

2014 年 500 

22 秋山教員 共同研究 株式会社 タカギ 2014 年 2,700 
23 秋山教員 共同研究 センコー 株式会社  2014 年 4,500 
24 勝木教員 共同研究 キューピー 2014 年 1,000 

 
【2015 年度】                                     年度計 5７,740 

1 王教員 共同研究 コスモ・バイオ株式会社 
2015 年 6 月

-2016 年 3 月 
500 

2 王教員 共同研究 
株式会社柴宇、株式会社ミリ
オンプロジェクト 

2015 年 6 月
-2016 年 3 月 

1,000 

3 王教員 共同研究 株式会社トミタカ 2015 年 500 

4 王教員 共同研究 
パナソニック株式会社 生産
技術本部 

2015 年 1,420 

5 外本教員 共同研究 
新日鉄住金エンジニアリング
株式会社 

2012 年-15 年 0 

6 外本教員 共同研究 株式会社ダイセル 2015 年度 1,200 
7 秋山教員 共同研究 株式会社 タカギ 2015 年 2,500 

8 秋山教員 共同研究 
東洋紡エンジニアリング 株
式会社  

2015 年 5,000 

9 佐久川教員 共同研究 ギガフォトン株式会社 2015 年 2,500 
10 勝木教員 共同研究 キューピー 2015 年 0 
11 佐々木教員 共同研究 株式会社クラフトマン 2015 年 1,000 
12 北原教員 共同研究 大電株式会社 2015 年 500 

13 浪平教員 共同研究 トヨタ自動車株式会社 2013 年-15 年 0 

14 浪平教員 共同研究 本田技研工業株式会社 2013 年-15 年 0 

15 浪平教員 共同研究 株式会社ニコン 2015 年 4,000 

16 浪平教員 共同研究 
日野自動車株式会社,株式
会社キャンパスクリエイト 

2015 年 550 

17 浪平教員 共同研究 
パナソニック株式会社 生産
技術本部 

2015 年 11,904 

18 浪平教員 共同研究 メタウォーター株式会社 2015 年 1,000 

19 浪平教員 共同研究 
独立行政法人石油天然ガ
ス・金属鉱物資源機構 

2015 年-16 年 21,837 

20 秋山教員 特別経費 機能強化関連プロジェクト 2015 年 32,890 

21 浪平教員 受託研究 
新エネルギー・産業技術総
合開発機構 

2015 年 8,700 

22 勝木教員 受託研究 
独立行政法人 科学技術振
興機構 

2015 年-16 年 1,700 

23 浪平教員 受託研究 造水促進センター 2014 年-15 年 554 

24 浪平教員 受託研究 パナソニック株式会社 2015 年 16,048 

25 
依田 真一 

寄附金 
国立研究開発法人宇宙航空
研究開発機構 宇宙科学研
究所 

2015 年 
5,800 

26 王 斗艶 寄附金 公益財団法人ロッテ財団 2015 年 3,000 
27 王 斗艶 寄附金 株式会社ミリオンプロジェクト 2015 年 500 
28 外本 和幸 寄附金 旭化成ケミカルズ株式会社 2015 年 1,000 
29 外本 和幸 寄附金 衝撃波応用技術研究所 272015 年 500 

30 
久保田 弘 

寄附金 
ソニーセミコンダクタ株式会
社 

2015 年 
500 

31 
久保田 弘 

寄附金 
グローバルウェーハズ・ジャ
パン株式会社 

2015 年 
1,000 

32 久保田 弘 寄附金 株式会社 構造計画研究所 2015 年 150 
33 久保田 弘 寄附金 株式会社 構造計画研究所 2015 年 150 

34 
久保田 弘 

寄附金 
メルコ・ディスプレイ・テクノロ
ジー株式会社 

2015 年 
250 

35 久保田 弘 寄附金 株式会社 構造計画研究所 2015 年 140 
36 佐久川 貴志 寄附金 株式会社明電舎 2015 年 300 
37 佐々木 満 寄附金 株式会社アイセロ 2015 年 400 
38 赤井 一郎 寄附金 エイテック株式会社 2015 年 1,000 
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39 川合 伸明 寄附金 住友財団 2015 年 800 
40 浪平 隆男 寄附金 株式会社キャンパスクリエイト 2015 年 500 
41 浪平 隆男 寄附金 西日本技術開発株式会社 2015 年 200 
42 浪平 隆男 寄附金 住友財団 2015 年 700 
43 浪平 隆男 寄附金 パナソニック株式会社 2015 年 500 
44 浪平 隆男 寄附金 パナソニック株式会社 2015 年 500 

 (出典：TSUBAKI システムのデータ集約と、自然科学系事務ユニットの集計、各教員の

照会の集計) 

 

（資料・１－３－３）科学研究費の受入額の推移 

 科研費 
評価期
間集計 

2010 
年度 

2011 
年度 

2012 
年度 

2013 
年度 

2014 
年度 

2015 
年度 

基盤 A  
件数 16 3 5 4 2 2  

受入金額
（千円） 

85,280 15,000 28,700 26,750 8,500 6,330 
 

基盤 B  
件数 12 3 2 3 1 1 2 

受入金額
（千円） 

47,820 21,000 8,100 6,100 3,600 4,160 
4,860 

基盤 C  
件数 17 1 3 3 3 3 4 

受入金額 17,343 500 4,600 2,963 2,400 2,790 4,090 

新 学 術
領 域 研
究 

件数 7 2 3   1 1 

受入金額
（千円） 

39,380 16,600 16,800   2,990 
2,990 

若手 A  
件数 2     1 1 

受入金額
（千円） 

9,200     5,900 
3,300 

若手 B  
件数 4    2 1 1 

受入金額
（千円） 

7,280    2,900 1,000 
3,380 

挑 戦 的
萌芽 

件数 9  2 1 1 2 3 

受入金額
（千円） 

15,000  3,900 1,000 1,000 5,200 
3,900 

採択件数 67 9 15 11 9 11 12 

採択率（％） 17.9 20.9 43.1 16.1 21.4 6.6 15.4 

受入金額(千円) 221,303 53,100 62,100 36,813 18,400 28,370 22,520 

 (出典：TSUBAKI システムのデータ集約と、自然科学系事務ユニットの集計、各教員の

照会の集計) 

 
（資料・１－３－４）グローバル COE プログラムの受入状況 

グローバル COE プログラム(2008 年度～2012 年度) 

研究課題 衝撃エネルギー工学グローバル先導拠点 

代表者 秋山教員 

年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 評価期間計 

受入金額(千円) 142,100 115,319 118,490 375,909 

(出典：TSUBAKI システムのデータ集約と、自然科学系事務ユニットの集計、各教員の

照会の集計) 
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（資料・１－３－５）科学研究費以外の競争的外部資金、受託研究、寄附金の受入額の推

移 

科研費以外、奨学寄
附金、受託研究等 

評価期
間集計 

2010 
年度 

2011 
年度 

2012 
年度 

2013 
年度 

2014 
年度 

2015 
年度 

共同研究 
 

件数 69 6 11 12 10 11 19 

受入金額 183,637 27,717 16,258 33,601 25,969 24,680 55,412 

受託研究 
 

件数 30 6 6 3 5 5 5 

受入金額 686,150 94,844 141,728 9,990 11,158 368,538 59,892 

奨学寄付
金 

件数 80 14 14 11 13 8 20 

受入金額 91,629 13,200 14,525 21,372 16,842 7,800 17,890 

受入件数 179 26 31 26 28 24 44 

受入金額(千円) 961,416 135,761 172,511 64,963 53,969 401,018 133,194 

 (出典：TSUBAKI システムのデータ集約と、自然科学系事務ユニットの集計、各教員の

照会の集計) 

 
（資料・１－３－６）拠点形成研究の採択状況 

 教員  助成金名称 研究題目 
期間 
（自） 

期間 
（至） 

1 
久保田 
教員 

代表 拠点研究 B 
NaPFA 量産のための新製造
科学研究教育拠点 

2010 年 4 月 2015 年 3 月 

2 赤井教員 分担 拠点研究 B 
極限環境下での凝縮系物質
の原子レベル構造・組織の精
密測定とマクロな挙動 

2010 年 4 月 2014 年 3 月 

3 勝木教員 分担 
自然科学研
究科「研究コ
ア」 

Nanomedicine for tumor 
associated macrophages  

2013 年 4 月 2014 年 3 月 

4 赤井教員 分担 
自然科学研
究科「研究コ
ア」 

放射光を利用した基礎科学
の研究・教育拠点 

2013 年 4 月 2014 年 3 月 

5 秋山教員 代表 
国際先端研
究拠点 

パルスパワー科学の深化と
応用 

2013 年 4 月 2018 年 3 月 

6 真下教員 代表 拠点研究 A 
強い重力場を用いた物質開
発研究 

2014 年 4 月 2016 年 3 月 

7 吉朝教員 代表 拠点研究 A 
凝縮系物質の原子レベル構
造・物性の精密測定と極限
環境解析 

2014 年 4 月 2016 年 3 月 

8 小澄教員 分担 
自然科学研
究科「研究コ
ア」 

先端光源と単原子層プラズ
モニクスの融合による生体
系一分子計測技術の確立 

2015 年 4 月 2016 年 3 月 

(出典：TSUBAKI システムのデータ集約) 

 

４．共同研究 
 共同研究については、（資料・１－４－１）に示した様に評価期間中に 135 件の実績があ

り、国内外の大学、研究所から民間企業まで広い分野で共同研究が進められており、その

件数は増える状況にある。また、海外の研究機関との国際共同研究は合計 32 件で年々増え

ている（資料・１－４－２）。 
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（資料・１－４－１）共同研究の実施状況の推移 

業績の種別 
期間中
の総計 

2010 年
度以前
から 

2010 
年度
から 

2011 
年度
から 

2012 
年度
から 

2013 
年度
から 

2014 
年度
から 

2015 
年度
から 

国際共同研究 32 9 2 1 1 2 6 11 

国内共同研究：研究期間 58 7 1 1 4 12 6 23 

国内共同研究：企業 45 2 3 4 3 5 6 22 

 (出典：TSUBAKI システムのデータ集約、各教員の照会の集約) 

 
 

（資料・１－４－２）国際共同研究の実施状況 
 教員 研究題目 期間(自) 期間(至) 相手先機関名 

1 真下教員 セラミックスの衝撃圧縮 1995 年 4 月 継続中 
米国、サンディア国
立研究所 

2 勝木教員 
ナノ秒パルスの生体作用
に関する研究 

2001 年 1 月 継続中 
米国、オールドドミ
ニオン大学 

3 真下教員 
酸化物の状態方程式と相
転移 

2004 年 4 月 継続中 
米国、ローレンスリ
バモア国立研究所 

4 小澄教員 
紅色光合成細菌における
エネルギー伝達の研究 

2008 年 4 月 継続中 
イギリス、グラスゴー
大学 

5 外本教員 
爆薬の爆轟伝播挙動の光
学計測実験 

2008 年 7 月 継続中 
ロシア、ノボシビル
スク州立工科大学 

6 外本教員 
高速加速によるプラスチッ
クのテーラー試験 

2008 年 7 月 継続中 
中国、安東国立大
学 

7 小澄教員 
海藻類光合成の多様性に
関する研究 

2009 年 4 月 継続中 
米国、サウスプロダ
クト、コネチカット大
学 

8 真下教員 
極限状態を用いた機能性
材料の作製 

2010 年 1 月 継続中 
ポ ー ラ ン ド  AGH
科学技術大学 

9 真下教員 
衝撃圧縮を用いた超高圧
物性研究 

2010 年 1 月 継続中 中国、四川大学 

10 外本教員 
爆発衝撃波の伝播挙動の
解明および爆発圧接境界
組織の解明 

2010 年 4 月 継続中 
ロシア、ノボシビル
スク州立工科大 

11 外本教員 
水中レーザーアブレーショ
ンによる反応合成に関す
る研究 

2010 年 8 月 2012 年 3 月 韓国、ソウル大学 

12 浪平教員 
Separation of coals by high 
voltage pulses(パルス放電
による石炭分離技術) 

2011 年 11 月 2013 年 3 月 韓国、全北大学 

13 外本教員 
水中爆発圧着法に関する
研究 

2012 年 10 月 2014 年 3 月 
中国、大連理工大
学 

14 外本教員 
爆発圧縮成形による一方
向多孔質材料の創製 

2013 年 4 月 継続中 
スロベニア、マリボ
ル大学 

15 赤井教員 
半磁性半導体ナノ量子構
造中励起子の物性 

2013 年 8 月 継続中 
ロシア、サンクトペ
テルブル大学 

16 王教員 

ナノ秒パルス放電プラズ
マとナノマテリアルの融合
による次世代型オゾナイ
ザの開発 

2014 年 4 月 継続中 中国、清華大学 

17 外本教員 爆発圧接条件の解明 2014 年 4 月 継続中 
インド、アナマライ
大学 

18 外本教員 
微小爆発圧着に関する研
究 

2014 年 4 月 継続中 
米国、ジョージア工
科大 

19 吉朝教員 極限環境下の物性研究
と数理結晶学 

2014 年 9 月 継続中 
フランス、ロレーヌ
大学 

20 佐々木教員 ソルボサーマル技術を用 2014 年 10 月 継続中 メキシコ、ヌエボレ
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いた CFRP からの炭素繊
維回収に関する研究 

オン州立自治大学 

21 佐々木教員 
超臨界流体を利用した反
応・分離技術の開発に関
する研究 

2014 年 10 月 継続中 
フランス、エクスマ
ルセイユ大学 

22 北原教員 
Mg の変形挙動に関する
研究 

2015 年 3 月 継続中 
カナダ・マクマスタ
ー大学 

23 秋山教員 
水が関与した放電プラズ
マの物理・化学 

2015 年 4 月 継続中 
チェコ、Institute of 
Plasma Physic 

24 秋山教員 
バイオ燃料システムへの
パルスパワー応用 

2015 年 4 月 継続中 
フランス、
University of 
Toulouse 

25 勝木教員 
パルス電磁波照射による
がん治療の研究 

2015 年 4 月 継続中 
米国、Old 
Dominion 
University 

26 吉朝教員 高圧高温下での融体の
構造と物性 

2015 年 4 月 継続中 
フランス、クレルモ
ン・フェラン大学 

27 ホセイニ教員 衝撃波に関する研究 2015 年 5 月 継続中 
インド、インド工科
大学 

28 真下教員 圧力スケールの研究 2015 年 6 月 継続中 
米国、カーネギー
研究所地球科学研
究所 

29 ホセイニ教員 衝撃波に関する研究 2015 年 7 月 継続中 
カナダ、マギル大
学 

30 吉朝教員 高圧下での結晶間元素
分配と局所構造 

2015 年 9 月 継続中 
ドイツ、バイロイト大
学 

31 ホセイニ教員 衝撃波に関する研究 2016 年 3 月 継続中 
イタリア、新技術・
エネルギー・持続
的経済開発機構 

32 真下教員 ナノ材料の合成に関する
研究 

2016 年 3 月 継続中 
中国、武漢理工大
学 

(出典：TSUBAKI システムのデータ集約、各教員の照会の集約) 

 

５．研究推進方策 
 第２期中期目標期間中に若手研究者３名を公募によって准教授に採用し、その中の１名

は女性研究者である。これによって研究者の年齢と男女、研究部門のバランスが向上した。

また、毎年１名の高名な客員教授を招聘し、集中講義を開講して学生や若手教員の勉学・

研究意欲の向上を計っている。 
 パルスパワー科学研究所の情勢、研究活動については、毎年、ニュースレターを発行し、

ホームページ(http://www.ipps.kumamoto-u.ac.jp/index.html)を用いて内外にオープン

している他、適宜マスコミを通じて広報活動を行っている（資料・１－５－１）。 

 

（資料・１－５－１）マスコミでの報道状況 
 報道内容（見出し、タイトルなど） 報道機関 年月日 

1 まるトク ZIP！ 
「爆発実験施設を利用した爆発加工実験の紹
介」 

読売テレビ 2012 年 11 月 8 日 

2 
パルスパワー科学研究所開設について 
「超高出力の衝撃エネルギー パルスパワー研
究所設置」 

熊本日日新聞 2013 年 3 月 22 日 

3 
パルスパワー科学研究所開設について 
「パルスパワー研究所を開設 熊本大」 

日経産業新聞 2013 年 3 月 22 日 

4 
パルスパワー科学研究所開設について 
「パルスパワー科学研究所を設立 熊本大」 

日刊工業新聞 2013 年 3 月 29 日 

5 
パルスパワー科学研究所について 
「熊本大学パルスパワー科学研究所を設立」 

NHK 2013 年 4 月 27 日 

6 
アオコ除去の実証試験について 
「氷川ダムで公開実験 アオコ処理に新装置」 

KKT（熊本県民
テレビ） 

2013 年 8 月 21 日 

7 アオコ除去の実証試験について RKK（熊本放送） 2013 年 8 月 21 日 
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「パルスパワーでアオコ処理の実験開始 熊大
パルスパワー科学研究所などが開発」 

8 
アオコ除去の実証試験について 
「アオコ除去に”救世主”  プラズマを発生
させ気泡破壊・・・湖沼浄化 熊大教授ら」 

熊本日日新聞 2013 年 8 月 22 日 

9 
アオコ除去の実証試験について 
「湖のアオコ、プラズマで退治 水中で放電 
浮力奪う 熊大、実証実験に成功」 

朝日新聞 2013 年 8 月 29 日 

10 

爆発実験施設で実施した建物破壊模擬実験結果
が紹介、NHK スペシャル「知られざる衝撃波～長
崎原爆・マッハステムの脅威～」 
※この番組は「第 41 回日放送文化基金賞番組部
門奨励賞」を受賞 

NHK 2014 年 8 月 18 日 

11 

⾼性能爆薬でつくる野菜ジュースの紹介 
見た目はトマトのまま。爆破で中だけトマトジ
ュース化に挑戦︕ 〜熊本大学パルスパワー科
学研究所において、キュウリ、ナス、タマネギ
などをジュース化 

カゴメ WEBサ
イト 

2014年8月24～日 

12 
大阪ほんわかテレビ 
「音波歯ブラシの振動で生じるキャビテーショ
ンの高速ビデオ観察結果の紹介」 

読売テレビ 2014年 10月 26日 

13 
論文引用度指数について 
２０１５年版週刊朝日進学 MOOK「大学ランキン
グ」農学分野論文引用度指数（153.0）国内１位 

週刊朝日進学
MOOK 

2014年 11月 26日 
 

14 
林先生が驚く初耳学 
「爆薬によるトマトジュース製造実験」 

TBS 2015 年 4 月 12 日 

15 
パルスパワー科学研究所の紹介 
探検バクモン～パルスパワー発射～ 

NHK 2015 年 8 月 5日 

16 
サンデーモーニング 
「長崎原爆における建物破壊模擬実験の紹介」 TBS 2015 年 8 月 9日 

17 
林先生が驚く初耳学スペシャル 
「爆薬によるトマトジュース製造実験」年間番組の 3
位受賞 

TBS 2016 年 1 月 17 日 

18 
産学官のフューチャープラン（熊本県第 25 回）
KUMADAI 合金さらに進化継続、久保田研は
NaPFA 高度化 

電子デバイス産
業新聞 

2016 年 3 月 17 日 

(出典：各教員による集計) 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 
 

(判断理由) 評価期間中の査読付き論文や著書・国内学会発表、国際会議発表等の全ての

研究業績は 1,302 件である。また、各研究領域におけるリーダーシップの指標となる招待

論文、著書、総説・解説記事や国内外の会議における招待講演、基調講演等は、評価期間

の間において 102 件にのぼっており、研究活動が高く評価されていることが分かる。一方、

外部研究資金の獲得状況は、科研費、グローバル COE とそれ以外の外部資金として、評価

期間中に合計 1,558,628 千円の受入があり、高い水準を維持している。その内、科研費に

ついては基盤研究(A), (B)の大型予算の採択が多く、受入金額 221,303 千円である。共同

研究については、大学や研究所から民間企業まで広い分野で 135 件の実績があり、その内、

海外との共同研究は 32件にのぼる。また、研究所の若手研究者、女性研究者は増加してい

る。 

 よって、研究活動の状況は、研究所として期待される水準を上回ると判断できる。 
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観点 大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認定された附置研
究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の実施状況  

(観点に係る状況) 

 該当なし 

 (水準) 該当なし 

(判断理由) 該当なし
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分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

観点 研究成果の状況(大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認
定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の成
果の状況を含めること。) 

 

(観点に係る状況) 

 パルスパワー科学研究所の研究領域は、自然科学系を主な舞台とする。該当する分科名

と細目番号は、人間医工学（2301～2304）、応用物理化学（4402～4406）、物理学（4901～

4906）、地球惑星科学（5001～5007）、電気電子工学（5601～5606）、材料工学（5901～5906）

であるため、「『人と自然(自然系)の科学』に関する研究業績の判断基準」に則った基準を

採用する（資料・２－１－１、２－１－２）。 

 パルスパワー科学研究所で平成25年 5月 1日に在籍している助教以上の専任教員数は15

名である。よって選定する研究業績は、その 20%程度を目安として３件とした。選定した研

究業績は区分 SS が４件である（研究業績説明書）。ここに収録した以外も含め区分 S 以上

の研究業績は 15 件あった。研究業績説明書に収録したものも含め S区分以上の研究業績の

概要を（資料・２－１－３）にまとめた。 

 研究業績説明書の業績番号１−４については区分 SSの研究業績である。これらの内、１、

２は世界最大の学会である IEEE と物理・応用物理研究領域の最高権威である米国物理学会

(APS)におけるこれまでの業績に対する賞であり、３は電気的パルスパワーによるバイオ・

医療関連の研究である。パルスパワー科学研究所の研究の柱であるバイオエレクトロニク

スと極限状態を用いた物質研究の両分野で世界の主戦場である米国 IEEE と米国物理学会か

ら賞を受けたことは当研究所が世界の拠点として認められたと考えることができる。 

 研究活動に関する外部評価は、前組織である衝撃・極限環境研究センターで、平成 17年

３月に受けた。その際の評価とコメントは（資料・２－１－４）にまとめたとおりで、高

い評価を受けている。またバイオエレクトリクス研究センターの外部評価に示した通り、

衝撃エネルギーグローバル COE の中で行われ、平成 25年度に受けた事後評価では、総括評

価として「設定された目的は十分達成された。」と最高の評価を受けた。 

一方、研究所の若手教員においては、2013 年３月と 2014 年３月に若手専任教員による学

術受賞実績があり（資料・２－１－５）、若手教員の研究実績と外部的評価も着実に向上し

ている。（資料・２－１－６）に集計した研究業績の他、各研究領域でリーダーシップの指

標となる招待論文、招待論文、著書、総説・解説記事、招待／基調講演は、ここ２年、伸

びている。 

 

（資料・２－１－１）研究業績の判断基準（「人と自然(自然系)の科学」） 

＜＜「人と自然(自然系)の科学」に関する研究業績の判断基準＞＞ 

分科名 

（細目

番号） 

情報学基礎（1001～1003）、計算基盤（1101～1106）、人間情報学（1201～1207）、情報フロン

ティア（1302、1304～1305）、環境解析学（1401～1403）、環境保全学（1501～1504）、環境創

成学（1601～1603）、社会安全システム科学（2201～2202）、人間医工学（2301～2304）、生体

分子科学（2501～2502）、ナノマイクロ化学（4301～4306）、応用物理化学（4401～4406）、量

子ビーム科学（4501）、計算科学（4601）、数学（4701～4705）、天文学（4801）、物理学（4901

～4906）、地球惑星科学（5001～5007）、プラズマ科学（5101）、基礎科学（5201～5203）、複

合化学（5301～5307）、材料化学（5401～5404）、機械工学（5501～5507）、電気電子工学（5601

～5606）、土木工学（5701～5706）、建築学（5801～5804）、材料工学（5901～5906）、プロセ

ス・化学工学（6001～6004）、総合工学（6101～6106）、実験動物学（6301）、ゲノム科学（6501、

6503）、生物資源保全学（6601）、生物科学（6701～6706）、基礎生物学（6801～6807）、人類

学（6901～6902）、生産環境学（7001～7004）、農芸化学（7101～7105）、森林圏科学（7201～

7202）、水圏応用科学（7301～7302）、農業工学（7501～7502）、境界農学（7701～7703） 

区分 左記区分と判断した根拠 
学術面 社会、経済、文化面 

SS ●タイプＡ: 

  研 究 業 績 の 掲 載 雑 誌 の Impact 

●タイプＧ: 

  人と自然（自然系）分野で、知的財産権の創
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Factor(IF)が、付表に示す「SS の基準」

を満たしている。 

●タイプＢ: 

  研究業績の掲載雑誌の IF が、付表に

示す「Sの基準」を満たし、かつ下記の

条件の 1つを満たしている。 

 ・ 学会・国際会議等において、当該業

績に関わる招待講演、基調講演を行っ

た。 

 ・ 当該業績が科学研究費補助金の基盤

研究 A、あるいは基盤研究 Sの採択に

寄与した。 

 ・ 当該業績が、科学研究費補助金以外

の学術的大型競争的資金（グローバル

COE プログラム拠点形成費補助金等）

の採択に寄与した。 

 ・ 論文の被引用回数が 20 回以上であ

る。 

 ・ 当該業績が、優秀な水準の学会賞・

学術賞等の受賞に寄与した。 

●タイプＣ: 

  当該業績が、学士院賞、卓越した水準

の学会賞・学術賞・国際賞等の受賞に寄

与した。 

出及び実用化がなされており、その貢献が卓越

している。 

●タイプＨ: 

  研究成果（制作活動を含む）に関連して、国

レベルの政策の立案・実施等に大きく貢献して

いる。 

●タイプＩ： 

  研究成果（制作活動を含む）が国内のメジャ

ーなメディア及び国外のメディアで報道され

た。または、研究成果が国外のメジャーな雑誌

で特集記事として紹介された。 

●タイプＪ： 

  研究成果（制作活動を含む）が、卓越した水

準と認められる国外の賞や国内の賞の受賞に

寄与した、あるいは国外展示会で招待展示され

た。 

S 

●タイプＤ: 

  研究業績の掲載雑誌の IF が、付表に

示す「Sの基準」を満たしている。 

●タイプＥ: 

  研究業績の掲載雑誌が、付表に示す「A

の基準」を満たし、かつ下記の条件の 1

つを満たしている。 

 ・ 学会・国際会議等において、当該業

績に関わる招待講演、基調講演を行っ

た。 

 ・ 論文の被引用回数が 20 回以上であ

る。 

 ・ 当該業績が、優秀な水準の学会賞・

学術賞等の受賞に寄与した。 

 ・ 当該業績が国内外の学術誌等で紹介

され、高い評価を受けた。 

●タイプＦ: 

 ・ 当該業績が、科学研究費補助金の基

盤研究 A、あるいは基盤研究 Sの採択

に寄与した。 

 ・ 当該業績が、科学研究費補助金以外

の学術的大型競争的資金（グローバル

COE プログラム拠点形成費補助金等）

の採択に寄与した。 

●タイプＫ: 

  人と自然（自然系）分野で、知的財産権を創

出し、その実用化を目指した試験が行われてい

ることから、貢献が優秀である。 

●タイプＬ: 

  研究成果（制作活動を含む）に関連して、地

域における政策の立案・実施等に大きく貢献し

ている。 

●タイプＭ: 

  研究成果（制作活動を含む）が国内のメジャ

ーなメディアで報道された、あるいは、制作活

動の成果が国内のメジャーな雑誌で特集記事

として紹介された。 

●タイプＮ： 

  業績が実用化研究に必要な大型の競争的外

部資金の採択に寄与した。 

●タイプＯ: 

  研究成果（制作活動を含む）が、国内の賞の

受賞に寄与した、あるいは国内の展示会に招待

展示された。あるいは、国内の設計競技等で最

優秀作品に認定された。 

(出典：熊本大学 組織評価 自己評価書作成要領 13 頁) 

 

（資料・２－１－２）研究業績の判断基準（「人と自然(自然系)の科学」）別表 
付表 「人と自然(自然系)の科学」の学術誌の水準判断における Impact Factor の下限値 

系 
分

野 
分科 細目番号 

水準判断における Impact Factor（IF）の下限値 

SS S A 

総
合

系 

情

報

学 

情報学基礎 1001～1003 10 5 1 

計算基盤 1101～1106 10 5 1 

人間情報学 1201～1207 10 5 1 
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情報学フロンティア 
1302、1304～

1305 
10 5 1 

環

境

学 

環境解析学 1401～1403 10 5 1 

環境保全学 1501～1504 10 5 1 

環境創成学 1601～1603 10 5 1 

複

合

領

域 

社会・安全システム

科学 
2201～2202 10 5 1 

人間医工学 2301～2304 10 5 1 

生体分子科学 2501～2502 10 5 1 

理
工
系 

総

合

理

工

学 

ナノ・マイクロ化学 4301～4306 10 5 1 

応用物理学 4401～4406 10 5 1 

量子ビーム科学 4501 10 5 1 

計算科学 4601 10 5 1 

数

学

系

科

学 

数学 4701～4705 2 1 0.5 

天文学 4801 10 5 1 

物理学 4901～4906 10 5 1 

地球惑星科学 5001～5007 10 5 1 

プラズマ科学 5101 10 5 1 

化

学 

基礎化学 5201～5203 10 5 1 

複合化学 5301～5307 10 5 1 

材料化学 5401～5404 10 5 1 

工

学 

機械工学 5501～5507 10 5 1 

電気電子工学 5601～5606 10 5 1 

土木工学 5701～5706 10 5 1 

建築学 5801～5804 10 5 1 

材料工学 5901～5906 10 5 1 

プロセス・化学工学 6001～6004 10 5 1 

総合化学 6101～6106 10 5 1 

生
物
系 

総

合

生

物 

実験動物学 6301 10 5 1 
ゲノム科学 6501、6503 10 5 1 
生物資源保全学 6601 10 

5 1 

生

物

学 

生物科学 6701～6706 10 5 1 

基礎生物学 6801～6807 10 5 1 

人類学 6901～6902 10 5 1 

農

学 

生産環境農学 7001～7004 10 5 1 

農芸化学 7101～7105 10 5 1 

森林圏科学 7201～7202 10 5 1 

水圏応用科学 7301～7302 10 5 1 

農業工学 7501～7502 10 5 1 

境界農学 7701～7703 10 5 1 

追

加

条

件 

IFが無い場合にあっては、各研究領域において特に優秀な水準と認められる学術誌を区分Aとする。 

特に優秀な水準と認められる学会誌を例示すると、次のようである。 

・ 機械工学分野においては、ASME級の論文誌。 

・ 土木工学分野にあっては、土木学会論文集。 

・ 建築学分野にあっては、建築学会論文集。 

 (出典：熊本大学 組織評価 自己評価書作成要領 14頁) 

 
（資料・２－１－３）S区分以上の研究業績の概要 

 研究業績
説明書 

区分 研究テーマ 業績の年度 

1 ○ SS 
パルスパワー科学技術の先進的な大学院教育の
実施と若手研究者の育成 

2011 年度 

2 ○ SS 
衝撃超高圧物理研究と強い重力場物質プロセスの開
拓 

2011 年度 
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3 ○ SS 
細胞膜処理への新しいアプローチとしてのナノ秒
パルスパワー及び可逆性細胞膜操作のためのバイ
オエレクトリクスにおける現在の動向 

2012-2014 年度 

4  SS 超高速分光を用いた有機材料の光機能解明 2014 年度 

5  S パルスパワーに対するヒト細胞の応答機構の解明 2011-2012 年度 

6  S バイオエレクトリクスの研究 2011-2013 年度 

7  S 水中放電プラズマに関する研究 2010-2013 年度 

8  S 超臨界中放電プラズマ現象の解明に関する研究 2011-2013 年度 

9  S パルスパワー発生技術開発とその利用に関する研究 2010-2011 年度 

10  S 
液中パルスプラズマ法を用いたナノ粒子材料の合成
と物性 

2012 年度 

11  S パルスパワーを用いたガン治療の基盤研究 2012-2013 年度 

12  S DNA 損傷応答のライブイメージング解析 2011 年度 

13  S 
Shock waves production and interaction for biomedical 
applications 

2012-2013 年度 

14  S 
Shock waves and ablation plasma assisted DNA/drug 
delivery system 

2010-2012 年度 

15  S ナノ秒パルス高電界による細胞死誘導機構 2014 年度 

（出典：各教員から提出の研究業績説明書の集約。説明書の欄に○を付けた３件を研

究業績説明書に収録した) 
 

（資料・２－１－４）衝撃・極限環境研究センターの外部評価書 

項目 評価 コメント(抜粋) 
教 員 の 業 績 ・ 成果
(受賞などを含む) 

5 
総じて極めて優れた業績を上げている。また、地域産業への
貢献が著しい点も評価される。 

研究財源 4 

研究財源の獲得に努力しており、分野にもよるが、かなりの研
究財源を獲得している。しかし、いずれも優れた研究設備であ
り、その維持と有効活用のためにはさらなる財源の獲得が必要
である。 

国際的な研究活動 4.3 学会活動、共同研究等国際的な活動を活発に行なっている。 

他機関との共同研
究 

4.5 
学内外、多くの国の研究期間との幅広い共同研究を積極的に
行っている。その優れたポテンシャルからしてさらなる展開を期
待したい。 

(出典：平成 17年３月衝撃・極限環境研究センターの外部評価報告書) 

 

（資料・２－１－５）学術表彰 

 教員 賞 授与団体 年月 

1 真下教授 APS Fellow 
American Physical 
Society 

2011 年 

2 秋山教授 
Frank Reidy Award for 
Outstanding Achievements 

バイオエレクトリクス国
際会議 

2011 年 

3 秋山教授 プラズマ材料科学賞 日本学術振興会 2011 年 

4 吉朝教授 日本鉱物科学会賞 日本鉱物科学会 2011 年 

5 北原准教授 
第 63 回 金属組織写真賞 
最優秀賞（光学顕微鏡部門） 

日本金属学会 2013 年 3 月 

6 秋山教授 
IEEE Kirchmayer Graduate 
Teaching Award 

The Institute of 
Electrical and 
Electronics Engineers 

2013 年 6 月 

7 真下教授 
High-Speed Imaging Award 
Gold Medal 

高速度イメージング
とフォトニクスに関
する総合シンポジウ
ム組織委員会 

2013 年 10 月 

8 高野教授 
科学研究費補助金審査委員
表彰 

日本学術振興会 2013 年 11 月 

9 川合准教授 金属組織写真奨励賞 日本金属学会 2014 年 3 月 
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 (出典：TSUBAKI システムデータの学内外公開分の集約と、各教員による追加分の集計) 

 
（資料・２－１－６）招待論文、著書、総説・解説記事、招待／基調講演の推移 

業績の種別 
2010 
年度 

2011 
年度 

2012 
年度 

2013 
年度 

2014 
年度 

2015 
年度 

評価期
間の計 

研究業績の計 168 207 168 126 280 293 1,302 

国内学会招待/基調講演 6 4 3 3 5 6 27 

国際会議招待/基調講演 6 9 3 3 9 8 38 

招待論文、著書、総説・解説
記事、招待/基調講演等の計 

19 23 10 11 20 19 102 

 (出典：TSUBAKI システムデータの学内外公開分の集約と、各教員による追加分の集計) 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 
 

(判断理由) 研究業績説明書に示した通り、世界最大の学会 IEEE や、物理・応用物理分

野で世界最高権威である米国物理学会による表彰等、これまで本研究所の存在が世界的に

認知され結実している状況である。また、それ以外にも各部門で多くのリーダーシップ的

に業績が出されている。さらに、若手専任教員による学術受賞も 2012 年度、2013 年度、2014

年度と続いており、今後の研究成果の結実も期待できる。 

 よって、研究成果の状況は、研究所として期待される水準を上回ると判断できる。 
 

10 秋山教授 電気学会 フェロー賞 電気学会 2015 年 3 月 

11 佐々木准教授 
ひらめき・ときめきサイエンス
推進賞 

日本学術振興会 2015 年７月 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

 

第１期法人評価資料によると、パルスパワー科学研究所の専任教員に異動した研究員に

よる教員一人あたりの査読付論文の2004-2009年の平均年間発表件数は約4.7 件であった。

それに対し、本研究所が設立以前も含めた 2010-2015 年の本研究所の専任教員による教員

一人あたりの査読付論文の平均年間発表件数は約 5.6 件に昇り向上している。 

 2013 年パルスパワー科学研究所が設立されてから研究業績の総数、知的財産権の総数は

増加している。また、研究内容では、同研究所の設立を契機に電気的パルスエネルギーと

生化学を組み合わせた新医療技術開発、パルスプラズマと超臨界流体を組み合わせた材料

開発、超重力と放射光を組み合わせた物質合成、パルスプラズマと物性研究を組み合わせ

たナノ材料開発などの異分野融合の研究が活性化した。また、研究者では１名の女性を含

む３名の若手専任教員を登用し、研究者の年齢、男女、部門のバランスも向上した。 
知的財産権の出願・取得も本評価期間中に 63 件、科学研究費採択も基盤研究(A)や(B)を

中心に延べ 67 件で、受入れた科学研究費も 221,303 千円である。また、グローバル COE、

科学研究費以外の外部資金も九州経済産業局、農林水産省や科学技術振興機構の大型予算

の獲得実績もあり、受入れた研究費は評価期間内で合計 1,558,628 千円である。更に、学

内での拠点形成研究の採択も８件ある。また、国内外の機関との共同研究は 135 件あり、

民間企業や欧米の権威ある研究組織との共同研究も多数行われている。 

 以上の実績から、研究活動の状況は、研究所として期待される重要な質の変化があった

と考えられる。 

 

 

（２）分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

 

第１期法人評価資料によると、パルスパワー科学研究所の専任教員に異動した研究員に

対し、2004-2009 年の評価期間中で、SS 区分の研究業績が１件、S区分以上の研究業績が６

件であった。それに対し本研究所では、本研究所が設立以前も含めた 2010-2015 年の本研

究所の専任教員に対し、業績説明書に収録した SS区分の研究業績が３件で、収録しないも

のを含めると SS 区分の研究業績が４件、S区分以上の研究業績 11件ある。第１期法人評価

時に比べて SS区分と S区分の研究業績は格段に増加しており、研究成果のレベルは上がっ

ている。 

また、研究業績説明書に収録した SS 区分の研究業績の内２件は、世界最大の学会である

IEEE の主要な国際賞である IEEE Leon K. Kirchmayer Graduate Teaching Award の受賞と、

物理・応用物理分野で最高権威の米国物理学会(APS)の Fellow 受賞によるもので、前組織

であるバイオエレクトリクス研究センターと衝撃・極限環境研究センターが高い水準を維

持し進めてきた研究活動が、これらの賞の受賞として結実したことを意味する。 

それら以外にも、各研究領域でリーダーシップの指標となる招待論文、著書、総説・解

説記事や、国内学会や国際会議における招待講演や基調講演、シンポジウム企画なども着

実に成果を上げている。さらに、若手専任教員による学会受賞も向上しており、若手教員

も含めた全部門で着実なリーダーシップ的研究成果があげられている。 

 以上の事実から、研究成果の状況は、研究所として期待される重要な質の変化があった

と考えられる。 
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